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G.280$150_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)． . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 226
G.281RAMPケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)． . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 226
G.282RAMP_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)． . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 226
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G.3092020年，2030年，2050年における各ケースの産業部門の最終エネルギー消費量 (SuperHigh)． 231
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第 1章

序論

本論文の導入として本章では序論を展開する．研究の背景となるエネルギー情勢について 1.1節
で背景を述べた後，その背景を踏まえた研究の目的と意義および新規性を 1.2節で説明する．そし
て最後に，1.3節にて，本論文全体の全体構成について言及する．

1.1 背景

世界経済の発展とともにエネルギー消費量もまた増え続けており (図 1.1)，それに伴って気候変動問題の顕
在化が進んでいる．その影響緩和に向けて，国連気候変動枠組条約 (United Nations Framework Convention on
Climate Change; UNFCCC) の締約国会議 (Conference Of Parties; COP) が毎年開催されているが，先進国と
途上国との間の意見の乖離が大きく，議論は毎年平行線をたどることが多い．しかし，2015 年 12 月開催の
COP21で採択されたパリ協定では，国の経済規模に関係なく，同じ目標 (世界全体の温度上昇を産業革命以前
と比べて 2℃より十分低く保つ，1.5℃以下に抑える)に向けて温室効果ガス排出削減に取り組んでいくことで
合意したことからも，世界全体で危機感を持って環境問題に向き合う必要があるとの共通認識を確認できる．

我が国はこのパリ協定において，2030年度の温室効果ガス削減目標を 2013年度比マイナス 26.0%を目標と
して掲げており，この達成のために，省エネルギー対策によるエネルギー需要の抑制と，二酸化炭素 (CO2)排
出量*1の少ない電源，あるいはまったく排出しないゼロエミッション電源の選択を行う方針である

[1-2]．

しかし，我が国のエネルギー情勢は厳しい．まずエネルギー自給率*2が著しく低い．2017年時点における日
本のエネルギー自給率は 9.6%と OECD(Organisation for Economic Co-operation and Development;経済協力開
発機構)35カ国中 34位であった [1-3]．資源の乏しさに加えて，2011年の福島第一原発事故を契機とする原子
力発電所の停止・廃止がエネルギー自給率を押し下げている (図 1.2)．結果，化石燃料の依存度は，2016年時
点で約 89%[1-3] であり，歴史的に見ても輸入先の政治情勢が直接日本の経済にダメージを与えるリスクを我が

国は常に有している．さらに，化石燃料による発電増加は当然，発電由来の CO2 排出量の増加を招いた．2013
年度に過去最高の排出量を記録してからは減少に転じているが，2016年度時点で 507 Mt-CO2 と震災前 2010
年度と比べて 54 Mt-CO2 程多くなっており [1-3]，パリ協定で掲げた目標達成への道のりを険しくしている．

上記のような情勢変化は社会経済にも直結する．表 1.1は資源エネルギー庁の発電コスト検証ワーキンググ
ループで試算された各電源の発電コストである．発電コストの低い原子力発電を制限されたことで，2014年度
の家庭向けおよび産業向けの電気料金は，2010年度比でそれぞれ約 25%，38%まで上昇した．原油価格の下

*1 日本において CO2 は，温室効果ガスの約 92%を占める [1-1]．

*2 社会で必要な一次エネルギーのうち，自国内で確保できるエネルギーの比率．日本は厳密には原子力発電の原料 (ウラン) も他国
(カナダやウズベキスタン等)の資源に頼っているが，一度輸入すれば燃料サイクルによって長く使用できることから，純国産エネ
ルギーとしてエネルギー自給率に計上している．
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落等に起因し，2014年度をピークに徐々に下がり始めたが，現在でも震災前より高い水準である*3．

図 1.1 世界の一次エネルギー消費量と実質 GDP*4． 図 1.2 原子力発電所の稼働状況 (2019年 7月 8日現
在)[1-8]．

表 1.1 各電源の発電単価*5．

電源 原子力 石炭火力 LNG火力 陸上風力 地熱 一般水力

発電コスト

[円/kWh]
10.1～ 12.3 13.7 21.6 16.9 11.0

電源
小水力

(80万円/kW)
小水力

(100万円/kW)
バイオマス

(専焼)
バイオマス

(混焼)
石油火力

太陽光

(メガ)
太陽光

(住宅)
発電コスト

[円/kWh]
23.3 27.1 29.7 12.6 30.6～43.4 24.2 29.4

以上の問題に対処していくべく，我が国のエネルギー政策が進むべきロードマップを示すのがエネルギー基

本計画であり，2019年 11月現在，最新は 2018年 7月 3日に閣議決定された「第 5次エネルギー基本計画」
である．エネルギー基本計画では，3E+S*6を達成すべく 2030年，2050年に向けた方針が示されている．そし
て 2014年 4月に閣議決定された第 4次エネルギー基本計画に基づき，長期的なエネルギー需給の見通しを取
りまとめたものが「長期エネルギー需給見通し」である．図 1.3は，長期エネルギー需給見通しに記載されて
いる，2030年に日本が目指すべき最適電源構成である．加えて，徹底した省エネ対策により，2013年度の実
績値と比べて，最終エネルギー消費を約 13%抑えることを目標としている．1.7%/年の経済成長を前提にした
省エネであるので，エネルギー効率を約 35%改善する必要がある．そして 2050年に向けては，2013年度比
温室効果ガス 80%削減という野心的な目標を達成すべく，第 5次エネルギー基本計画において， 1⃝ 再生可能
エネルギーの経済的自立と主要電源化， 2⃝ 社会的信頼の回復を前提として，安全性・経済性・機動性に優れた
原子炉の開発，追求， 3⃝ よりクリーンなガスにシフトし，石炭火力発電のフェードアウト， 4⃝ その他として，
水素や蓄電池による脱炭素化，分散型エネルギーシステムの構築を掲げている．加えて，CO2 を回収して貯留

しておく CO2 回収・貯留技術 (CO2 Capture and Storage; CCS)も脱炭素化に向けて重要な役割を担う．

*3 最新の 2017年度のデータでは，家庭向け，産業向けそれぞれ 2010年度比で約 16%，21%高い [1-4]．

*4 出典：一次エネルギー消費量は文献 [1-5]を，GDPは文献 [1-6]を参照し筆者作成．
*5 出典：文献 [1-7]における 2014年モデルプラント試算結果概要を参照．
*6 安定供給 (Energy security)，経済性 (Economical efficiency)，環境適合 (Environment) +安全性 (Safety)
*7 第 5次エネルギー基本計画の数値を元に筆者作成．

21



図 1.3 2030年に目指すべき日本のベストミックス*7．

1.2 本研究の目的・意義・新規性

上記のような背景から，日本がエネルギー基本計画に基づき推し進めていくエネルギー政策の実現可能性に

ついて，エネルギーシステムを定量分析するような研究は意義を持つと言える．そして，3E + Sに明示されて
いる経済性 (Economical efficiency)にも焦点を当て，エネルギーシステムのみではなく，経済全体を俯瞰した
分析が求められる．さらに言えば，不確定要素の大きい新技術のポテンシャルを，長期的なスパンで考慮可能

な分析は非常に価値が高いと言える．

本研究の目的は，独自に開発したエネルギー経済モデルを用いて上記の定量分析を行うことである．経済全

体の産業連関構造を詳細に考慮可能な応用一般均衡モデルを土台とし，エネルギーを供給するエネルギー部門

やエネルギー多消費産業である素材部門を工学データを用いて技術選択の議論を可能にすることで，CO2 排出

量の削減のためにはどのような技術選択を行うことが我が国にとって合理的かという困難な議題に対し，経済

性を担保した上で一定の示唆を与えることが可能な本モデルの存在意義は大きいと言える．

本研究の新規性は主に以下の 4点である．まず 1点目は，経済全体を俯瞰したエネルギー経済モデルであり
ながら，電力部門を非常に高時間解像度で分析している点である．電力部門の技術には変動性再生可能エネル

ギーも含まれており，それらのより現実的な運用を議論する上で高時間解像度分析は欠かせない．2 点目は，
電力部門に加えて非電力エネルギー部門も詳細に考慮している点である．例えば石油製品部門における製品も

ガソリンや軽油，重油といった製品に細かく分類しそれらに物量単位を与えることで，社会全体のエネルギー

フローを詳細に観察可能である．3点目は上記に加えて素材部門の技術選択も考慮している点である．エネル
ギー多消費産業である素材部門における技術選択を論じることで，将来に向けた CO2 排出量削減の可能性を

模索することが可能である．そして最後に 4点目は，独自の計算手法によって，本来ならば大規模な連立方程
式の求解によって解くべき問題を線形計画問題へと帰着させている点である．これにより，計算機における計

算時間の大幅な抑制とモデルの発展性の向上を可能にした．そして，本モデルは複数のモデルによって計算を

行い，その結果をフィードバックし合うモデルではなく，1つのモデルで計算を完結させている点も特徴的で
ある．

1.3 本論文の構成

まず本章にて，研究分野の背景とその背景に基づいた本研究の目的・意義・新規性について言及した．以下

に次章以降の本論文の構成について言及する．第 2章でエネルギー経済モデルの概要を述べる．本研究は先に
も述べたように，エネルギー経済モデルの開発に従事するものである．エネルギー経済モデルはそれぞれ一長
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一短あり，分析対象や立場を明確にした上で開発する必要がある．したがって，第 2章では，エネルギー経済
モデルの主な分類とそれに属する著名なモデルを紹介することでエネルギー経済モデルへの知見を深めるとと

もに，本研究が開発したモデルの立場を明確にする．第 3章では，本研究で開発したモデルの定式化について
説明を行う．本研究において，独自の計算手法を用いることで，産業連関構造を考慮しながら対象部門の技術

選択を詳細に考慮可能な線形計画モデルを構築することに成功しており，第 3章にて，モデルの根幹を成す具
体的な定式化手法について説明を与えている．第 4 章以降，第 3 章で説明したモデルを拡張していく．まず
第 4 章にて，電力部門の技術選択を考慮可能にしたモデルの定式化および計算結果について言及する．特に
再生可能エネルギーの変動性をより詳細に考慮するために高時間解像度化している点についても触れる．第 5
章では，電力部門に加えて素材部門と非電力部門を詳細に扱ったモデルの定式化および計算結果について述べ

る．素材部門は，鉄鋼部門，セメント部門，紙・パルプ部門，石油化学部門の 4部門について技術選択を考慮
しており，排出税下における各部門の最適な技術運用とそれによる二酸化炭素削減可能量について議論する．

また，経済的観点からも排出税が経済にもたらす影響を議論する．第 6章では，温室効果ガス削減技術をモデ
ルに追加し，電力部門および素材部門における技術選択に加え，さらなる CO2 排出量削減に向けた議論を行

う．そして最後に第??章で本研究のまとめと今後の課題について言及し本論文を締めくくる．
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第 2章

エネルギー・経済モデルの概要

第 1章で述べたように，エネルギー政策を定量的に評価・分析する手段として，エネルギー・経
済モデルが有効である．本研究もモデルの開発に従事するものであり，それを論ずる前に，一般的

なモデルの概要について言及する．まず 2.1節において，一般的なモデルの分類とそれに属する著
名なモデルをいくつか紹介する．続いて，2.2節では，本モデルのベースとなる応用一般均衡モデ
ルについて言及する．そして，応用一般均衡モデルのひとつ，国際貿易分析プロジェクト (Global
Trade Analysis Project; GTAP)モデルおよびデータベースについて 2.3節で述べた後，応用一般均
衡モデルとは異なるアプローチでエネルギーシステムの技術運用について論ずることが可能なボト

ムアップ型技術最適モデルについて 2.4節で述べる．そして 2.5節で，これらエネルギー・経済モ
デルにおける，本研究で開発したモデルの位置づけについて記述する．最後に 2.6節で本章を締め
くくる．

2.1 モデルの分類

エネルギー・経済モデルとは，現実に起こっている事象，あるいは今後起こりうるであろう事象について，

経済学やあるシステム (特にエネルギーシステム)特有の工学的特性に基づいて数式で記述された系のことを言
う．そのモデルの解を用いて，対象の評価・分析を行うことができる．一般には，より現実的なモデルを構築

すればするほど変数の数は増えるので，人の演算能力では追いつかず，計算機に委ねることになる．そして他

の学問分野と同様，現実に起こっていること，起こりうることをそのまま忠実に数式で表現することは不可能

である．また，計算機の能力にも限界は存在するので，その能力の範囲内で求解可能なモデルを構築する必要

がある．したがって，モデルで評価・分析したい対象によって立場を確立し，仮定の設定や譲歩を行う必要が

あるので，それに伴ってエネルギー・経済モデルも多様化した．モデルの分類も文献 [2-1, 2-2, 2-3]のように
様々であるが，ここでは文献 [2-6]の分類に基づいて紹介する．
文献 [2-6] ではエネルギー・経済モデルを， 1⃝シミュレーション型か最適化型 (数理計画型) か， 2⃝ボトム
アップ型かトップダウン型かの 2軸で分類している．まずは前者について説明する．
一般に「シミュレーション」と聞くと計算機を用いた数値計算を連想させる場合が多く，広義には数理計画

問題もこれに含有する場合があるが，この分野では明確にそれらの意味を定義した方が齟齬が生じにくい．文

献 [2-6]では，シミュレーションと数理計画の違いを以下のように説明している．

"A model is needed to simulate the physical behaviour of a defined system (here the energy system, and
in particular the power sector), with its inputs and parameters. In the economic language, a simulation is
usually recursive: the model is run year after year and the hypotheses and parameters can evolve over time.
Another modelling approach is the optimization. It is based on a simulation of the physical reality, but it has
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one or several criteria and parameters being optimized, so the logic is different."

また，森戸ら (1998)[2-7] は，以下のようにその違いを表現している．

「I/O*1関係が既知であるときに，一定の制約のもとで，定められた評価尺度を最適化する政策を求める

ツールが数理計画，(中略)，変数と評価尺度間の未知の関係を明らかにする評価のツールがシミュレー
ション」

すなわち，数理計画は，「ある最適解を得るためにはどのような政策を行えばよいのか」を議論するのに対し，

シミュレーションは，「ある政策を実行すればどのような結果になるか」を議論する．両者表現は違えど，シ

ミュレーション型か最適化型かという評価軸は，目的の違いと解釈してよい*2．数学的に言えば，シミレー

ション型のモデルは微分方程式を用いたモデルや待ち行列モデル等様々なアプローチが存在する．数理計画問

題は，目的関数と制約条件に分かれており，その制約条件のもとである関数を最大化あるいは最小化して，内

生変数を求めるモデルである．本研究で扱うモデルは数理計画問題であり，最適化型に分類される*3．

続いて 2⃝の分類について説明する．文献 [2-6]では，次のように説明している．

"A top-down model describes the macro-economic relationships between the components, while a bottom-up
model starts from the technology description of supply and demand."

すなわち，トップダウンモデルは，マクロ経済学に基づき各部門間の産業連関構造を記述したモデルであり，

ボトムアップモデルは，ある特定部門に着眼しその部門における工学的特性を考慮しながら，一定のシナリオ

(例えば需要の外生化)の元で最適な技術運用を求めるモデルである．表 2.1は，それぞれの長短をまとめたも
のである．それが示す通り，両者の特徴はトレードオフの関係にあるので，分析対象や目的によって立場を慎

重に選択する必要がある．後ほど言及するが，双方のデメリットをカバーするハイブリッドモデルの開発も近

年盛んに行われており，本研究で開発しているモデルもハイブリッドモデルに該当する．

表 2.1 ボトムアップモデル，トップダウンモデルの特徴*4．

トップダウンモデル ボトムアップモデル

経済学的アプローチ 工学的アプローチ

悲観的推計 楽観的推計

技術を明示的に記述不可 技術の詳細説明が可能

既存技術のみ考慮可能 新技術を考慮可能

最も効率的な技術は生産可能性フロンティ

ア*5によって決定

効率的な技術は生産可能性フロンティアを超え

る可能性を含有

予測を目的とし既存の集約データを使用 探索を目的とし細分化されたデータを使用

観察された市場の動向をベース 観察された市場の動向から独立

利用可能な最も効率的な技術を無視し効率改善

の可能性を過大評価する傾向

市場の閾値を無視し効率改善の可能性を過大評

価する傾向

産業連関関係を内生化 技術のコストを直接評価

歴史的に不連続性がないと仮定 エネルギー部門と他部門との相互関係は無視で

きると仮定

*1 Input/Outputの略．産業連関構造の意．
*2 文献 [2-7]では，モデルの柔軟性という切り口でも違いを論じている．
*3 数理計画法について多くの書籍が存在しているが，筆者は文献 [2-4, 2-5]等で勉強した．
*5 文献 [2-2]の Table 1を筆者訳．
*5 生産可能性フロンティアとは，最も効率のよい生産を行った場合の，生産にかかった時間と生産量の組み合わせをグラフ化したも
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下表 2.2は，いくつかの著名なモデルを上記の軸にしたがって分類したものである．

表 2.2 著名なモデルの分類．

トップダウンモデル ハイブリッドモデル ボトムアップモデル

シミュレーション型 GREEN, EPPA NEMS MEDEE, POLES
最適化型 DICE, RICE MARKAL-MACRO,

MESSAGE-MACRO,
DNE21

MARKAL, MESSAGE,
TIMES

シミュレーション型のトップダウンモデルである GREEN (GeneRal Equilibrium ENvironmental)モデル [2-8]

は，1991年から 92年にかけて OECDにて開発されたものであり，CO2 制約下における経済の動向を評価す

る目的で開発された．そして MIT (Massachusetts Institute of Technology) が GREEN モデルを発展させる形
で，MIT-EPPA (Emissions Predictions and Policy Analysis)モデル [2-9] が開発された．どちらも一般均衡モデ

ル (詳細は次節 2.2)に分類される．シミュレーション型ボトムアップモデルは，MEDEE (Modele d’Evolution
de la DEmande d’Energie)モデル [2-10] が著名である．途上国の社会構造の変化を考慮してエネルギー需要量を

予測することが可能なモデルである．また，POLES (Prospective Outlook on Long-term Energy Systems)モデ
ル [2-11] はエネルギーの生産から消費までをモデリングし，その過程でエネルギーシステムから排出される温

室効果ガスの排出量を 2050年までシミュレーション可能なモデルである．以上，経済的アプローチのトップ
ダウンモデルとエネルギーシステムに着眼したボトムアップモデルを紹介したが，それら 2つの要素を備えた
シミレーション型ハイブリッドモデルとして，NEMS (National Energy Modeling System)モデル [2-12] が挙げ

られる．NEMSモデルは米国エネルギー情報局 (U.S. Energy Information Dministration; EIA)が開発に従事し
た．エネルギーシステムモデルとマクロ経済モデルを統合させたシミレーション型のモデルであり，市場のリ

ソースや技術選択，人口統計の過程に基づき，生産や消費，エネルギー価格等を推計する．

続いて最適化型の著名なモデルを紹介する．最適化型トップダウンモデルで最も有名なモデルは，DICE
(Dynamic Integrated model of Climate and the Economy)モデル [2-13] であろう．IPCCの 2℃目標設定にも大
いに貢献した地球温暖化の統合評価モデル (Integrated Assessment Model; IAM) の基礎が DICE モデルであ
り，その功績から，開発者の Nordhaus 氏にはノーベル経済学賞 (2018) が与えられている．DICE モデルは，
目的関数に効用関数 (詳細は 2.2 節) を採用し，その効用関数を経済関係式ならびに地球物理関係式の下で最
大化したときの生産量や消費，温室効果ガスの排出量等を求め，長期的な地球温暖化対策に定量評価を与え

ることが可能なモデルである．DICE モデルは世界全体を 1 地域としているが，それを多地域化*6したモデ

ルが RICE (Regional Integrated model of Climate and the Economy)モデル [2-14] である．一方，同じ最適化型

でも，MARKAL (MARKet ALlocation)モデル [2-15] はボトムアップ的アプローチをするモデルである．エネ

ルギーシステム総コストを工学的制約条件下で最小化するような技術選択を求める．MESSAGE (Model for
Energy Supply Strategy Alternatives and their General Environmental impacts)モデル [2-16] および TIMES (The
Integrated Markal-Efom System)モデル [2-17] はMARKALモデルから発展したモデルである．その他にも文献
[2-18] のように，MARKAL/TIMES モデルの時間解像度の粗さとそれに起因する VRE コスト低下時におけ
る導入量の過大評価の可能性に着眼し，電力部門の解像度を 10分間隔に発展させたモデルも存在する．そし
て，MARKALモデルおよびMESSAGEモデルに経済モデルをリンクさせたMARKAL-MACROモデル (文献
[2-15]の PART2)，MESSAGE-MACROモデル [2-19] がハイブリッドモデルに分類される (ハイブリッドモデル
の詳細は 2.5)．また藤井ら (1998)[2-20] によって開発された DNE21 (Dynamic New Earth 21) もハイブリッド
モデルとして知られている．

の．

*6 アメリカ合衆国，日本，旧ソビエト連邦，中国，ヨーロッパ，Huge(インド)，Large(ブラジル，インドネシア)，Midsized(カナダ，
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図 2.1 MARKAL-MACROモデルのフロー図 (文献 [2-15]の Figure 3-1を転載)．

2.2 応用一般均衡モデル

本節では，経済モデルの最も基本的なモデルの 1つである応用一般均衡モデルについて解説する．2.2.1項
で概要について説明した後，2.2.2項で最も簡素化した経済における応用一般均衡モデルの理論とその立式方法
について言及する．尚，本節はその多くの内容を文献 [2-21, 2-22]を参考にして書いた．

2.2.1 応用一般均衡モデルの概要

応用一般均衡モデルのベースとなる一般均衡理論は，1870年代にWalras (Marie Esprit Léon Walras, 1834-
1910)によって創られ，その後 Lausanne学派*7が発展させた，経済学における一理論である．財*8の消費者は

効用*9を最大化するよう需要を決定し，財の生産者は利潤を最大化するように供給を決定し，各財の市場では

需要と供給が一致するように価格が決定されるという完全競争市場*10の価格メカニズムに基づいて，すべて

の財の相互依存を考慮した市場の均衡を論じるのが一般均衡理論である．応用一般均衡モデルは，この一般均

衡モデルに基づき連立方程式を構築し，それを解くことで数値解を導出できるモデルである．故に，「計算可

能な」という意味で応用一般均衡モデルは，"Computable General Equilibrium (CGE) Models"と表記される．
人類の経済発展と共に地球上の資源分配が昨今の課題として取り上げられている中，そこに数値解をもたらす

CGEモデルの存在意義は大きいと言える．
CGEモデルの長所として以下の点が挙げられる．第一に，CGEモデルを用いれば，状況や条件が異なった
均衡状態を描写することが出来る．例えば税率の変更である．消費税や関税の増減が経済にどのような影響を

与えるかを細かく分析することが可能であり，経済政策の定量評価に役立てることができる．第二に必要デー

タ量の少なさである．大抵の場合，モデルを構築する際に必要が基準均衡解は 1期分のデータである．統計学
に基づいて経済モデルの妥当性を検証する計量経済学の分野では，少なくとも数期分の時系列データが必要に

なり，データを揃える労力という観点では，CGEモデルに軍配が上がる．一方で短所も持つ．第一に上記の基
準均衡解に選択した年のデータが均衡的かどうかである．例えば，日本におけるバブル崩壊やリーマンショッ

クのような経済における異常事態が発生した年のデータを均衡解として選択してしまうと，そこから導かれる

結論は必ずしも現実的なものではない．第二に，1期分のデータのみを用いるということは，静学モデルにな

オーストラリア等 11国)，Small(ベネズエラ，ルーマニア等 38国)，Tiny(ケニア，アイスランド等 137国や地域)の計 10地域．
*7 Walrasが創始し Pareto (Vilfredo Frederico Damaso Pareto, 1848-1923)らによって継承・発展させられた経済学における一学派．一
般均衡理論をパラダイムとして持つ．

*8 資源や物品，生産物の総称．

*9 財の消費によって個人が得られる満足度，幸福度を数値化したもの．

*10 需要者と供給者が個人の影響を無視できるほど多数存在している，市場への参入が自由である，各人が取引を完全に平等に理解し
ている，等の理想的な条件を有した仮想的市場のこと．
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らざるを得ないということを意味する．しかし現実的な経済では投資や貯蓄といった期をまたぐ動学的な要素

の考慮が不可欠である．そこで，このデメリットをカバーすべく動学的応用一般均衡モデルの開発も各所で進

められている．第三に，貨幣等の金融的要素を取り入れることが困難な点が挙げられる．したがって絶対価格

を求めることはできず，ある基準財 (ニューメレール) を設定し，その価格を 1 とすることで他の財の相対価
格を用いて価格を議論することになる．この弱点を克服すべく，金融応用一般均衡モデルの開発も試みられて

いる．

2.2.2 簡単な応用一般均衡モデルの数学的説明

簡単のため，1つの家計が 2つの財 (財 1と財 2)と 2つの生産要素 (資本と労働)からなる完全競争市場に存
在しているとして，応用一般均衡モデルを作成する．静学モデルを考え，貿易も行わないものとする．また，

政府の存在も無視する．企業 (アクティビティ) は財 1 を生産するそれと財 2 を生産するそれとでそれぞれ 1
つずつ存在し，家計は資本と労働を企業に提供することでその対価として収入を得る．それぞれの企業はその

生産要素を使って生産活動を行う*11．現実の経済と大きく乖離する設定が多いが，すべての CGEモデルはこ
の簡素なモデルを拡張したものであるので，簡単な CGEモデルを理解するところからスタートするべきであ
るという点を強調しておきたい．

まずは家計から立式しよう．家計は自らの満足度を最大化するように財を消費する．しかし，予算には限り

がある．したがって家計は，予算制約式のもとで消費の効用関数を最大化するので，

max
d

u = g(d) (d = (d1, d2)) (2.1)

s.t.
∑
i

pidi =
∑
f

pF
f v f (2.2)

u: 評価関数, g: 効用関数, i: 財の種類 (i = 1,2), f : 生産要素の種類 ( f = 1,2), di: i 財の需要量, pi: i 財の

価格, pF
f : 生産要素 f の価格, v f : 生産要素 f の賦存量

なる問題と向き合えばよい．この最大化問題を Lagrange未定乗数法を用いて解く．すなわち，Lagrangianを
L，未定定数を λとすると，

L = g(d) − λ ©«
∑
i

pidi −
∑
f

pF
f v f

ª®¬ (2.3)

となるので，その最大化条件は，

∂L
∂di
=
∂g(d)
∂di

− λpi = 0 (i = 1,2) , (2.4)

∂L
∂λ
= − ©«

∑
i

pidi −
∑
f

pF
f v f

ª®¬ = 0 (2.5)

となる．(2.4)，(2.5)式は変数 3つ (d1, d2, λ)に対して 3本の式があるので，この連立方程式を解くことで需要

*11 中間投入もここでは考えない．
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di を求めることが出来る．例えば効用関数 g が Cobb-Douglas型で与えられるとすると，
∂

∂di

∏
i

dαi

i − λpi = 0 (i = 1,2)∑
i

pidi −
∑
f

pF
f v f = 0

, (2.6)


αi
di

∏
i

dαi

i − λpi = 0 (i = 1,2)∑
i

pidi =
∑
f

pF
f v f

(2.7)

と計算できる．ここで αi は効用関数の支出割合係数であり，0 ≤ αi ≤ 1,
∑

i αi = 1の条件を満たす．(2.7)の
第 1式から λを消去すると，

α1 · d2 · p2 = α2 · d1 · p1 (2.8)

を得るので，(2.7)の第 2式に代入して，

di =
αi
pi

©«
∑
i

pidi −
∑
f

pF
f v f

ª®¬ (2.9)

と i 財の需要量が求まる．(2.9)式が示す通り，需要量は価格と予算の関数であり，Marshallの需要関数あるい
は非補償需要関数と呼ばれる*12．

次に企業が解くべき問題を解説する．先程も述べたように，企業は家計からの生産要素を投入財として財を

生産する．本来なら生産要素だけではなく，他企業から材料を購入するはずだが，今回は生産要素のみの投入

を考えている．企業は投入物を x f (x f = (x f ,1, x f ,2))とすると，生産関数 zi(x f )にしたがって生産量を決定す
る．生産量から投入財を購入した費用を引いたものが利潤であり，企業はこの利潤を最大化するように行動す

るので，

max
x f

πi = pY
i zi(x f ) −

∑
f

pF
f x f ,i (2.10)

の問題を解くことになる．制約条件が存在しないので，この問題が解けるためには，生産関数は準凹関数であ

る必要がある．その前提条件の下，(2.10)式が解ける条件は，

∂πi
∂x f ,i

= pY
i

∂zi(x f )
∂x f ,i

− p f = 0 ⇔ pY
i

∂zi(x f )
∂x f ,i

= p f (2.11)

である．例えば生産関数が，

zi(x f ) = bi
∏
f

x f ,i
β f ,i (2.12)

bi: 生産関数の規模係数, βf ,i: i 企業が行う生産要素 f の投入割合 (0 ≤ βf ,i ≤ 1,
∑

f βf ,i = 1)

と Cobb-Douglas型で与えられたとして，(2.11)式に代入して家計のときと同様に投入財 x f ,i について解くと，

x f ,i =
αi

pF
f

pY
i zi(x f ) (2.13)

と生産要素の需要関数を求めることができる．

*12 需要関数を効用関数に代入した効用関数を特に間接効用関数と呼ぶ．

30



以上，家計と企業の行動を立式した．当然，家計と企業は独立しているわけではなく，生産があっての消費

であり，消費があっての生産である．したがって，以下のような市場の均衡条件を考えなければならない．

di = zi(x f ) , (2.14)

v f =
∑
i

x f ,i , (2.15)

pi = piY . (2.16)

(2.14)式は市場の需給バランス式である．生産した財は漏れなく家計に消費される．(2.15)式は生産要素の需
給均衡式である．家計が提供した生産要素は，2つの企業によって消費される．(2.16)式は，生産価格と市場
価格が同じであることを表している．今，政府は無視して考えているので，税金による上乗せがない．また，

仲介企業も考えていないので，生産価格と市場価格は同じになる．

以上をまとめると，1つの家計と 2つの財 (財 1と財 2)，2つの生産要素 (資本と労働)からなる完全競争市
場という最も簡単な状況下で CGEモデルを考えた場合，以下の連立方程式を解くことで均衡解を得ることが
できる．

di =
αi
pi

©«
∑
i

pidi −
∑
f

pF
f v f

ª®¬ ∀i , (2.17)

x f ,i =
αi

pF
f

pY
i zi(x f ) ∀i , (2.18)

zi(x f ) = bi
∏
f

x f ,i
β f ,i ∀ f , i , (2.19)

di = zi(x f ) ∀i , (2.20)

v f =
∑
i

x f ,i ∀ f , (2.21)

pi = piY ∀i . (2.22)

2.3 国際貿易分析プロジェクト (GTAP)

前節で述べたように，応用一般均衡モデルの初期時点における基準均衡解として，その時点の SAM(あるい
はそのベースとなる産業連関表)が必要となる．しかし，各国の産業連関表の作成方法は細かくは統一されて
おらず，各々の国の産業連関表をそれぞれ入手しモデリングする方法では，特に貿易データにおいてずれが生

じる可能性が高い．そこで本研究では，世界各地域のデータをまとめて提供する「GTAPデータベース」を用
いて，各種データ・パラメータの設定を行っている．現状，本研究の対象は日本のみであるので，日本の産業

連関表を用いても上記の懸念事項は無視できるが，本研究は対象地域を拡大する余力を残しており，今後を見

据えて，現在の 1地域モデルから GTAPデータベースの値を使用している．本節では，2.3.1項で GTAPモデ
ルの概要を説明した後，2.3.2項で，本モデルが実際に使う GTAPデータベースの変数について記述する．

2.3.1 GTAPモデル

そもそも GTAPとは何か．GTAPは，自身のウェブサイトで以下のように存在意義と目的を定義している．

"GTAP (Global Trade Analysis Project) is a global network of researchers and policy makers conducting
quantitative analysis of international policy issues. GTAP’s goal is to improve the quality of quantitative
analysis of global economic issues within an economy-wide framework."

すなわち，グローバルな政策問題に対して定量分析を行う研究者や政策立案者で構成された国際的なネッ

トワークであり，経済全体の枠組みの中でその定量分析の質を向上させていくことを目的としている．そし
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て GTAP モデルとは，GTAP が開発を手掛ける CGE モデルであり，1992 年にアメリカのパーデュー大学の
Hertel氏が中心となり開発された．パーデュー大学農業経済学部の世界貿易分析センターが提供している．
図 2.2は，GTAPモデルのある地域における貨幣の流れを模式的に表したものである．民間家計と政府を地
域家計の主体として設定している．民間家計は生産者に対して生産要素 (労働，資本，土地)を提供する対価と
して要素取得を得る．政府はあらゆる税を収入としている*13．地域家計において余った貨幣は貯蓄に回され

る．GTAPの特徴として，国際銀行*14と呼ばれる，地域から独立した仮想的な主体を導入している点が挙げら

れる．貯蓄は一旦国際銀行に送られ，減価償却後の金額が純投資として各地域の生産者へと配分される．こう

することで，各地域の貯蓄と投資を均等化させている．生産者は，生産要素と国内外の中間投入を用いて，民

間・政府消費および輸出，投資に見合った生産を行い，需給をバランスさせる．

図 2.3は生産者行動の枠組みを示したものである．生産者は規模に関して一定の生産を行う技術を有してい
るとし，Leontief型生産関数に従って生産量が与えられたもとにおいて中間投入と付加価値を決定する．その
代替は一定である．そして，CES型生産関数によって付加価値は土地．資本，労働が，中間投入は国内財と輸
入財が決定される．輸入財は，どの地域から輸入するかも CES型生産関数で決定される*15．図 2.4は生産さ
れた財を消費する消費者の行動の枠組みを説明する図である．予算制約のもとで貯蓄を説明変数*16として含む

Stone-Geary 型効用関数を最大化するよう消費行動を行い，政府消費，貯蓄，民間消費の水準が満たされる．
政府消費は Cobb-Douglas 型効用関数によって各財別の需要を求めることができ，そして CES 型効用関数に
よってその需要は効用関数で国内財か輸入財かを決定する．一方民間消費は，CDE型支出関数によって各財別
の支出額が求まり，政府消費と同様，CES型効用関数によって国内財か輸入財かを決定する．

図 2.2 GTAPの概要．矢印の方向は貨幣の流れ*17．

*13 補助金は負の収入として計上．

*14 文献によっては世界銀行とも．

*15 国内財と輸入財，輸入財と輸入財は不完全代替とする仮定を Armington仮定と言う．
*16 目的変数を説明する変数のこと．y = ax1 + bx2 + c (a, b, c は定数 )において，y を目的変数，すなわち求めたい変数としたとき
の x1および x2 が説明変数に該当する．

*17 文献 [2-23]の付録 Aから筆者作成．
*18 文献 [2-24]，213ページの付図 3-2-2を参考に筆者作成．
*19 文献 [2-24]，214ページの付図 3-2-3を参考に筆者作成．
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図 2.3 GTAPモデルの生産者行動の枠組み*18.
図 2.4 GTAPモデルの消費者行動の枠組み*19.

2.3.2 GTAPデータベース

上記のモデルとともに，世界各地域の生産や消費，貿易，税金，投資，資本，労働等のデータを格納したデー

タベースが提供されており，GTAPデータベースと呼ぶ．1993年に GTAP 1 Data Baseがリリースされてから
順次アップデートされ，最新版は 2019年 7月にリリースされた GTAP 10 Data Baseである．GTAP 10は本
論文執筆最中にリリースされたモデルということもあり，本モデルで使用しているデータは 1つ前のバージョ
ンの GTAP 9 Data Baseである．また，GTAP 9から GTAP-POWERと呼ばれる，電力部門を分割したデータ
ベースを提供するようになった．本研究はこの GTAP-POWERを用いて各種パラメータの設定を行っているの
で，以下の説明は GTAP-POWERに基づくものとする*20．

表 2.3 GTAP-POWERで定義される付加価値財一覧．

記号 説明

capital 資本

o f f _mgr_pros*21 管理職及び専門職

tech_aspros*22 技術者及び準専門的職業従事者

clerks*23 事務的職業従事者

service_shop*24 サービス職業従事者、及び市場での販売従事者

ag_othlowsk *25 農業従事者、及び非熟練労働者

land 土地

naturalResource 天然資源

GTAP-POWERは 68部門 140地域のデータを扱う．それぞれ付録の表??，表??に示した．部門はアクティ
ビティと財を有し，アクティビティが生産活動によって財を生産する．部門内に含まれるアクティビティと

*20 ノーマルバージョンでは電力部門を’ely’とひとつにまとめていたが，POWERバージョンではそれを，8つの発電部門と 1つの送
配電部門に分割している．それ以外にノーマルバージョンと POWERバージョンに差はなく，本項の内容は特に電力部門を分割す
る必要がない読者にも参考になるであろう．

*21 Legislators, senior officials and managers (ISCO- 88 Major Groups 1), and professionals (Major Group 2).
*22 Technicians and associate professionals (Major Groups 3).
*23 Clerks (Major Groups 4).
*24 Service workers and shop and market sales workers (Major Groups 5).
*25 skilled agricultural and fishery workers (Major Group 6), craft and related trade workers (Major Group 7), plant and machine operators

and assemblers (Major Group 8), and elementary occupations (Major Group 9).
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財はそれぞれ 1 つずつであり，一対一対応する．すなわち，例えば pdr アクティビティ*26は pdr 財*27のみ

生産し，それ以外の財の生産は行わない．同様に pdr 財は pdr アクティビティ以外から生産されることはな

い．付加価値財は，下表??で示す通りである．労働のみスキル別に 5つに分類されている．また，投資に関し
ては，’CGDS’アクティビティで表現される．すなわち，ある財が投資にどれだけ使われたかの合計量はデー
タベースで確認できるが，あるアクティビティが投資にどれだけ貨幣を投入したかはデータとして存在せず，

必要な場合は別途推計する必要がある．表 2.4は本モデルで使用したデータ一覧である．これ以外にも多数の
データが用意されており，詳しくは文献 [2-23]を参照されたい．

表 2.4: 本モデルで使用する GTAP-POWERの主要変数一覧．

変数名 説明 (英文) 説明

VOMn,r Value of Output at Market prices 市場価格で表現された，r 地域における n

アクティビティの総額

VOAn,r Value of Output at Agent’ prices 当事者価格で表現された，r 地域における

nアクティビティの総額

V DFMm,n,r Value of Domestic Firm’s purchases at Mar-
ket prices

市場価格で表現された，r 地域における n

アクティビティおける企業による国内財 m

の総額

V DF Am,n,r Value of Domestic purchases by Firms at
Agents’ prices

当事者価格で表現された，r 地域における

アクティビティ n の国内財 m の中間投入

額

V DPMm,r Value of Domestic Personal purchases at
Market prices

市場価格で表現された，r 地域における民

間による国内財 mの総額

V DPAm,r Value of Domestic Personal purchases at
Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における

民間による国内財 mの総額

V DGMm,r Value of Domestic Government purchases at
Market prices

市場価格で表現された，r 地域における政

府による国内財 mの総額

V DGAm,r Value of Domestic Government purchases at
Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における

政府による国内財 mの総額

V IFMm,n,r Value of Import Firm’s purchases at Market
prices

市場価格で表現された，r 地域における n

アクティビティおける企業による輸入財 m

の総額

V IF Am,n,r Value of Import Firm’s purchases at Agent
prices

当事者価格で表現された，r 地域における

nアクティビティおける企業による輸入財

mの総額

V IPMm,r Value of Import Personal purchases at Mar-
ket prices

市場価格で表現された，r 地域における民

間による輸入財 mの総額

V IPAm,r Value of Import Personal purchases at Agent
prices

当事者価格で表現された，r 地域における

民間による輸入財 mの総額

V IGMm,r Value of Import Government purchases at
Market prices

市場価格で表現された，r 地域における政

府による輸入財 mの総額

*26 稲作生産業．

*27 玄米，白米．
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変数名 説明 (英文) 説明

V IGAm,r Value of Import Government purchases at
Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における

政府による輸入財 mの総額

V X MDm,r ,s Value of eXports at Market prices by Desti-
nation

r 地域における市場価格で表現された，r

地域から s地域へ輸送される財 mの総額

XT AXDm,r ,s tax on exports m財を r 地域から s地域へ輸送する際に発

生する輸出税の総額

V XW Dm,r ,s Value of eXports at World prices by Desti-
nation

FOB世界価格*28で表現された，r 地域から

s地域へ輸出される財 mの総額

VTW Rm,r ,s Value of Transportation at World prices by
Route

世界価格で表現された，r 地域から s 地域

へ m 財を輸送する際に発生する輸送サー

ビスの供給総額

V IWSm,r ,s Value of Imports at World prices by Source CIF世界価格*29で表現された，r 地域から

s地域へ輸出される財 mの総額

MT AXm,r ,s tax on imports m財を r 地域から s地域へ輸送する際に発

生する輸入税の総額

V IMSm,r ,s Value of Imports at Market prices by Source s 地域における市場価格で表現された，r

地域から s地域へ輸出される m財の総額

VSTw,r exports of international transport service r 地域における市場価格で表現された，国

際輸送サービス w への輸出総額

DFT AXm,n,r TAX of Domestic Firms’ purchases r 地域におけるアクティビティ nの国内財

mの投入に要する税金

IFT AXm,n,r TAX of Import Firms’ purchases r 地域におけるアクティビティ nの輸入財

mの投入に要する税金

V IF Am,n,r Value of Import purchases by Firms at
Agents’ prices

当事者価格で表現された，r 地域における

アクティビティ n の輸入財 m の中間投入

額

V IFMm,n,r Value of Import purchases by Firms at Mar-
ket prices

市場価格で表現された，r 地域におけるア

クティビティ nの輸入財 mの中間投入額

EVF Ae,n,r Value of Firms’ purchases of production El-
ements at Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における

アクティビティ nの e付加価値財の総額

EVFMe,n,r Value of Firms’ purchases of production El-
ements at Agent prices

市場価格で表現された，r 地域におけるア

クティビティ nの e付加価値財の総額

FT AXn,r Fixed assets TAX r 地域におけるアクティビティ nの固定資

産税

LT AXn,r Labor TAX r 地域におけるアクティビティ nの労働税

*29 ここに FOB世界価格の注釈が入ります．
*30 ここに CIF世界価格の注釈が入ります．
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2.4 ボトムアップ型技術選択モデル

以上までの説明と被る点も多々あるが，本項ではボトムアップ的アプローチを行うモデルの概要について，

MARKAL/TIMESモデルをベースとした文献 [2-18]を元に説明する．ボトムアップ型のエネルギーモデルは
トップダウン型と異なり，1つの部門，特にエネルギー部門のみに着目して立式する．図 2.5は文献 [2-18]か
ら転載したモデルのシステム概要である．

図 2.5 文献 [2-18]のモデルのシステム概要 (文献 [2-18]の Fig. 1を転載)．

1次エネルギーから供給，需要まで技術が細かく設定されている．このエネルギーシステムの運用にかかる
コストを，エネルギーバランスや発電に関わる工学的制約式*31の下で最小化するような問題を解くことで，図

2.5の点線で囲まれたエネルギー供給技術や需要技術の最適な選択を求めることが出来る．2.1節で言及した通
り，エネルギーシステム内の技術を精緻にモデリングできる一方で，エネルギーシステムのコスト最小化が必

ずしも経済全体の最適解と一致しない点等が，このモデルを使用する上での懸念点としてしばし指摘される．

2.5 ハイブリッドモデルの概要と本モデルの位置づけ

トップダウン，ボトムアップ，双方のアプローチを可能にするハイブリッドモデルは大きく分けて，Soft-
linkedモデル，Hard-linkedモデル，Integratedモデルの 3種類に分類することが出来る [2-25]．表 2.5は，文献
[2-25]から転載した，ハイブリッドモデルのタイプ別の特徴である．

Soft-linkedモデルでは独立した 2つのトップダウンとボトムアップモデルを計算し，その計算結果を分析・
検証しながら互いのモデルに提供する．一方，Hard-linkedモデルは，トップダウンモデルとボトムアップモデ
ルを含んだ 1 つの大規模モデルを作成し，その中でそれぞれが互いにフィードバックし合いながら結果を得
る．2.1 節で紹介した MARKAL-MACRO，MESSAGE-MACRO，DNE21 はすべて Hard-lined モデルに該当
する．図 2.6は地球環境産業技術研究機構 (Research Institute of Innovative Technology for the Earth; RITE)の
システム研究グループがウェブサイトで公開している DNE21の概要図である [2-26]．マクロ経済モデル，エネ

ルギーシステムモデル，気候変動モデルがそれぞれエネルギー需要やエネルギーシステムコスト，温室効果ガ

*31 発電容量制約や供給予備力制約，負荷追従制約等．
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表 2.5 ハイブリッドモデルのタイプ別の特徴．

Soft-linked Processing and transfer of information is controlled by the user. The
user evaluates results from the models and decides if and how the inputs
of each model should be modified to bring the two sets of results more
in line with each other, i.e. how to make the models converge.

Hard-linked All information processing and transfer is formalized and usually han-
dled by computer programs. In areas where the models overlap an
algorithm may be used to negotiate results. Usually one model is given
control over certain results, and the other model is set up to reproduce
the same results.

Integrated The models are directly influencing each other, and are not run indepen-
dently in stand-alone mode.

ス排出量を 1つのモデル内でフィードバックし合う．

図 2.6 DNE21の構造 (文献 [2-26]の構造図を転載)．

Integrated モデルは，1 つのモデル内でトップダウン，ボトムアップ両方のアプローチを行うモデルであ
る．Böhringerと Rutherfordが支持者として開発を長年進めている [2-27, 2-28]．文献 [2-27]が，”The integrated
approach focuses on a selected sector in order to maintain tractability, and most contributions focus on electricity.”
と解説しているように，トップダウンモデルの 1つの部門 (大抵は電力部門)に着眼し，その部門をボトムアッ
プ式にモデリングするのが Integratedモデルの特徴であり，複数のモデルによる計算とそのフィードバックと
いうアプローチを行う Soft, Hard-linkedモデルとは一線を画している．先に述べている通り，本研究で開発し
ている DMSEE モデルもハイブリッドモデルであり，Integrated モデルに該当する．CGE をベースにエネル
ギー部門や素材部門に着眼し，ボトムアップ式にモデリングを行っている．
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2.6 第 2章の結論

本章ではエネルギー・経済モデルの主な分類について言及した．「シミュレーション型か最適化型か」，「ボト

ムアップモデルかトップダウンモデルか，その両方の性質を備えたハイブリッドモデルか」という分類を元に

いくつか著名なモデルを紹介した．そして本モデルの土台となる応用一般均衡モデルの基礎を紹介するととも

に，本モデルが均衡解として採用している GTAPデータベースについても触れた．更にハイブリッドモデルを
細かく分類するならば，「Soft-linkedモデルか Hard-linkedモデルか Integratedモデルか」なる分類もあり，上
記の分類と合わせると本モデルは「最適化型 Integratedハイブリッドモデル」であると述べた．経済全体を俯
瞰し各部門の産業連関構造を詳細に考慮しながらも一部の部門における技術選択を議論可能なモデルであり，

1.2節で言及した本研究の目的に最も即したモデルである．
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第 3章

動学的多部門エネルギー経済モデル
(DMSEE)の開発

前章でエネルギー経済モデルの基本事項について確認したわけであるが，本章から本研究で開発

に取り組んでいる動学的多部門エネルギー経済 (Dynamic Multi-Sector Energy Economic; DMSEE)
モデルの具体的な定式化について述べていく．本章ではまず DMSEEを形成する基本式について説
明を行う．まず 3.1節で DMSEEの概要について述べた後，3.2節で DMSEEが扱う集合や外生変
数について説明する．3.3節から DMSEEを形成する式の解説を行い，3.4節で本章を締める．

3.1 DMSEEの概要

本研究で開発する動学的多部門エネルギー経済 (Dynamic Multi-Sector Energy Economic; DMSEE)モデルは
CGEモデルをベースとし，特定部門をボトムアップ (以下 BU)式に詳細化した最適化型 Integratedハイブリッ
ドエネルギー経済モデルである．消費の CES型効用関数を最大化する線形計画問題であり，結果として，各
アクティビティの生産量や投資量，中間消費量，加えて GDPや二酸化炭素排出量等が得られる．本研究は本
章で解説する DMSEE(以下 DMSEE1.0 とする) をアップグレードする形で進んでいく．すなわち対象地域や
対象期間，BU化の対象となる部門の数は DMSEEのバージョンによって変動する．扱う部門は表 3.1に示す
ように，GTAP-POWERの部門分類を統合する形で設定した．また，労働は，DMSEEでは GTAP-POWERで
定義されている 5つのクラスを統合して扱った．
図 3.1はモデルの全体像を模式化したものである．図の赤い矢印が財市場への財の提供であり，青い矢印が
財の消費先である．企業 (アクティビティ)によって生産された財あるいは海外から輸入された財は，家計や政
府，アクティビティによって消費されるか海外に輸出される．GTAPモデルの場合，生産要素は家計から供給
されるモデリングであったが，DMSEE では，設備 (資本ストック，容量) も労働も各アクティビティが有し
ているものとし，その範囲内で可能な生産を行い財を提供する．DMSEEは動学モデルであり，時点間の投資
の関係を考慮している．労働力も効率労働という観点で時点間の成長を考慮している．財もアクティビティも

トップダウン (TD)財・アクティビティ，BU財・アクティビティに分けられる．TDアクティビティの生産は
投入財の代替関係を考慮し，CES型の生産関数によって決定される．BUアクティビティは，それぞれ独自の
工学的制約条件下で生産活動を行う．TDアクティビティはアクティビティと財が一対一対応する．BUアク
ティビティは，例えば石油製品アクティビティが灯油やガソリン等，複数の石油製品 (財)を生産するように，
必ずしも一対一対応しないが，BUアクティビティが TD財を生産することはない．したがって，TD部門と
BU部門は中間投入と投資によって接続され，本モデルを Integrated型ハイブリッドモデルたらしめている点
である．
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表 3.1: DMSEE1.0が扱う部門一覧．

No. DMSEE GTAP 説明

1 agr pdr , wht, gro, v_ f ,
osd, c_b, p f b, ocr , ctl,
oap, rmk, wol, f rs,
f sh

農業，林業，水産業；農作物，材木，水産物等

2 coa coa 石炭取扱業；石炭等

3 oil oil 石油取扱業；石油等

4 gas gas ガス取扱業；天然ガス，都市ガス等

5 omn omn その他鉱業；その他鉱物等

6 ppp ppp 紙パルプ業；紙製品，パルプ等

7 p_c p_c 石油石炭製品業；コークス，石油製品等

8 crp crp 化学ゴム製造業；化学ゴム製品等

9 nmm nmm 非金属鉱物製造業；非金属鉱物等

10 i_s i_s 鉄鋼業；粗鋼，鉄鋼製品等

11 n f m n f m 非鉄金属製造業；非金属等

12 f me f mp, ele, ome 金属製造業，電子装置製造業，その他機械製造

業；金属製品，電子機器，装置等

13 mvn mvh, otn 自動車製造業；自動車等

14 om f om f その他製造業；その他製造物等

15 gdt gdt ガス配管業；ガス供給サービス等

16 cns cns 建設業；建設サービス等

17 otp otp 陸上輸送業；陸上輸送サービス等

18 wtp wtp 海上輸送業；海上輸送サービス等

19 atp atp 航空輸送業；航空輸送サービス等

20 oth cmt, omt, vol, mil,
pcr , sgr , o f d, b_t, tex,
wap, lea, lum, wtr ,
trd, cmn, o f i, isr , obs,
ros, osg, dwe

その他取扱業；その他サービス等

21 TnD TnD 送電・配電業；送電・配電サービス等

22 NuclearE NuclearBL 原子力発電業；原子力発電所由来の電気等

23 CoalE CoalBL 石炭火力発電業；石炭火力発電所由来の電気等

24 GasE GasBL,GasP ガス火力発電業；ガス火力発電所由来の電気等

25 WindE WindBL 風力発電業；風力発電所由来の電気等

26 HydroE HydroBL, HydroP 水力発電業；水力発電所由来の電気等

27 OilE OilBL,OilP 石油火力発電業；石油火力発電所由来の電気等

28 OtherE OtherBL その他発電業；その他発電所由来の電気等

29 SolarE SolarP 太陽光発電業；太陽光発電所由来の電気等
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図 3.1 DMSEEの概要 (矢印は財や紙幣の流れ)．

3.2 パラメータの設定

DMSEE には多くのパラメータが登場するので，本節でその設定を行う．3.2.1 項では，GTAP データベー
スで提供されている変数を DMSEEの外生変数として扱うための加工について説明を行う．そして 3.2.2項で
は，3.1節で触れた通り，DMSEEの最も肝となる TD部門と BU部門の接続に関してより詳細な説明を与え
る．本章を読み進める上で必要となる DMSEEで扱う集合，内生変数および外生変数について下表 3.2，3.3，
3.4に示す．ただし表に出てくる「(可変)」は，DMSEEのバージョンによって変わる値であることを意味する．
「(物量単位)」は BU部門固有に設定する単位であり，例えば電力部門ならば [GWh]や [GW]，石油製品製造
部門ならば [TJ]，鉄鋼部門ならば [Mt]等が該当する．

表 3.2: DMSEE1.0が扱う集合一覧．

集合記号 要素 説明

Y R (可変) 時点

RR (可変) 分析対象地域

RR2 (可変) 全地域

GFR agr , coa, oil, gas, omn, ppp, p_c, crp, nnm,
i_s, n f m, f me, mvn, om f , gdt, cns, otp,
atp, TnD, NuclearE , CoalE , GasE , WindE ,
HydroE , OilE , OtherE , SolarE

GTAPの部門分類を統合した全アクティ
ビティとその財

T AR (可変) TDアクティビティ
TCR = TFR TD財
BAR (可変) BUアクティビティ
BCR (可変) BU財
T R otp, atp, wtp 国際輸送サービスアクティビティ，財
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集合記号 要素 説明

CAP Capital 資本

LAB Labor 労働

ER CAP ∪ LAB 資本と労働

表 3.3: DMSEE1.0が扱う外生変数．

変数 説明 単位 添字の集合

XpTn,r 地域 r における TDアクティビティ
nの初期生産額

million USD n ∈ T AR, r ∈ RR

XpBn,r 地域 r における BUアクティビティ
nの初期生産量

(物理単位) n ∈ BAR, r ∈ RR

XhTm,r 地域 r における TD 財 m の初期家

計消費額

million USD m ∈ TCR, r ∈ RR

XhBm,r 地域 r における BU 財 m の初期家

計消費量

(物理単位) m ∈ BCR, r ∈ RR

XgTm,r 地域 r における TD 財 m の初期政

府消費額

million USD m ∈ TCR, r ∈ RR

XgBm,r 地域 r における BU 財 m の初期政

府消費量

(物理単位) m ∈ BCR, r ∈ RR

XdTm,r 地域 r における TD 財 m の初期国

内消費額

million USD m ∈ TCR, r ∈ RR

XdBm,r 地域 r における BU 財 m の初期国

内消費量

(物理単位) m ∈ BCR, r ∈ RR

XaTTm,n,r 地域 r における TDアクティビティ
nによる TD財 mの初期中間消費額

million USD m ∈ TCR, n ∈ T AR, r ∈
RR

XaTBm,n,r 地域 r における BUアクティビティ
nによる TD財 mの初期中間消費額

million USD m ∈ TCR, n ∈ BAR, r ∈
RR

XaBTm,n,r 地域 r における TDアクティビティ
nによる BU財 mの初期中間消費量

(物量単位) m ∈ BCR, n ∈ T AR, r ∈
RR

XaBBm,n,r 地域 r における BUアクティビティ
nによる BU財 mの初期中間消費量

(物量単位) m ∈ BCR, n ∈ BAR, r ∈
RR

XiMT m,r
地域 r における投資財としての TD
財 mの初期消費額

million USD r ∈ RR, m ∈ TCR

XiMN
TT n,m,r

地域 r における TDアクティビティ
nによる投資財としての TD財 mの

初期消費額

million USD r ∈ RR, m ∈ TCR

XiMN
TB n,m,r

地域 r における BUアクティビティ
nによる投資財としての TD財 mの

初期消費額

million USD r ∈ RR, m ∈ TCR

XiTm,r 地域 r における TDアクティビティ
nの初期投資額

million USD r ∈ RR, m ∈ T AR
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変数 説明 単位 添字の集合

XiBm,r 地域 r における BUアクティビティ
nの初期投資額

million USD r ∈ RR, m ∈ BAR

XeF
Tn,r

地域 r における TDアクティビティ
nの初期資本ストック

nUnit n ∈ T AR, r ∈ RR

XeL
Tn,r

地域 r における TDアクティビティ
nの初期効率労働力

人 n ∈ T AR, r ∈ RR

XeF
Bn,r

地域 r における BUアクティビティ
nの初期設備容量

(物量単位) n ∈ BAR, r ∈ RR

XeL
Bn,r

地域 r における BUアクティビティ
nの初期効率労働力

人 n ∈ BAR, r ∈ RR

XtTm,r ,s 地域 r から地域 s に輸送される TD
財 mの量

million USD m ∈ TCR, r ∈ RR2, s ∈
RR2, r , s

XtBm,r ,s 地域 r から地域 s に輸送される BU
財 mの量

million USD m ∈ BCR, r ∈ RR2, s ∈
RR2, r , s

Wtw,r 地域 r が利用した国際輸送サービス

w の総額

million USD r ∈ RR, w ∈ T R

TransptTw,m,r ,s 地域 r から地域 sに輸送される際に

利用する TD 財 m の単位貿易量あ

たりの国際輸送サービスの総額

(無次元量) r ∈ RR2, s ∈ RR2, m ∈
TCR, w ∈ T R

TransptBw,m,r ,s 地域 r から地域 sに輸送される際に

利用する TD 財 m の単位貿易量あ

たりの国際輸送サービスの総額

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR2, s ∈ RR2, m ∈
TCR, w ∈ T R

FCMTTm,n 2007 年の固定資本マトリックスで
提供されている日本における TDア
クティビティ n の TD 投資財 m の

消費額

million USD r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
T AR

FCMTBm,n 2007 年の固定資本マトリックスで
提供されている日本における BUア
クティビティ n の TD 投資財 m の

消費額

million USD r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
BAR

ATTm,n,r ,y 時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ n，TD財 mの中間投入

行列

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
T AR

ATBm,n,r ,y 時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ n，TD財 mの中間投入

行列

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
BAR

ABTm,n,r ,y 時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ n，BU財 mの中間投入

行列

(物量単位) /
million USD

r ∈ RR, m ∈ BCR, n ∈
T AR

ABBm,n,r ,y 時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ n，BU財 mの中間投入

行列

(無次元) r ∈ RR, m ∈ BCR, n ∈
BAR
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変数 説明 単位 添字の集合

CTTm,n,r ,y 地域 r における TDアクティビティ
n，TD財 mの投資行列

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
BAR

CTBm,n,r ,y 地域 r における BUアクティビティ
n，TD財 mの投資行列

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
BAR

PT AXn,r 地域 r におけるアクティビティ nが

支払った生産物税の総額

million USD r ∈ RR, n ∈ GFR

DFT AXm,n,r 地域 r におけるアクティビティ nが

国内財 m の購入時に支払った中間

投入税の総額

million USD r ∈ RR, m ∈ GFR, n ∈
GFR

IFT AXm,n,r 地域 r におけるアクティビティ nが

輸入財 m の購入時に支払った中間

投入税の総額

million USD r ∈ RR, m ∈ GFR, n ∈
GFR

DPT AXm,r 地域 r における家計が国内財 m の

購入時に支払った家計消費税の総額

million USD r ∈ RR, m ∈ GFR

IPT AXm,r 地域 r における家計が輸入財 m の

購入時に支払った家計消費税の総額

million USD r ∈ RR, m ∈ GFR

DGT AXm,r 地域 r における政府が国内財 m の

購入時に支払った政府消費税の総額

million USD r ∈ RR, m ∈ GFR

IGT AXm,r 地域 r における政府が輸入財 m の

購入時に支払った政府消費税の総額

million USD r ∈ RR, m ∈ GFR

FT AXe,n,r 地域 r におけるアクティビティ nが

生産要素 eの購入時に支払った資本

税の総額

million USD r ∈ RR, e ∈ CAP, n ∈
GFR

LT AXe,n,r 地域 r におけるアクティビティ nが

生産要素 eの購入時に支払った労働

税の総額

million USD r ∈ RR, e ∈ LAB, n ∈
GFR

τP
Tn,r ,y

時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ nの初期生産物税率

(無次元) r ∈ RR, n ∈ T AR, y ∈
Y R

τP
Bn,r ,y

時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ nの初期生産物税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, n ∈ BAR, y ∈
Y R

τA
TTm,n,r ,y

時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ n による TD 財 m の初

期中間投入税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
T AR, y ∈ Y R

τA
TBm,n,r ,y

時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ n による TD 財 m の初

期中間投入税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ TCR, n ∈
BAR, y ∈ Y R

τA
BTm,n,r ,y

時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ n による BU 財 m の初

期中間投入税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ BCR, n ∈
T AR, y ∈ Y R

τA
BBm,n,r ,y

時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ n による BU 財 m の初

期中間投入税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ BCR, n ∈
BAR, y ∈ Y R
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変数 説明 単位 添字の集合

τH
T m,r ,y

時点 y，地域 r における家計が TD
財 m の購入時に支払った家計消費

税の税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, y ∈
Y R

τH
B m,r ,y

時点 y，地域 r における家計が BU
財 m の購入時に支払った家計消費

税の税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ TCR, y ∈
Y R

τG
T m,r ,y

時点 y，地域 r における政府が TD
財 m の購入時に支払った政府消費

税の税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, y ∈
Y R

τG
B m,r ,y

時点 y，地域 r における政府が BU
財 m の購入時に支払った政府消費

税の税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ BCR, y ∈
Y R

τI
Tm,r ,y

時点 y，地域 r における TD投資財
mの購入時に支払う投資税の税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, y ∈
Y R

τI
Bm,r ,y

時点 y，地域 r における BU投資財
mの購入時に支払う投資税の税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ BCR, y ∈
Y R

τM
T m,r ,y

時点 y，地域 r における TD財 mの

輸入時に支払う関税の税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, y ∈
Y R

τM
B m,r ,y

時点 y，地域 r における BU財 mの

輸入時に支払う関税の税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ BCR, y ∈
Y R

τX
T m,r ,y

時点 y，地域 r における TD財 mの

輸出時に支払う関税の税率

(無次元) r ∈ RR, m ∈ TCR, y ∈
Y R

τX
B m,r ,y

時点 y，地域 r における BU財 mの

輸出時に支払う関税の税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, m ∈ BCR, y ∈
Y R

τF
Tn,r ,y

時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ nが資本の購入時に支払

う固定資産税の税率

(無次元) r ∈ RR, n ∈ T AR, y ∈
Y R

τF
Bn,r ,y

時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ nが資本の購入時に支払

う固定資産税の税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, n ∈ BAR, y ∈
Y R

τL
T n,r ,y

時点 y，地域 r における TD アク
ティビティ nが労働の購入時に支払

う労働税の税率

(無次元) r ∈ RR, n ∈ T AR, y ∈
Y R

τL
Bn,r ,y

時点 y，地域 r における BU アク
ティビティ nが労働の購入時に支払

う労働税の税率

million USD /
(物量単位)

r ∈ RR, n ∈ BAR, y ∈
Y R

DiscountRater 地域 r における割引率 (無次元) r ∈ RR

EBm,n BU アクティビティ n が生産する

BU財 mに関する係数

(無次元) m ∈ BCR, n ∈ BAR

FBy,y′,r 地域 r の時点 y, y′ に依存する投資

と設備を接続する係数

(無次元) r ∈ RR, y ∈ Y R, y′ ∈ Y R
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変数 説明 単位 添字の集合

ηI
Bn,r ,y

地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの単位投資当たりに得られ

る設備量

(物量単位) n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

τ 時点間隔 (無次元)
LTBn,r 地域 r における BUアクティビティ

nの耐用年数

(無次元) n ∈ BAR, r ∈ RR

ηF
Bn

BUアクティビティ nの生産量と設

備量の工学的変換係数

(物量単位) /
(物量単位)

n ∈ BAR

θ 人口成長率 (無次元)
ζTn,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ

ビティ nの技術進歩率

(無次元) n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

ζBn,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの技術進歩率

(無次元) n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

l ′Tn,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの労働可能人数

人 n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

l ′Bn,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの労働可能人数

人 n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

eTn,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの労働の効率性

(無次元) n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

eBn,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの労働の効率性

(無次元) n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

γTn,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの効率労働力の増加率

(無次元) n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

γBn,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの効率労働力の増加率

(無次元) n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

表 3.4: DMSEE1.0が扱う内生変数．

変数 説明 単位 添字の集合

xpTn,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの生産額

million USD n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xpBn,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの生産量

(物量単位) n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xhTm,r ,y 地域 r 時点 y における TD 財 m の

家計消費額

million USD n ∈ TCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xhBm,r ,y 地域 r 時点 y における BU 財 m の

家計消費量

(物量単位) n ∈ BCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xgTm,r ,y 地域 r 時点 y における TD 財 m の

政府消費額

million USD n ∈ TCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xgBm,r ,y 地域 r 時点 y における BU 財 m の

政府消費量

(物量単位) n ∈ BCR, r ∈ RR, y ∈
Y R
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変数 説明 単位 添字の集合

xdTm,r ,y 地域 r 時点 y における TD 財 m の

国内消費額

million USD n ∈ TCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xdBm,r ,y 地域 r 時点 y における BU 財 m の

国内消費量

(物量単位) n ∈ BCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xcTm,r ,y 地域 r 時点 y における TD 財 m の

合計消費額

million USD n ∈ TCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xcBm,r ,y 地域 r 時点 y における BU 財 m の

合計消費量

(物量単位) n ∈ BCR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xaTTm,n,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ n による TD 財 m の中間消

費額

million USD m ∈ TCR, n ∈ T AR, r ∈
RR, y ∈ Y R

xaTBm,n,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ n による TD 財 m の中間消

費額

million USD m ∈ TCR, n ∈ BAR, r ∈
RR, y ∈ Y R

xaBTm,n,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ n による BU 財 m の中間消

費量

(物量単位) m ∈ BCR, n ∈ T AR, r ∈
RR, y ∈ Y R

xaBBm,n,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ n による BU 財 m の中間消

費量

(物量単位) m ∈ BCR, n ∈ BAR, r ∈
RR, y ∈ Y R

xiTm,r ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの初期投資額

million USD m ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xiBm,r ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの初期投資額

million USD m ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xeF
Tn,r ,y

地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの初期資本ストック

nUnit n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xeL
Tn,r ,y

地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティ nの初期効率労働力

人 n ∈ T AR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xeF
Bn,r ,y

地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの初期設備容量

(物量単位) n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xeL
Bn,r ,y

地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティ nの初期効率労働力

人 n ∈ BAR, r ∈ RR, y ∈
Y R

xtTm,r ,s,y 時点 yにおいて地域 r から地域 sに

輸送される TD財 mの量

million USD m ∈ TCR, r ∈ RR2, s ∈
RR2, r , s, y ∈ Y R

xtBm,r ,s,y 時点 yにおいて地域 r から地域 sに

輸送される BU財 mの量

(物量単位) m ∈ BCR, r ∈ RR2, s ∈
RR2, r , s, y ∈ Y R

obj 目的関数 million USD
utilHr ,y 地域 r 時点 y における家計の効用 million USD r ∈ RR, y ∈ Y R

utilGr ,y 地域 r 時点 y における政府の効用 million USD r ∈ RR, y ∈ Y R

taxTr ,y 地域 r 時点 yにおける TDアクティ
ビティが支払う税金総額

million USD r ∈ RR, y ∈ Y R

taxBr ,y 地域 r 時点 yにおける BUアクティ
ビティが支払う税金総額

million USD r ∈ RR, y ∈ Y R
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変数 説明 単位 添字の集合

DiscountRater ,y 地域 r における割引率 (無次元) r ∈ RR

3.2.1 GTAPデータの加工

各種外生変数の設定に GTAPデータベースと内閣府が発行する産業連関表付随の固定資本マトリックス [3-1]

を採用している．固定資本マトリックの使用は，本モデルが投資行動を考慮した動学的なモデルであることに

起因している．というのも，GTAP データベースでは，ある地域で投資された財の投資量の合計のみを取り
扱っているため，より詳細な投資行動を把握するために，資本財種類ごとに投資先にあたる部門内訳を明らか

にしている固定資本マトリックスが必要なのである．具体的な考慮の方法は後ほど記述する．注意すべき点と

して，使用した GTAPのデータは 2007年のデータであり，GTAPが提供する値の単位は 2007年時点での 100
万アメリカドル (million USD)である．また，データをモデル変数に対応させる際は，価格を 1，量を基準時
点における価格相当の量として取り扱った．

(a)生産・消費・投資・中間投入の対応
さて，実際にモデルで使用された変数と GTAPデータベースで用いられている変数の対応を考えよう．基準
均衡データにおける国内アクティビティの生産量 XpTn,r は，

XpTn,r = VOMn,r (3.1)

と対応する．GTAPデータベースの変数は C.3 に示す通りである．続いて各消費である．家計消費量 XhTn,r

及び政府消費量 XgTn,r はそれぞれ，

XhTm,r = V DPMm,r + V IPMm,r (3.2)
XgTm,r = V DGMm,r + V IGMm,r (3.3)

と与えられる．中間消費は，TDアクティビティによる TD財の消費 XaTTm,n,r と BUアクティビティによる
TD財の消費 XaTBm,n,r が GTAPのデータから与えられる．

XaTTm,n,r = V DFMm,n,r + V IFMm,n,r (m ∈ TCR,n ∈ T AR) , (3.4)
XaTBm,n,r = V DFMm,n,r + V IFMm,n,r (m ∈ TCR,n ∈ BAR) . (3.5)

続いて投資の対応である．GTAPデータベースにおいて，投資アクティビティは CGDS と表現され，投資

アクティビティが中間消費した財の量がすなわち投資財の消費量として定義される．したがって，投資財とし

ての TD財の初期消費額 XiMT m,r
は，

XiMT m,r = V DFMm,CGDS,r + V IFMm,CGDS,r (3.6)

で与えられる．

生産要素について，GTAPデータベース上で用意されている生産要素は，表 2.3の 8つである．DMSEEで
は生産構造の簡単のため，Land および NatRes を考慮していない．各アクティビティが有する設備の容量の

初期値 XeF
Te,n,r ,XeF

Be,n,r
と労働の初期値 XeL

Te,n,r ,XeL
Be,n,r

は後に詳しく述べる．

(b)貿易の対応
GTAPデータベースにおける貿易に関する変数は，以下の関係を満足している．

V X MDm,r ,s + XT AXDm,r ,s = V XW Dm,r ,s (3.7)
V XW Dm,r ,s + VTW Rm,r ,s = V IWSm,r ,s (3.8)
V IWSm,r ,s + MT AXm,r ,s = V IMSm,r ,s (3.9)
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輸出国の市場価格で表現された輸出総額 V XNDに輸出関税 XT AXDを足すと，世界価格で表現された輸出総

額 V XW D になる．V XW D はまだ輸送サービス費が含まれていないので，FOB 価格*1である．その V XW D

に輸送サービス費 VTW R を足した V IWS が輸出の CIF 価格*2である．さらに，輸入関税 MT AX を足した

V IMS が輸入総額である (図 3.2)．

図 3.2 GTAPデータベースの貿易変数の概念図

先で言及した通り，GTAPデータベースでは，ある TDアクティビティが生産する財は 1つである．すなわ
ち，アクティビティと財は一対一対応しており，代替可能である．すなわち，以下の関係式でモデルと GTAP
を連結することができる．

XtTm,r ,s = V X MDn,r ,s (r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s) , (3.10)
XtTm,s,r = V IMSn,r ,s (r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s) (3.11)

BU部門に関しては初期時点における実際の貿易量を設定する．
財の輸送には，輸送サービスを利用する必要がある．GTAPでは各地域間に利用された輸送サービスの総額
が提供されているが，輸出，あるいは輸入の際にどちらの地域がどれだけ輸送サービスに紙幣を費やしている

かを調査するのは困難である．したがって，本モデルでは以下のように，輸出と輸入の際に支払った額の平均

を輸送サビース利用料として計上している．

Wtw,r =
1
2

∑
r ,s∈RR2,r,s

( ∑
m∈TCR

TransptTw,m,r ,s · XtTm,r ,s +
∑

m∈BCR

TransptBw,m,r ,s · XtBm,r ,s

)
, (3.12)


TransptTw,m,r ,s =

VTW Rw,m,r ,s

XtTm,r ,s
if XtTm,r ,s , 0

TransptTw,m,r ,s = 0 if XtTm,r ,s = 0
(m ∈ TCR) , (3.13)


TransptBw,m,r ,s =

VTW Rw,m,r ,s

XtBm,r ,s
if XtBm,r ,s , 0

TransptBw,m,r ,s = 0 if XtBm,r ,s = 0
(m ∈ BCR) . (3.14)

ただし，日本は現状，国際送電網を有していないため，本モデルでも全時点を通して電気の輸出入は考えてい

ない．したがって，BU部門が電力部門のみの DMSEEにおいては，上記の貿易に関するパラメータの設定に
BU部門は関連しない点に留意されたい．電力部門以外のエネルギー部門や素材部門を考慮可能な DMSEEで
は，上記の式を使ってパラメータを設定すればよい．

*1 ’Free on Board’の略で「本船積み込み渡し条件」と呼ばれる．輸出者が輸送サービスに貨物を積み込むまでの費用を負担し，輸入
者がその他の輸送サービス費と海上保険料，自社までの運送費を負担する，という取引条件のこと．

*2 ’Cost, Insurance and Freight’の略．輸出者が輸送サービスに貨物を積み込むまでの費用と輸送サービス費を負担し，輸入者がその
他の海上保険料と自社までの運送費を負担する，という取引条件のこと．
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(c)税率の対応
GTAPデータベース上における税金は，市場価格 (Market Price)と当事者価格 (Agent Price)の差で記述され
る．したがって，r 地域における各税金額は，

PT AXn,r = VOMn,r − VOAn,r , (3.15)
DFT AXm,n,r = V DF Am,n,r − V DFMm,n,r , (3.16)
IFT AXm,n,r = V IF Am,n,r − V IFMm,n,r , (3.17)
DPT AXm,r = V DPAm,r − V DPMm,r , (3.18)
IPT AXm,r = V IPAm,r − V IPMm,r , (3.19)
DGT AXm,r = V DGAm,r − V DGMm,r , (3.20)
IGT AXm,r = V IGAm,r − V IGMm,r (3.21)

を満足する．これらを使って各税率を設定する．初期時点における生産物税率，中間投入税率，設備投資にか

かる税率，家計消費にかかる税率，政府消費にかかる税率，輸入関税率および輸出関税率について，以下の式

が成立する．ただし，それぞれ時点毎に設定することができるよう時点の添字を添付しているが，将来の税率

の予測は困難であるため，GTAPで設定した初期値と同じ値を全時点の税率に設定している*3．さらに，下記

*3 故に，右辺には時点の添字がない．
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すべての式において，分母が 0の場合は各税率も 0としている．

τZ
T n,r ,y =

PT AXn,r

XpTn,r

(n ∈ T AR) , τZ
Bn,r ,y =

PT AXn,r

XpBn,r

(n ∈ BAR), (3.22)

τA
TTm,n,r ,y =

DFT AXm,n,r + IFT AXm,n,r

XpTn,r

(n ∈ T AR) , (3.23)

τA
TBm,n,r ,y =

DFT AXm,n,r + IFT AXm,n,r

XpBn,r

(n ∈ BAR) , (3.24)

τA
BTm,n,r ,y =

∑
m′∈GER

(
DFT AXm′,n,r + IFT AXm′,n,r

)
XpTn,r

(n ∈ T AR) , (3.25)

τA
BBm,n,r ,y =

∑
m′∈GER

(
DFT AXm′,n,r + IFT AXm′,n,r

)
XpBn,r

(n ∈ BAR) , (3.26)

τH
T m,r ,y =

DPT AXm,r + IPT AXm,r

XhTm,r
(m ∈ TCR) , (3.27)

τH
B m,r ,y =

∑
m′∈GER

(
DPT AXm′,r + IPT AXm′,r

)
XhBm,r

(m ∈ BCR) , (3.28)

τG
T m,r ,y =

DGT AXm,r + IGT AXm,r

XgTm,r

(m ∈ TCR) , (3.29)

τG
B m,r ,y =

∑
m′∈GER

(
DGT AXm′,r + IGT AXm′,r

)
XgBm,r

(m ∈ BCR) , (3.30)

τI
Tm,r ,y =

DFT AXm,CGDS,r + IFT AXm,CGDS,r∑
n∈T AR

CTTm,n,r · XiTn,r +
∑

n∈BAR

CTBm,n,r · XiBn,r

(m ∈ TCR) , (3.31)

τI
Bm,r ,y =

∑
m′∈GER

(
DFT AXm′,CGDS,r + IFT AXm′,CGDS,r

)
∑

n∈T AR

CBTm,n,r · XiTn,r +
∑

n∈BAR

CBBm,n,r · XiBn,r

(m ∈ BCR) , (3.32)

τM
T m,s,r ,y =

MT AXm,r ,s

XtTm,s,r
(m ∈ TCR, r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s) , (3.33)

τM
B m,s,r ,y =

∑
m′∈GER

MT AXm′,r ,s

XtTm,s,r
(m ∈ BCR, r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s) , (3.34)

τX
T m,r ,s,y =

XT AXDm,r ,s

XtTm,r ,s
(m ∈ TCR, r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s) , (3.35)

τX
B m,r ,s,y =

∑
m′∈GER

XT AXDm′,r ,s

XtTm,r ,s
(m ∈ BCR, r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s) . (3.36)

さて，本モデルにおいては，上記の税以外に固定資産税と労働税を考慮している．これらの税は，

企業が財以外に生産要素 EVF A の購入を行っていることを考慮しなければならない．用意されて

いる EFVA のデータはすべて当事者価格であり，市場価格はデータとして存在しない．そこで，生
産要素に関係する税率 RTF を用いて，生産要素の市場価格 EVFM を作成した．すなわち，変数

e ∈ {Land,o f f _mgr_pros, tech_aspros, clerks, service_shop,ag_othlowsk,Capital,NatRes}を用いて，

EVFMe,n,r =
EVF Ae,n,r

1 + RTFe,n,r/100
(3.37)
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が得られる．EVF A,EVFM を用いて，r 地域におけるアクティビティ nの固定資産税，および労働税は，

FT AXe,n,r = EVF Ae,n,r − EVFMe,n,r (e ∈ CAP) , (3.38)
LT AXe,n,r = EVF Ae,n,r − EVFMe,n,r (e ∈ LAB) (3.39)

と書ける．よって，固定資産税率 τFn,r ,y，労働税率 τLn,r ,y はそれぞれ，

τF
Tn,r ,y =

FT AXe,n,r

XeF
Tn,r

(e ∈ CAP) , (3.40)

τL
T n,r ,y =

LT AXe,n,r

XeL
Tn,r

(e ∈ L AB) (3.41)

と対応する．
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3.2.2 トップダウン部門とボトムアップ部門の接続

3.1節で述べたように，本モデルは中間投入と投資によって TD部門と BU部門が接続されている．DMSEE
では中間投入財および投資財の代替性を Leontief 型で扱っている．すなわち，あるアクティビティの生産に
使われる中間投入財と投資財の量は生産額に線形に比例する．その比例係数が中間投入行列 (係数)，投資行列
(係数)*4であり，本項ではそれらの値の設定方法について言及する．

TD・BUアクティビティそれぞれが TD・BU財それぞれを中間投入および投資を行うので，中間投入行列
および投資行列は 4つのパートに分けられる．BU部門の財やアクティビティに関する中間投入，投資は，ど
の BU部門に関する中間投入かによって値の設定方法が異なるので，ここでは一般化した話に留める．
まずは TDアクティビティ nによる TD財 m購入の中間投入係数 ATTm,n,r ,y である．これは GTAPのデー
タがそのまま利用できるので，

ATTm,n,r ,y =
XaTTm,n,r

XpTn,r

(m ∈ TCR,n ∈ T AR) (3.42)

と書ける．税率と同様，時点 y によって係数は外生的に変えられるが，本モデルでは初期時点から一定として

いる．

続いて，BU アクティビティ n による TD 財 m 購入の中間投入係数 ATBm,n,r ,y である．分母には BU アク
ティビティの生産量が入るので，

ATBm,n,r ,y =
XaTBm,n,r

XpBn,r

(m ∈ TCR,n ∈ BAR) (3.43)

と書ける．例えば分母には発電量や鉄鋼の生産量等のデータを設定する．

続いて，TDアクティビティ nによる BU財 m購入の中間投入係数 ABTm,n,r ,y である．同様に，

ABTm,n,r ,y =
XaBTm,n,r

XpTn,r

(m ∈ BCR,n ∈ T AR) (3.44)

と書ける．分子の値は，例えばどの TD部門がどれだけエネルギーを消費したかが記載されている総合エネル
ギー統計等が入る．

最後に，BUアクティビティ nによる BU財 m購入の中間投入係数 ATBm,n,r ,y である．こちらも同様に，

ABBm,n,r ,y =
XaBBm,n,r

XpBn,r

(m ∈ BCR,n ∈ BAR) (3.45)

と書ける．例えば電力部門であれば所内率がこれにあたる．また，素材部門およびエネルギー部門を BU部門
とする場合，素材部門のエネルギー原単位がこの値に該当する．

続いて投資係数に関して述べる．(3.6)式が示す通り，GTAPデータベースでは，ある地域 r における m財の

合計量のみ記述されている．一方，本モデルはアクティビティごとの投資行動を考慮しているため，別のデー

タを用いてそれぞれのアクティビティの初期投資量 XiTm,r ,XiBm,r を得る必要がある．そこで冒頭でも述べた

とおり，本研究では産業連関表付随の固定資本マトリックスを参照した．固定資本マトリックスは，政府及び

民間が 1年間に行った，nアクティビティが資本形成のために購入した m財の量が記録されているマトリック

スである．

固定資本マトリックス上でアクティビティが投資用に購入した財の量を投資財 m をアクティビティ nが購

*4 中間投入行列および投資行列の各成分を中間投入係数および投資係数と呼ぶ．
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入する量を FCMm,nとすると，

XiMN
TT n,m,r =

FCMm,n∑
n′∈T AR

FCMm,n′

· XiMT m,r , (3.46)

XiMN
TB n,m,r =

FCMm,n∑
n′∈BAR

FCMm,n′

· XiMT m,r , (3.47)

XiMN
BT n,m,r =

FCMm,n∑
n′∈T AR

FCMm,n′

· XiMB m,r , (3.48)

XiMN
BB n,m,r =

FCMm,n∑
n′∈BAR

FCMm,n′

· XiMB m,r (3.49)

が成立する．ただし分子が 0になる場合は，各値は 0とする．これらを用いて各投資係数は，

CTTm,n,r =
XiMN

TT n,m,r

XiTn,r
, (3.50)

CTBm,n,r =
XiMN

TB n,m,r

XiBn,r
, (3.51)

CBTm,n,r =
XiMN

BT n,m,r

XiTn,r
, (3.52)

CBBm,n,r =
XiMN

BB n,m,r

XiBn,r
(3.53)

と書ける．XiTn,r ,XiBn,r はアクティビティが行った投資額を意味し，

XiTn,r =
∑

m∈TCR

XiMN
TT n,m,r +

∑
m∈BCR

XiMN
BT n,m,r , (3.54)

XiBn,r =
∑

m∈TCR

XiMN
TB n,m,r +

∑
m∈BCR

XiMN
BB n,m,r (3.55)

で与えられる．

3.3 定式化

以上が GTAP データに基づいた外生変数の設定方法であり，本節から計画問題の構築を行う．ここまでに
何度か言及したが，本モデルは独自の線形近似手法を用いて，非線形な効用関数および生産関数を線形計画問

題内で扱っている．まず 3.3.1 項で具体的な線形近似の手法について説明を与える．そしてそれに基づいて，
3.3.2項と 3.3.3項でそれぞれ目的関数と制約条件を説明する．

3.3.1 効用関数・生産関数の線形近似手法

先に述べたように，DMSEEは大規模な線形計画問題である．しかし，財の代替性を考慮するために，効用
関数および生産関数は CES型を採用している．一般的な CES関数は次式で与えられる．

y =



(∑
i

bi xi
σ−1
σ

) σ
σ−1

if σ , 0,1 (一般型 )

min {x1, x2, · · · , xi, · · · } if σ = 0 (Leontief型 )(∏
i

xibi

)1/∑i bi

if σ = 1 (Cobb-Douglas型 )

. (3.56)
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y: 生産関数あるいは効用関数, i: 財の数, bi: 財 i の投入係数, xi: 財 i の投入量, σ: 代替弾力性

Leontief 型と Cobb-Douglas 型は，一般型においてそれぞれ σ → 0,1 を考えることによって導かれる．導出
は，付録 Dを参照されたい．一般型の CES関数は見ての通り非線形関数であり，このままの形では計画問題
で考慮することはできない．したがって，以下の方法で曲線を線形近似しモデル内で考慮できる形にしている．

以下，(3.56)式の第 1式において，ρ = (σ − 1)/σ として，さらに財の数を I とすると，

Y =

(
I∑

i=1
bi xiρ

) 1
ρ

(3.57)

を考える．

さて，生産関数を変数で偏微分するとその変数の価格 Pi が得られるので，

Pi =
∂Y
∂xi
= Y1−ρbi xiρ−1 (3.58)

を得る．次にこの生産で生じるコスト cの最小化を前提とすると，

minimize c =
I∑

i=1
xi · Pi, s.t. (3.57) (3.59)

の問題を考えることになる．包絡線定理より，(3.59)式の問題のラグランジアンL を考えて，

∂L

∂xi
= −ρ · λ · bi · xiρ−1 = 0 (3.60)

⇐⇒ xiρ =
(

Pi

ρ · λ · bi

) ρ
ρ−1

(3.61)

を得る (λは未定定数)．これを (3.59)式の制約式に代入し未定定数 λを求め (3.59)式のコストに代入すると，

c = Y

(
I∑

i=1
bi

(
Pi

bi

) ρ
ρ−1

) ρ−1
ρ

(3.62)

となる．Shepardの補題より，コストの価格偏微分は変数量に等しくなるので，

xi = Y
(

Pi

bi

) 1
ρ−1

(
I∑

i′=1
bi′

(
Pi′

bi′

) ρ
ρ−1

)− 1
ρ

(3.63)

となる．したがって，

βi =

(
Pi

bi

) 1
ρ−1

(
I∑

i′=1
bi′

(
Pi′

bi′

) ρ
ρ−1

)− 1
ρ

(3.64)

と xi の投入係数 βi が求まる．価格は xi ≥ βi · Y の不等式のシャドウプライスで決定される．この不等式を制
約条件として記述すれば，非線形型の生産過程を Leontief型に線形近似して考慮することができる．
次に bi を求める．(3.58)式の両辺に xi を乗じ 1から nまで和を取ると，次式を得る．

Y =
I∑

i=1
xi · Pi . (3.65)

これを (3.58)式に代入して，

bi = Pi

(
xi∑I

i′=1 xi′ · Pi′

)1−ρ

(3.66)
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と変数量とその価格で書ける．

以上より，投入係数 βi が完全に変数量と価格のみで与えられたわけであるが，当然それらはモデルの解であ

る．したがって本モデルでは，繰り返し計算を行い変数量と価格を更新することで，より元の CES型の生産
関数に近い近似を試みている．

さらに，近似の精度を高めるために本モデルでは繰り返し計算を行い，複数点の投入係数および生産関数を

用いて凸包近似を行っている．すなわち，a回目に得られた投入係数を βai とすると，∑
a

βai · ya ≤ xi , (3.67)

s.t. Y =
∑
a

ya , (3.68)

となる．2次元平面で考えるなら凸型の曲線を複数の直線で，3次元空間で考えるなら凸錐を内側から複数の
平面で，それぞれ凸包近似することに相当する．これにより，a = 1，すなわち繰り返し計算によって価格情報
を更新しない場合よりも，より元の曲線をより再現した近似が可能となる．

図 3.3は，DMSEEの計算回数と目的関数の値の変化を表したものである．初期計算の目的関数からの変化
率を表している．現状の DMSEEの規模*5だと約 15回の繰り返し計算で変化率が 0.01%を下回り，各変数は
およそ同じ値に収束する．得られた変数の値を元の非線形関数に代入しても誤差率 0.1%以内に収まることが
各計算から確認できた．

図 3.3 計算回数と目的関数の推移．初期計算の目的関数からの変化率．

*5 図に示した結果は第 5章で紹介するモデルによる計算である．
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3.3.2 目的関数

家計と政府はその効用を最大化するように財を消費するので，

maxmize obj =
∑
r ∈RR

Y−1∑
y=0
σr ,y

( (
utilHr ,y + utilGr ,y

)
−

(
taxTr ,y + taxBr ,y

) )
(3.69)

s.t. σr ,y =

(
τ−1∑
t=0

exp (y/DiscountRater )
)

exp (−τ · DiscountRater · y) , (3.70)

taxTr ,y =
∑

n∈T AR

(
τZ

T n,r ,y · xpTn,r ,y + τ
F
Tn,r ,y · xeF

Tn,r ,y + τ
L
T n,r ,y · xeL

Tn,r ,y

)
+

∑
m∈TCR

(
τH

T m,r ,y · xhTm,r ,y + τ
G
T m,r ,y · xgTm,r ,y

+
∑

n∈T AR

(
τA

TTm,n,r ,y · xpTn,r ,y + τ
I
Tm,r ,y · CTTm,n,r · xiTn,r ,y

)
+

∑
n∈BAR

(
τA

TBm,n,r ,y · xpBn,r ,y + τ
I
Tm,r ,y · CTBm,n,r · xiBn,r ,y

)
+

∑
s∈RR2,r,s

(
τM

T m,s,r ,y · xtTm,s,r ,y + τ
X
T m,r ,s,y · xtTm,r ,s,y

))
, (3.71)

taxBr ,y =
∑

n∈BAR

(
τZ

Bn,r ,y · xpBn,r ,y + τ
F
Bn,r ,y · xeF

Bn,r ,y + τ
L
Bn,r ,y · xeL

Bn,r ,y

)
+

∑
m∈BCR

(
τH

B m,r ,y · xhBm,r ,y + τ
G
B m,r ,y · xgBm,r ,y

+
∑

n∈T AR

(
τA

BTm,n,r ,y · xpTn,r ,y + τ
I
Bm,r ,y · CBTm,n,r · xiTn,r ,y

)
+

∑
n∈BAR

(
τA

BBm,n,r ,y · xpBn,r ,y + τ
I
Bm,r ,y · CBBm,n,r · xiBn,r ,y

)
+

∑
s∈RR2,r,s

(
τM

B m,s,r ,y · xtBm,s,r ,y + τ
X
B m,r ,s,y · xtBm,r ,s,y

))
(3.72)

が目的関数である．各時点において効用から税金による効用損失を控除する．割引率で現在価値換算し，すべ

ての時点，すべての地域で足し上げた目的関数を最大化する．

効用関数は，CES型の効用関数を 3.3.1項で説明した方法で線形近似し，制約条件で考慮している．詳細は，
3.3.3項で説明する．

3.3.3 制約条件

各種制約条件について以下に説明を与える*6．以下特に断りが無い限り，r ∈ RR，y ∈ Y Rとする．

*6 ここでは一般化した制約条件の説明を行うが，次章以降で新技術の追加等で形を変えることはある．
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(a)需要供給バランス
アクティビティによって生産された財は家計や政府，アクティビティによって消費されるわけだが，需要量

がその財の供給量を超えることは許されない．したがって，

xhTm,r ,y + xgTm,r ,y +
∑

n∈T AR

ATTm,n,r ,y xpTn,r ,y +
∑

n∈BAR

ATBm,n,r ,y xpBn,r ,y

+
∑

n∈T AR

CTTm,n,r ,y xiTn,r ,y +
∑

n∈BAR

CTBm,n,r ,y xiBn,r ,y ≤ xcTm,r ,y , (3.73)

xhBm,r ,y + xgBm,r ,y +
∑

n∈T AR

ABTm,n,r ,y xpTn,r ,y +
∑

n∈BAR

ABBm,n,r ,y xpBn,r ,y

+
∑

n∈T AR

CBTm,n,r ,y xiTn,r ,y +
∑

n∈BAR

CBBm,n,r ,y xiBn,r ,y ≤ xcBm,r ,y , (3.74)

が成立する．

(b)物量バランス
BU財に関して，生産された財は国内消費分と輸出分とに分けられる．したがって，∑

n∈BAR

EBm,nxpBn,r ,y = xdBm,r ,y + xtBm,r ,s,y (3.75)

(m ∈ BCR, s ∈ RR2, r , s)

が成立する．ただし E は BUアクティビティ nが BU財 m を生産する場合は 1，それ以外は 0を取る係数で
ある．また，消費合計は生産財と輸入財の合計であるので，

xcBm,r ,y = xdBm,r ,y + xtBm,s,r ,y (3.76)
(m ∈ BCR, s ∈ RR2, r , s)

が成立する．TD部門の物量バランスは代替性を考慮しているので本項 (e)の定式化で与えられる．ただし本
モデルは 1国モデルであるので，下記のように輸入に関して別途制約条件を設けた．

xtTm,s,r ,y ≤
XtTm,r ,0

XpTm,r ,0
· xpTm,r ,y , (3.77)

xtTm,s,r ,y ≤
XtTm,r ,0∑

n∈BAR

EBm,nXpBn,r ,0

·
∑

n∈BAR

EBm,nxpBn,r ,y . (3.78)

ただし，国内生産のない BU部門 (すなわち (3.78)式の分母が 0になる BU部門*7)に関しては，(3.34)式の輸
入税率を初期時点の輸入価格 ImportPriceB を用いて以下のように再定義することで，貿易を加味した 1国モ
デルを構築している．

τM
B m,s,r ,y =

∑
m′∈GER

MT AXm′,r ,s

XtTm,s,r
+ ImportPriceBm,s,r . (3.79)

*7 具体的には石油部門，石炭部門が挙げられる．
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(c)設備と投資，設備と生産
各アクティビティは投資によって減価償却していく設備を増強し，生産能力を高める．したがって，BU部
門の設備容量 xeF

Bn,r ,y
は，

xeF
Bn,r ,y = XeF

Bn,r +

t∑
t′=0

FBy,y′,rη
I
Bn′,r ,y xiBn,r ,y′ , (3.80)

s.t. FBy,y′,r =

{
τ (if τ (y − y′) ≤ LTBn,r )
0 (else)

(y ≥ y′) (3.81)

FBy,y′,r : 地域 r の時点 y, y′ に依存する投資と設備を接続する係数, ηI
Bn,r ,y

: 時点 y，地域 r における単

位投資当たりに得られる設備量, τ: 時点間隔, LTBn,r : 地域 r における BUアクティビティ nの耐用年数

で与えられる．この設備容量を用いて，各生産は以下のように制約される．

ηF
Bn · xpBn,r ,y ≤ xeF

Bn,r ,y . (3.82)

ただし ηF
Bn
は，生産量と設備量の工学的変換係数であり，例えば電力部門だと GWと GWhを変換する．

一方，TD部門の設備は，BU部門のような明確な設備の単位が存在しないので，以下の方法で独自の設備
単位を導入した．通常，設備の価値を表す方法として，その設備を貸与した際にどれだけの金額で貸与可能か

を用いて金額で表現する．その金額をレンタルペイメントと呼ぶ．金額で表現された資本ストックはレンタ

ルペイメントを意味する．次に，部門ごとに独自の単位を導入する．例えば TD 部門 n の資本ストックの単

位を [nUnit]とする．この独自の単位を持った資本ストックの初期値は，GTAPで与えられる初期時点におけ
る生産量の絶対値として設定した．この独自の単位を持つ資本ストックは，1 nUnit の価値 (レンタルプライ
ス)RentalPriceと先述のレンタルペイメント V を用いて，

Vn = RentalPricen · XeF
Tn,r (3.83)

と変換されるので，GTAPから得られる V と生産量で設定した XeF
T から，RentalPriceの値が計算される．こ

の RentalPriceを用いて，

xeF
Tn,r ,y+1 =

(
1 − δr ,y

)τ xeF
Tn,r ,y + τ · xiTn,r ,y/RentalPricen (3.84)

と独自の単位を持つ資本ストックが投資によって更新される．ただし δ は減価償却率であり時点によって変更

することも可能であるが，将来の減価償却率を予測することは困難であるため，初期時点から一律 4%として
いる．

TD部門の生産と設備の関係は，生産は資本と労働の生産関数で決定されるので，本項 (e)の定式化で与えら
れる．

(d)労働と生産
生産には設備の他に労働力も必要である．文献 [3-2]を参考にして，本研究では労働力を効率単位で測った
労働力 (以下効率労働)で設定する．効率労働は労働可能人数 l ′ と労働の効率性 e の積で与えられる．労働可

能人数は人口成長率 θ で，労働の効率性は技術進歩率 ζ で変化するとすると，効率労働 xeL
T, xeL

B は，以下の漸

化式を満たす．

xeL
Tn,r ,y+1 =

(
1 + ζTn,r ,y

)
eTn,r ,y · (1 + θ) lT ′

n,r ,y (3.85)

≈
(
1 + ζTn,r ,y + θ

)
xeL

Tn,r ,y (3.86)

=
(
1 + γTn,r ,y

)
xeL

Tn,r ,y (γTn,r ,y ≡ ζTn,r ,y + θ) , (3.87)

xeL
Bn,r ,y+1 =

(
1 + γBn,r ,y

)
xeL

Bn,r ,y (γBn,r ,y ≡ ζBn,r ,y + θ) . (3.88)
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γ は効率労働の労働力増加率と解釈できる．解の定常均衡状態を仮定すると，投資と資本ストックの関係及び

(3.88)式より，初期時点において次式が成立する．(
γn,r ,0 + δr ,0

)
Vn = XiTn,r . (3.89)

減価償却率は一律 4%としているため，レンタルペイメントと初期時点における投資額の比を検討すれば，効
率労働の労働力増加率の理論値を推計することが可能である．

BU部門に関しては，こうして決定される労働力によって以下のように生産量が制約される．

ηL
n · xpBn,r ,y ≤ xeL

Tn,r ,y . (3.90)

ただし ηL
n は，生産量と効率労働力とを変換する係数であり，

ηL
n =

XeL
Tn,r

XpBn,r

(3.91)

で与えられる．

TD部門の生産と労働の関係は，生産は資本と労働の生産関数で決定されるので，本項 (e)の定式化で与えら
れる．

(e) CES関数の一次不等式近似
DMSEEは TD部門の財の生産について，財の代替性を考慮するために生産関数を導入している．また輸入
に関しても Armington仮定を導入し，国内財と輸入財の代替性を考慮している．3.3.1項で述べたように，こ
れらの生産関数はすべて CES型の生産関数を採用しており，一般には非線形関数であるため，線形計画問題
として考慮するためには線形に近似する必要がある．また，生産関数に加えて目的関数である効用関数も同様

である．

以下，各段階における生産関数と 3.3.1 項の方法で近似した一次不等式である．尚，各 β と b の値はそれ

ぞれ (3.64)，(3.66)式に示すように，各変数の価格によって決定される．変数の価格は各一次不等式のシャド
ウプライスによって更新される．また，代替弾力性の値は様々な分野で様々な観点から推計が行われている
[3-3, 3-4] が，本研究では深追いせず，文献 [3-2]および [3-5]を参考する形で設定した (表 3.5)．

輸入財と輸入財

xt ′Tm,r ,y =

( ∑
s∈RR2,r,s

bMm,r ,s,y xtTm,r ,s,y
ρMm,r

) 1
ρMm,r

, (3.92)

xtTm,r ,s,y ≥ βMm,r ,s,y · xt ′Tm,r ,y , (3.93)

s.t. βMm,r ,s,y =

(
PMm,r ,s,y

bMm,r ,s,y

) 1
ρMm,r −1 ©«

∑
m′∈TCR

bMm′,r ,s,y

(
PMm′,r ,s,y

bMm′,r ,s,y

) ρMm,r
ρMm,r −1 ª®¬

− 1
ρMm,r

, (3.94)

bMm,r ,s,y = PMm,r ,s,y

(
xtTm,r ,s,y∑

m′∈TCR xtTm′,r ,s,y · PMm′,r ,s,y

)1−ρMm,r

. (3.95)
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国内財と輸入財

xcTm,r ,y =
(
bDm,r ,y xdTm,r ,y

ρCm,r + bM′m,r ,y xt ′Tm,r ,y
ρCm,r

) 1
ρCm,r , (3.96)

xdTm,r ,y ≥ βDm,r ,y · xcTm,r ,y , xt ′Tm,r ,y ≥ βM′m,r ,y · xcTm,r ,y , (3.97)

s.t. βDm,r ,y =

(
PDm,r ,y

bDm,r ,y

) 1
ρDm,r −1 ©«

∑
m′∈TCR

bDm′,r ,y

(
PDm′,r ,y

bDm′,r ,y

) ρDm,r
ρDm,r −1 ª®¬

− 1
ρDm,r

, (3.98)

bDm,r ,y = PDm,r ,y

(
xdTm,r ,y∑

m′∈TCR xdTm′,r ,y · PDm′,r ,y

)1−ρDm,r

, (3.99)

βM′m,r ,y =

(
PM′m,r ,y

bM′m,r ,y

) 1
ρM′m,r −1 ©«

∑
m′∈TCR

bM′m′,r ,y

(
PM′m′,r ,y

bM′m′,r ,y

) ρM′m,r
ρM′m,r −1 ª®¬

− 1
ρM′m,r

, (3.100)

bM′m,r ,y = PM′m,r ,y

(
xt ′Tm,r ,y∑

m′∈TCR xt ′Tm′,r ,y · PM′m′,r ,y

)1−ρM′m,r

. (3.101)

生産と資本・労働

xpTn,r ,y =
(
bKm,r ,y xeF

Tn,r ,y

ρPn ,r + bLn,r ,y xeL
Tn,r ,y

ρPn ,r
) 1

ρPn ,r , (3.102)

xeF
Tn,r ,y ≥ βKn,r ,y · xpTn,r ,y , xeL

Tn,r ,y ≥ βLn,r ,y · xpTn,r ,y , (3.103)

s.t. βKn,r ,y =

(
PKn,r ,y

bKn,r ,y

) 1
ρKn ,r −1 ©«

∑
n′∈TCR

bKn′,r ,y

(
PKn′,r ,y

bKn′,r ,y

) ρKn ,r
ρKn ,r −1 ª®¬

− 1
ρKn ,r

, (3.104)

bKn,r ,y = PKn,r ,y

(
xeF

Tn,r ,y∑
n′∈T AR xeF

Tn′,r ,y · PKn′,r ,y

)1−ρKn ,r

, (3.105)

βLn,r ,y =

(
PLn,r ,y

bLn,r ,y

) 1
ρLn ,r −1 ©«

∑
n′∈TCR

bLn′,r ,y

(
PLn′,r ,y

bLn′,r ,y

) ρLn ,r
ρLn ,r −1 ª®¬

− 1
ρLn ,r

, (3.106)

bLn,r ,y = PLn,r ,y

(
xeL

Tn,r ,y∑
n′∈T AR xeL

Tn′,r ,y · PLn′,r ,y

)1−ρLn ,r

. (3.107)
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家計・政府の効用関数

utilHr ,y =

( ∑
m∈TCR

bT
Hm,r ,y xhTm,r ,y

ρH +
∑

m∈BCR

bB
Hm,r ,y xhBm,r ,y

ρH

) 1
ρH

, (3.108)

utilGr ,y =

( ∑
m∈TCR

bT
Gm,r ,y xgTm,r ,y

ρG +
∑

m∈BCR

bB
Gm,r ,y xgBm,r ,y

ρG

) 1
ρG

, (3.109)

xhTm,r ,y ≥ βT
Hm,r ,y · utilHr ,y , xgTm,r ,y ≥ βT

Gm,r ,y · utilGr ,y (m ∈ TCR) , (3.110)

xhBm,r ,y ≥ βB
Hm,r ,y · utilHr ,y , xgBm,r ,y ≥ βB

Gm,r ,y · utilGr ,y (m ∈ BCR) , (3.111)

s.t. βT
Hm,r ,y =

(
PT

Hm,r ,y

bT
Hm,r ,y

) 1
ρHm,r −1 ©«

∑
m′∈TCR

bT
Hm′,r ,y

(
PT

Hm′,r ,y

bT
Hm′,r ,y

) ρHm,r
ρHm,r −1 ª®®¬

− 1
ρHm,r

, (3.112)

bT
Hm,r ,y = PT

Hm,r ,y

(
xhTm,r ,y∑

m′∈TCR xhTm′,r ,y · PT
Hm′,r ,y

)1−ρHm,r

, (3.113)

βT
Gm,r ,y =

(
PT

Gm,r ,y

bT
Gm,r ,y

) 1
ρGm,r −1 ©«

∑
m′∈TCR

bT
Gm′,r ,y

(
PT

Gm′,r ,y

bT
Gm′,r ,y

) ρGm,r
ρGm,r −1 ª®®¬

− 1
ρGm,r

, (3.114)

bT
Gm,r ,y = PT

Gm,r ,y

(
xgTm,r ,y∑

m′∈TCR xgTm′,r ,y · PT
Gm′,r ,y

)1−ρGm,r

, (3.115)

βB
Hm,r ,y =

(
PB

Hm,r ,y

bB
Hm,r ,y

) 1
ρHm,r −1 ©«

∑
m′∈BCR

bB
Hm′,r ,y

(
PB

Hm′,r ,y

bB
Hm′,r ,y

) ρHm,r
ρHm,r −1 ª®®¬

− 1
ρHm,r

, (3.116)

bB
Hm,r ,y = PB

Hm,r ,y

(
xhTm,r ,y∑

m′∈BCR xhTm′,r ,y · PB
Hm′,r ,y

)1−ρHm,r

, (3.117)

βB
Gm,r ,y =

(
PB

Gm,r ,y

bB
Gm,r ,y

) 1
ρGm,r −1 ©«

∑
m′∈BCR

bB
Gm′,r ,y

(
PB

Gm′,r ,y

bB
Gm′,r ,y

) ρGm,r
ρGm,r −1 ª®®¬

− 1
ρGm,r

, (3.118)

bB
Gm,r ,y = PB

Gm,r ,y

(
xgTm,r ,y∑

m′∈BCR xgTm′,r ,y · PB
Gm′,r ,y

)1−ρGm,r

. (3.119)

表 3.5: 各段階における代替弾力性．

部門 輸入財間 国内財と輸入財 資本と労働

agr 6 3 1
omn 1.8 0.9 1
crp 6.6 3.3 1
nmm 5.8 2.9 1
nfm 8.4 4.2 1
fme 7.5 3.75 1
mvn 5.6 2.8 1
omf 7.5 3.75 1
gdt 5.6 2.8 1
cns 3.8 1.9 1
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部門 輸入財間 国内財と輸入財 資本と労働

otp 3.8 1.9 1
wtp 3.8 1.9 1
atp 3.8 1.9 1
oth 3.8 1.9 1
TnD 0 0 1

3.4 第 3章の結論

本章では，一般均衡モデルをベースとした独自のトップダウン型モデルの解説を行い，次章以降で示される

ボトムアップモデルとの接続の入り口を示した．本モデルは，一般的な連立方程式を求解する一般均衡モデル

とは異なり，効用関数を最大化するような線形計画問題であり，工学データを用いた部門の詳細化が比較的容

易な点と Integrated型のハイブリッドモデルである点を特徴として持つことが示された．これを可能にしてい
るのが，独自に定式化された効用関数・生産関数の線形近似手法であり，その数学的手法と計算による裏付け

も示した．また各種産業連関表の値は国際的にも信頼性の高い GTAPデータベースを用いていることと，具体
的なパラメータの設定手法についても示した．
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第 4章

電力部門を高時間解像度化した DMSEE拡
張モデル

前章では DMSEEの基礎的な定式化について説明した．これからいくつかの部門の BU化が開始
され，本章ではまず電力部門の技術選択を議論可能にするモデルの定式化と計算結果について説明

する．まず 4.1節では，電力部門の具体的な定式化について言及する．そして 4.2節で計算する上
で設定したシナリオとケースについて述べ，4.3節で，モデルが示唆する計算結果を分析すること
で，電力部門の技術選択が経済に及ぼす影響や CO2 排出量削減効果について一定の示唆を得る．そ

して 4.4節で本章を締める．

4.1 電力部門の定式化

前章で説明した DMSEEにおいて，まずは電力部門から BU化を行う．このモデルを DMSEE2.0と呼ぶこ
ととする．下表 4.1に DMSEE2.0で取り扱った集合一覧を示す．ただし，表 3.2と同じ集合については省略し
ている．加えて表 4.2，4.3に DMSEE2.0で扱う外生変数および内生変数を示す．同様に表 3.4，3.4と同じ変
数は省略している．電力部門で扱う物量単位は，発電量は [GWh]，設備容量は [GW]とする．

表 4.1: DMSEE2.0が扱う集合一覧．

集合記号 要素 説明

RR JPN 日本

RR2 JPN,RE J 日本，日本以外

Y R 0,1, · · · ,19 時点 (2010年～2080年)
SE ASON 0,1, · · · ,364 季節 (日)
T IME 0,1, · · · ,23 時間

E AR NuclearE , CoalE , GasE , WindE , HydroE ,
OilE , OtherE , SolarE

電力アクティビティ

E AR2 NuclearE , CoalE , GasE , OilE 原子力発電および火力発電アクティビ

ティ

SAR Battery1, Battery2, PumpedE 電力貯蔵アクティビティ

SAR2 Battery1, Battery2 バッテリーアクティビティ

BAR = E AR BUアクティビティ
ECR ely 電力財
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集合記号 要素 説明

BCR = ECR BU財
T AR agr , coa, oil, gas, omn, ppp, p_c, crp, nnm,

i_s, n f m, f me, mvn, om f , gdt, cns, otp, atp,
TnD

TDアクティビティ

GBR = BAR GTAPの部門分類における電力アクティ
ビティとその財

RAR SolarE , WindE 変動性再生可能エネルギーアクティビ

ティ

RAR2 SolarE , WindE , HydroE 変動性再生可能エネルギー +水力発電ア
クティビティ

RARN NuclearE , SolarE , WindE 変動性再生可能エネルギーアクティビ

ティ +原子力発電アクティビティ
TCR = T AR TD財
SE AR NuclearEss,tm, CoalEss,tm, GasEss,tm,

WindEss,tm, HydroEss,tm, OilEss,tm,
OtherEss,tm, SolarEss,tm

季節時間別電力アクティビティ (ss ∈
SE ASON, tm ∈ T IME)

SSAR Battery1ss,tm, Battery2ss,tm, PumpedEss,tm 季節時間別電力貯蔵アクティビティ

(ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME)
SECR elyss,tm 季節時間別電力財 (ss ∈ SE ASON, tm ∈

T IME)
TSR TnDS 超高圧送配電アクティビティ

THR TnDH 高圧送配電アクティビティ

T LR TnDL 低圧送配電アクティビティ

T DR TSR ∪ THR ∪ T LR 送配電アクティビティ

STSR TnDSss,tm 季節時間別超高圧送配電アクティビティ

(ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME)
STHR TnDHss,tm 季節時間別高圧送配電アクティビティ

(ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME)
ST LR TnDLss,tm 季節時間別低圧送配電アクティビティ

(ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME)
ST DR STSR ∪ STHR ∪ ST LR 季節時間別送配電アクティビティ

CLE IND,SVC,T RP,HOS 負荷曲線の属性．それぞれ産業，業務，

運輸，家庭の意．

PRP IND,SVC,HOS, LEV 負荷曲線の属性．それぞれ産業，業務，

家庭，均一の意．

MPR 0,1,2,3 メンテナンスパターン
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表 4.2: DMSEE2.0が扱う外生変数．

変数 説明 単位 添字の集合

ElyDemandSharevl,c クラス c の送配電部門 vl の電

力消費割合

(無次元) vl ∈ T DR, c ∈ CLE

SectorClassTn T D アクティビティ nの電力需

要クラス

n ∈ T AR

SectorClassBn BU アクティビティ nの電力需

要クラス

n ∈ BAR

LoadCurvea,ss,tm,r 地 域 r に お け る 属

性 a の ss 日 tm 時間帯の

電力負荷

(無次元) a ∈ PRP, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR

SectorPropertyTn TDアクティビティ nの属性 n ∈ T AR

SectorPropertyBn BUアクティビティ nの属性 n ∈ BAR

ElyLossvl,r 地域 rにおける送配電部門 vlの
送配電ロスの割合

vl ∈ T DR, r ∈ RR

ReserveRater 地域 r の供給予備力の割合 r ∈ RR

MaxLoadSeasonr 地域 r の 1年で最も需要が多い
時間帯を含む季節

r ∈ RR

MaxLoadTimer 地域 r の 1年で最も需要が多い
時間帯

r ∈ RR

ηE
B WとWhを変換する係数 (無次元)

SS 季節数 (日数) (無次元)
T M 一日の時間帯数 (無次元)
CapacityFactorn,ss,tm,r 地域 r の電力アクティビテ

ィ n の ss 日 tm 時間帯の設備

利用率

(無次元) n ∈ E AR\E AR2, ss ∈
SE ASON, tm ∈ T IME, r ∈ RR

MaxLFn,r 地域 r における電力アクティビ

ティ nの負荷追従能力の上限

(無次元) n ∈ E AR\RARN, r ∈ RR

MinLFn,r 地域 r における電力アクティビ

ティ nの負荷追従能力の下限

(無次元) n ∈ E AR\RARN, r ∈ RR

Urp,ss,r 地域 r における補修パターン p

で ss 日にプラントが停止する

割合

(無次元) p ∈ MPR, ss ∈ SE ASON, r ∈
RR

Upn,r 地域 r におけるプラント nの日

別最大稼働率

(無次元) n ∈ ECR2, r ∈ RR

Uan,r 地域 r におけるプラント nの年

平均稼働率

(無次元) n ∈ ECR2, r ∈ RR

UsWn,ss,tm,r 地域 r における電力貯蔵アクテ

ィビティ n の ss 日 tm 時間帯

のW設備稼働率

(無次元) n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR

UsWhn,ss,tm,r 地域 r における電力貯蔵アクテ

ィビティ n の ss 日 tm 時間帯

のWh設備稼働率

(無次元) n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR
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変数 説明 単位 添字の集合

Sdn,r 地域 r における電力貯蔵アクテ

ィビティ nの 1時間あたりの自
己放電率

(無次元) n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR

E f f n,r 地域 r における電力貯蔵アクテ

ィビティ nの 1時間あたりの充
放電効率

(無次元) n ∈ SAR, r ∈ RR

MStoragen,r 地域 r における揚水発電アクテ

ィビティ nの設備容量あたりの

電力貯蔵可能量

GWh / GW n ∈ {”Pumped”}, r ∈ RR

CRaten,r 地域 r におけるバッテリーアク

ティビティ nの Cレート
GW / GWh n ∈ SAR2, r ∈ RR

表 4.3: DMSEE2.0が扱う内生変数．

変数 説明 単位 添字の集合

xpSBn,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 yにおける電力アク

ティビティ n の ss 日 tm 時間

帯の発電量

GWh n ∈ E AR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

xpSTNDvl,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 yにおける送配電ア

クティビティ vl の ss 日 tm 時

間帯の発電量

GWh vl ∈ T DR, ss ∈
SE ASON, tm ∈ T IME, r ∈
RR, y ∈ Y R

xpSSTOn,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 y における電力貯

蔵アクティビティ nの ss日 tm

時間帯の発電量

GWh n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

disSTOn,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 y における電力貯

蔵アクティビティ nの ss日 tm

時間帯の放電量

GWh n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

chaSTOn,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 y における電力貯

蔵アクティビティ nの ss日 tm

時間帯の充電量

GWh n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

xhSBm,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 yにおける電力財 m

の ss日 tm時間帯の家計消費量

GWh m ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

xgSBm,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 yにおける電力財 m

の ss日 tm時間帯の政府消費量

GWh m ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

xdSBm,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 yにおける電力財 m

の ss日 tm時間帯の国内消費量

GWh m ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

xcSBm,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 yにおける電力財 m

の ss日 tm時間帯の消費量合計

GWh m ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR, y ∈ Y R

xcSTNDvl,ss,tm,r ,y 地域 r 時点 y における需要家

vl による ss 日 tm 時間帯の消

費量合計

GWh vl ∈ T DR, ss ∈
SE ASON, tm ∈ T IME, r ∈
RR, y ∈ Y R
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変数 説明 単位 添字の集合

xtSBn,ss,tm,r ,s,y 地域 r 時点 yにおける電力財 m

の ss日 tm時間帯の国際送電

GWh n ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈
T IME, r ∈ RR2, s ∈ RR2, y ∈
Y R,r , s

apn,ss,r ,y 地域 r 時点 yにおけるプラント

nの ss日の稼働容量

GW n ∈ ECR2, ss ∈ SE ASON, r ∈
RR, y ∈ Y R

mkp,n,r ,y 地域 r 時点 y における補修パ

ターン p にしたがってプラン

ト nが停止する容量

GW p ∈ MPR, n ∈ ECR2, r ∈
RR, y ∈ Y R

xeF
STOn,r ,y

地域 r 時点 yにおける電力貯蔵

アクティビティ nのW 容量

GW n ∈ SAR, r ∈ RR, y ∈ Y R

xeFS
STOn,r ,y

地域 r 時点 yにおける電力貯蔵

アクティビティ nのWh容量

GWh n ∈ SAR, r ∈ RR, y ∈ Y R

4.1.1 アクティビティの諸情報

各電源設備の諸情報について，表 4.4，表 4.5で示す．電力貯蔵設備に関しては，表 4.6に示す．各値は文献
[4-1, 4-2, 4-3]を参考にした．基本的にこれらの外生値は全時点を通して同じ値を与えているが，太陽光と風力
の建設コストに関しては，技術進歩を考慮して以下のように時点毎に設定している．

まず風力発電は，コスト検証ワーキンググループ [4-4] で設定されている 2030 年の下限値 17.7 万円/kW を
2030 年の建設単価として設定した．2015 年から 2030 年までは同じ割合で減少するものとし，それ以降は
2030年の値と同じ値で設定した．次に太陽光発電は，風力発電と同様に，2030年で 15.8万円/kWとし，それ
以前もそれ以降も同じ割合で減少するものとした．また，風力発電の拡大には地域内および地域間連系線の考

慮が不可欠である．本モデルでは，簡易的な送配電しか考慮できておらず，上記のような連系線の問題に適切

に対処できてない．したがって，各時点において風力発電の設備容量に上限を設けた．具体的には環境省が設

定している風力発電導入高位ケースと同様，2030年に 32.5 GW，2050年に 70.0 GWを上限としている．
原子力発電に関して，現在，日本の原子力発電所の運転はほとんど行われていない．文献 [4-5] によると，

2017年 9月時点における日本の原子力の設備利用率は 11.1%であり，稼働可能な 42基すべてを早期に再稼
働させるのは困難である．そこで，2030年までに既存の原子力発電所がすべて再稼働可能と仮定し，2020年
時点で 2015年時点における最大認可出力合計の 30%，2025年時点で 60%を上限とした．また，増設は 2030
年以降に行われるものとし，増設のための新規投資は 2030年以降のみ許可している．

4.1.2 高時間解像度化した電力部門特有の制約条件

DMSEEでは太陽光発電および風力発電の時間変動性を考慮するために発電の時間解像度を設定できるよう
モデリングしている．DMSEE2.0では，年間を 1時間刻み，すなわち 8760分割している．以下，その手法に
ついて説明する．

(a)電力需給式
(3.74)式が BU財に関する需給バランス式であるが，これを 1時間毎の式に分解する．そのためには各部門
が各時間帯に消費する電力，すなわち電力負荷曲線を設定する必要がある．したがって文献 [4-6] を参考に，
図 4.2のように設定した．部門は工業 (IND)属性，商業 (SVC)属性，住宅 (HOS)属性にその他 (LEV)属性に
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表 4.4 原子力発電および火力発電の諸情報．

Nuclear Coal Oil Gas
Initial Capacity [GW] 42.0 51.4 42.3 94.4
Construction cost [103 yen / kW] 1000 272 200 164
Annual Average Availability [%] 10-80 80 80 80
Seasonal Peak Availability [%] 20-90 90 95 95
Maximum Increase Rate of Output [1/h] 0.02 0.26 0.44 0.44
Minimum Increase Rate of Output [1/h] 0.02 0.31 0.31 0.31
Life Time [year] 40 40 40 40
Share of Daily Start and Stop 0.8 0.3 0.3 0.3

表 4.5 再生可能エネルギーの諸情報．

Hydro PV Wind Other
Initial Capacity [GW] 49.5 34.3 3.10 4.20
Construction cost [103 yen / kW] 640 294 284 790
Annual Average Availability [%] 65 - - 70
Maximum Increase Rate of Output [1/h] 0.05 - - 0.05
Minimum Increase Rate of Output [1/h] 0.05 - - 0.05
Life Time [year] 60 15 15 40

表 4.6 電力貯蔵設備の諸情報．

Pumped Battery1 Battery2
Initial Capacity [GW] 54.1 0 0
Construction cost [103 yen / kW] 19 - -
Construction cost [103 yen / kWh] 17 60 0.1
CRate - 0.14C 2C
Self-discharge Rate [%/hour] 0.01 0.05 0.05
Efficiency[%] 70 85 85
Availability Factor [%] 90 90 90
Life Time [year] 60 15 8

分かれ，その他属性は全時間帯を通して電力消費が均等として設定した．GTAPの各部門がそれぞれどれに属
するかを示したのが表 4.10である．家庭の電力消費は HOS属性，政府の電力消費は SVC属性として設定し
た．今後，例えば電気自動車の普及等で負荷曲線は時点によって異なることが予想されるが，負荷曲線に影響

を与える技術が将来的にどの程度普及するかの予測は困難であり，したがって本研究では全時点同じ負荷曲線

を設定している．尚，国際送電は考慮していない．加えて，本モデルでは超高圧，高圧，低圧の 3種類の送配
電部門も考慮している．図 4.1は本モデルが考慮している電力供給から需要までの概要図である．発電部門に
よって発電された電気は超高圧送配電部門の電線を伝って超高圧需要家へと供給されるか，高圧送配電部門に

流れるか選択される．そして高圧送配電部門に流れた電気は同様に，高圧需要家によって消費されるか低圧送

配電部門へと流れるか選択される．最後に家庭部門等の低圧需要家に消費される．それぞれの部門において送

配電ロスも考慮している．
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図 4.1 DMSEE2.0が考慮する電力供給から需要までの概要図．TnDSは超高圧，TnDHは高圧，TnDLは
低圧の送配電部門を表す．

∑
n∈T AR

ElyDemandSharevl,SectorClassTn
LoadCurveSectorPropertyTn ,ss,tm,r ABTm,n,r ,y xpTn,r ,y

+xpSTNDvl+1,ss,tm,r ,y =
(
1 − ElyLossvl,r

)
xpSTNDvl,ss,tm,r ,y (vl ∈ TSR ∪ THR) , (4.1)∑

n∈T AR

ElyDemandSharevl,SectorClassTn
LoadCurveSectorPropertyTn ,ss,tm,r ABTm,n,r ,y xpTn,r ,y

+xhSBm,ss,tm,r ,y + xgSBm,ss,tm,r ,y =
(
1 − ElyLossvl,r

)
xpSTNDvl,ss,tm,r ,y (vl ∈ T LR) ,(4.2)(

1 − ElyLossvl,r
) ∑
n∈EAR

(
1 − ABBm,n,r ,y

)
xpSBn,ss,tm,r ,y

+
∑

n∈SAR
xpSSTOn,ss,tm,r ,y = xpSBvl,ss,tm,r ,y (vl ∈ TSR) , (4.3)∑

n∈T AR

ElyDemandSharevl,SectorClassTn
LoadCurveSectorPropertyTn ,ss,tm,r ABTm,n,r ,y xpTn,r ,y

= xcSTNDvl,ss,tm,r ,y (vl ∈ TSR ∪ THR) , (4.4)∑
n∈T AR

ElyDemandSharevl,SectorClassTn
LoadCurveSectorPropertyTn ,ss,tm,r ABTm,n,r ,y xpTn,r ,y

+xhSBm,ss,tm,r ,y + xgSBm,ss,tm,r ,y = xcSTNDvl,ss,tm,r ,y (vl ∈ T LR) , (4.5)
xhSBm,ss,tm,r ,y = LoadCurveHOS,ss,tm · xhBm,r ,y , (4.6)
xgSBm,ss,tm,r ,y = LoadCurveSVC ,ss,tm · xgBm,r ,y , (4.7)
xcSBm,ss,tm,r ,y = xdSBm,ss,tm,r ,y , (4.8)

xcSBm,ss,tm,r ,y =
∑

vl∈TDR

xcSTNDvl,ss,tm,r ,y , (4.9)

xtSBm,ss,tm,r ,s,y = 0 . (4.10)

where m ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME,r, s ∈ RR2,r , s

ElyDemandSharevl,c: クラス c の送配電部門 vl の電力消費割合, SectorClassTn: T D 部門 nの電力需

要クラス, LoadCurvea,ss,tm,r : 地域 r における属性 aの ss日 tm時間帯の電力負荷, SectorPropertyTn:
TDアクティビティ nの属性, ElyLossvl,r : 地域 r における送配電部門 vl の送配電ロスの割合

尚，表 4.7は各部門の電力需要クラス，表 4.8は各クラスの電圧ごとの電力消費割合，表 4.9は各送配電部
門の送配電ロスの割合を示す．
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表 4.7 GTAPの各部門の電力需要クラス．

部門 属性 部門 属性

agr IND cns IND

coa IND otp T RP

oil IND wtp T RP

gas IND atp T RP

omn IND oth SVC

ppp IND TnD SVC

p_c IND NuclearE IND

crp IND CoalE IND

nmm IND GasE IND

i_s IND WindE IND

n f m IND HydroE IND

f me IND OilE IND

mvn IND OtherE IND

om f IND SolarE IND

gdt IND

表 4.8 各電力需要クラスの電圧ごとの電力消費割合．

超高圧 高圧 低圧

産業 40% 53% 7%
業務 34% 59% 7%
運輸 100% 0% 0%
家庭 0% 0% 100%

表 4.9 各送配電部門の送配電ロスの割合．

超高圧 高圧 低圧

2.2% 4.4% 8.4%

(b)発電量と設備容量
発電所の設備容量を超えて発電を行うことはできない．したがって以下の制約条件を課す．

ηE
B · xpBn,ss,tm,r ,y ≤ CapacityFactorn,ss,tm,r xeF

Bn,r ,y . (4.11)

where n ∈ E AR\E AR2, ηE
B ≡ (SS · T M)/(364 · 24)

CapacityFactorn,ss,tm,r : 地域 r の電力アクティビティ n の ss 日 tm 時間帯の設備利用率, SS: 季節数
(日数), T M: 一日の時間帯数

ただし，原子力発電および火力発電は後に説明する (4.18)式で制約されるので本制約式からは除外している．
水力，風力，太陽光の設備利用率は全時点を通して外生的に設定した (図 4.5，4.4)．値は文献 [4-3]と同じ値
で設定した．

(c)負荷追従運転
系統全体の電力需給をバランスさせるため，負荷追従運転を行い，発電所の出力をコントロールしている．

ただし，自然状態に左右される風力発電と太陽光発電は負荷追従運転を行わないものとしこの制約から除外し
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図 4.2 各部門の電力負荷曲線．

表 4.10 GTAPの各部門の属性．

部門 属性 部門 属性

agr LEV cns IND

coa LEV otp SVC

oil LEV wtp SVC

gas LEV atp SVC

omn LEV oth SVC

ppp LEV TnD LEV

p_c LEV NuclearE LEV

crp LEV CoalE LEV

nmm LEV GasE LEV

i_s LEV WindE LEV

n f m LEV HydroE LEV

f me IND OilE LEV

mvn IND OtherE LEV

om f IND SolarE LEV

gdt IND

ている．また，日本の原子力発電の出力は一定であるので，原子力発電もこの制約から除外している．

xpBn,ss,tm,r ,y ≤
(
1 + MaxLFn,r

)
xpBn,ss,tm,r ,y . (4.12)

xpBn,ss,tm,r ,y ≥
(
1 − MinLFn,r

)
xpBn,ss,tm,r ,y . (4.13)

where n ∈ E AR\ RARN,

ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME

MaxLFn,r : 地域 r における電力アクティビティ nの負荷追従能力の上限, MinLFn,r : 地域 r における

電力アクティビティ nの負荷追従能力の下限
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図 4.3 水力発電の年間設備利用率．

図 4.4 風力発電の年間設備利用率．

(d)供給予備力
電源設備容量は想定される最大需要より変動性再生可能せネルギーを除く電源で数 %の供給予備力を持ち，
不測の事態に備える必要がある．したがって，∑

n′∈EAR\RAR

xeF
Bn′,r ,y ≥ ηE

B (1 + ReserveRater ) xcBm,r ,y,MaxLoadSeasonr ,MaxLoadTimer , (4.14)

where m ∈ ECR, ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME

ReserveRater : 地域 r の供給予備力の割合, MaxLoadSeasonr : 地域 r の 1年で最も需要が多い時間帯
を含む季節, MaxLoadTimer : 地域 r の 1年で最も需要が多い時間帯

を制約条件として課す．日本における ReserveRater は 8% が一般的であるので，本モデルでも

ReserveRater = 0.08と設定した．
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図 4.5 太陽光発電の年間設備利用率．

(e)プラントの補修
原子力発電および火力発電は発電所のメンテナンスを行うために，1年の適当なタイミングで設備の稼働を
停止させる．DMSEEは，文献??と同様に，各日の補修パターンを 4季節毎に設定した季節補修パターン (図
4.6)の重ね合わせで表現した．

apn,ss,r ,y +
∑

p∈MPR

Urp,ss,rmkp,n,r ,y = xeF
Bn,r ,y , (4.15)∑

p∈MPR

Urp,ss,rmkp,n,r ,y ≥
(
1 − Upn,r

)
xeF

Bn,r ,y , (4.16)∑
p∈MPR

∑
ss′∈SEASON

Urp,ss′,rmkp,n,r ,y/365 =
(
1 − Uan,r

)
xeF

Bn,r ,y , (4.17)

ηE
BxpBn,ss,tm,r ,y ≤ apn,ss,r ,y . (4.18)

where n ∈ E AR2, ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME

apn,ss,r ,y: 地域 r 時点 y におけるプラント nの ss 日の稼働容量, Urp,ss,r : 地域 r における補修パター

ン pで ss日にプラントが停止する割合, mkp,n,r ,y: 地域 r 時点 y における補修パターン pにしたがって

プラント nが停止する容量, Upn,r : 地域 r におけるプラント nの日別最大稼働率, Uan,r : 地域 r におけ

るプラント nの年平均稼働率
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図 4.6 原子力発電及び火力発電のメンテナンスパターン．

(f)揚水及び蓄電池に関する制約
揚水と蓄電池は以下の制約条件によって定式化されている．蓄電池は Battery1と Battery2が存在している
が，それぞれ長周期，短周期変動調整用蓄電池を意味している．

xpSTOn,ss,tm,r ,y = disSTOn,ss,tm,r ,y − chaSTOn,ss,tm,r ,y , (4.19)

ηE
B

(
disSTOn,ss,tm,r ,y + chaSTOn,ss,tm,r ,y

)
≤ UsWn,ss,tm,r xeF

STOn,r ,y , (4.20)

ssn,ss,tm,r ,y ≤ UsWhn,ss,tm,r xeFS
STOn,r ,y

, (4.21)

ssn,ss+1,tm,r ,y =
(
1 − Sdn,r

) TM
24 ssn,ss,tm,r ,y + E · chaSTOn,ss,tm,r ,y − disSTOn,ss,tm,r ,y/E , (4.22)

xeFS
STOn′,r ,y ≤ MStoragen′,r xeF

STOn′,r ,y where n′ ∈ {”Pumped”} , (4.23)

xeF
STOn′,r ,y ≤ CRaten′,r xeFS

STOn′,r ,y where n′ ∈ SAR2 . (4.24)

where n ∈ SAR, ss ∈ SE ASON, tm ∈ T IME,E ≡
(√

E f f n,r
) TM

24

xeFS
STOn,r ,y

: 地域 r 時点 y における電力貯蔵アクティビティ n のWh 容量, UsWn,ss,tm,r : 地域 r におけ

る電力貯蔵アクティビティ nの ss 日 tm時間帯のW設備稼働率, UsWhn,ss,tm,r : 地域 r における電力貯

蔵アクティビティ nの ss 日 tm時間帯のWh設備稼働率, Sdn,r : 地域 r における電力貯蔵アクティビテ

ィ nの 1時間あたりの自己放電率, T M: 一日の時間帯数, E f f n,r : 地域 r における電力貯蔵アクティビ

ティ n の 1時間あたりの充放電効率, MStoragen,r : 地域 r における揚水発電アクティビティ n の設備

容量あたりの電力貯蔵可能量, CRaten,r : 地域 r におけるバッテリーアクティビティ nの Cレート

4.2 シナリオおよびケース設定

4.2.1 シナリオ

本モデルでは家計消費を外生的に与えている．電力財は今後の電化を見込んで，年率 1.5%の割合で家計消
費が増えるものとしている．非電力財は予想が困難であるため，初期時点から一定として与えている．貿易に

関して，輸出量は初期時点から一定とし，輸入は内生的に扱うが，各財の輸入価格は初期時点から一定として

いる．
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4.2.2 ケース

本章では以下のケースを設定した．

• BAU (Business As Usual)ケース: 2章で記述した制約条件以外に制約を課さないケース
• $50ケース: 2025年以降全時点において，二酸化炭素 1 t当たり$50の排出税を課すケース
• $300ケース: 2025年以降全時点において，二酸化炭素 1 t当たり$300の排出税を課すケース
• $300Nケース: 2025年以降全時点において，二酸化炭素 1 t当たり$300の排出税を課し，全時点におい
て原子力発電所の新設を禁止するケース

4.3 結果とその分析

さて本節にて結果とその分析を行う．まず 4.3.1 節で電力部門の技術選択と CO2 排出量への影響を述べた

後，4.3.2節でいくつかの年間の最適発電パターンについて考察する．そして最後に 4.3.3節で GDPの変化と
主な部門における生産量変化の関係や効用の変化について述べる．

4.3.1 最適電源構成および設備容量と CO2 排出量

図 4.7～図 4.10は各ケースの最適電源構成，図 4.11は 2050年の各ケースの最適電源構成と CO2 排出量で

ある．先に述べたように，本モデルは 5年刻みで計算を行っているため，図 4.7～図 4.10は 5年刻みごとの最
適電源構成を表している．全体の発電量は，例えば 2030年時点で 1.12 PWhである．家計の電力消費は外生的
に与えているが，企業が中間消費する電力の量は内生的に決まる．企業の電力需要はほぼ横ばいであり，した

がって，家計の電力消費が伸びる分，全体としての電力需要は増加傾向にある．一般的には，排出税導入の影

響で電力価格が上昇し需要は下がると考えられるが，本モデルでは，家計の電力消費量を上昇するとして設定

している点や，需要側の省エネ技術を考慮していない点から，一般的な考えには沿わない結果を得ている．仮

に省エネ技術や電化技術を考慮した場合，排出税によって電力の需要量は減少すると予想される．その場合，

ベストミックスも変化し，より再生可能エネルギーのシェアが増すと予想される．それに伴い経済における投

資行動は活発化する．これらの影響を加味したうえで，二酸化炭素税の適切な価格を検討する必要がある．

さて，ベストミックスに焦点を充てると，BAUケースでは，環境負荷に対する制約がないので，固定費の高
い原子力や再生可能エネルギーは縮小し，代わりに石炭火力とガス火力が支配的である．それに伴い，CO2 排

出量は 1.3 Gtとなり 2015年現在から比較するとおよそ 9.2%増加している．続いて炭素税を課したケースを
見ると，原子力発電が重要なベースロード電源として機能している．既存の発電所の再稼働だけではなく新設

も求められる．さらに太陽光の伸びが著しく，2050年時点では総発電量の 52%を占めている．CO2 を排出し

ない原子力，太陽光の参入により, CO2 排出量は 0.9 Gtと約 25%の削減が可能である．
$300ケースを見ると，高い炭素税に起因し火力発電はほとんどその運転を停止している．それに伴い，再生
可能エネルギーの拡大，原子力発電所の更なる新設が行われた．しかし，CO2 排出量を見ると 2050年時点で
0.86 Gtと$50ケースとあまり差が出なかった．原子力発電所の新設を禁ずる$300Nケースでは，既設の原子
力発電所はフル稼働させ，太陽光発電が供給を支えている．図 4.11を見れば，BAUケースを除く各ケースに
おいて長周期蓄電池の役割が大きく，昼間しか発電できない太陽光発電の拡大に貢献している．
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図 4.7 BAUケースの最適電源構成． 図 4.8 $50ケースの最適電源構成．

図 4.9 $300ケースの最適電源構成． 図 4.10 $300Nケースの最適電源構成．

図 4.11 2050年における各ケースの最適電源構成と CO2 排出量

80



4.3.2 最適発電パターン

本モデルでは年間を 8760分割しているので，任意の年の年間の発電パターンを計算可能である．図 4.12か
ら図 4.19に 2030年，2050年の各ケースの年間発電パターンを示す．しかしこれだと見にくいので，図 4.20
から図 4.27に 2030年 7月，2050年 7月の各ケースの年間発電パターンを示す．2030年と 2050年を比べる
とバッテリーの利用量に大きな差がある．ガス火力が支配的であり，太陽光発電およびバッテリーの普及が進

んでいない 2030年では，ほとんど揚水のみが蓄電設備として使用されている．一方 2050年になると，長周期
蓄電池が積極的に利用されている．充放電効率の差に起因すると考えられる．

図 4.12 BAUケースの最適発電パターン (2030年)． 図 4.13 $50ケースの最適発電パターン (2030年)．

図 4.14 $300ケースの最適発電パターン (2030年)． 図 4.15 $300Nケースの最適発電パターン (2030年)．

図 4.16 BAUケースの最適発電パターン (2050年)． 図 4.17 $50ケースの最適発電パターン (2050年)．

図 4.18 $300ケースの最適発電パターン (2050年)． 図 4.19 $300Nケースの最適発電パターン (2050年)．
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図 4.20 BAUケースの最適発電パターン (2030年 7月)． 図 4.21 $50ケースの最適発電パターン (2030年 7月)．

図 4.22 $300ケースの最適発電パターン (2030年 7月)． 図 4.23 $300Nケースの最適発電パターン (2030年 7月)．

図 4.24 BAUケースの最適発電パターン (2050年 7月)． 図 4.25 $50ケースの最適発電パターン (2050年 7月)．

図 4.26 $300ケースの最適発電パターン (2050年 7月)． 図 4.27 $300Nケースの最適発電パターン (2050年 7月)．
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4.3.3 GDPと効用

本研究は一般均衡モデルをベースとする経済モデルでもあるため，各時点における産業連関表が作成可能で

ある．その産業連関表から計算した GDP成長率が図 4.28である．二酸化炭素税を課した各ケースでは，再生
可能エネルギーへの投資が GDPの成長に大きく貢献している．$300ケースでは，原子力発電所の新設におよ
そ 30兆円が注ぎ込まれており，投資による各部門の生産拡大が GDPに大きく貢献している．$300ケースと
$300Nケースを比較すると，2030年までは前者の方が GDPの水準が高く，それ以降は後者の方が高い．既存
の原子力発電を再稼働で維持したとしても，再生可能エネルギーへの投資に起因し，2035年以降の GDP水準
は高いという結果になっている．しかし GDP成長率という観点で見ると，最大で 13%という結果であり，文
献 [4-7]や文献 [4-8]で想定されているそれとは大きな乖離がある (それぞれ 39%，41%)．本モデルでは，先
述の通り，消費をシナリオとして設定しており，特に非電力財の消費は初期時点から一定としていることが低

成長の原因である．今後，消費シナリオをいくつか設けることや消費を内生的に扱うことも検討している．

図 4.28 各ケースの GDP推移．BAUケースの 2015年の値を 1として規格化．

表 4.11は具体的に各部門の消費の GDPへの貢献度を示す．BAUケースと比較して変化の大きい部門の結
果を載せた．石炭や天然ガスの消費量が激減しているのは炭素税の影響である．また，太陽光発電の大幅な普

及により，建築部門 (建築に関するすべてのアクティビティ)や機械部門 (計算機器，通信機器，装置，電気機
械，精密機器，光学機器等)の消費が拡大し，GDPを押し上げている．太陽光発電の設備増強のために機械部
門の財の購入が促進され，設備建設のために建築部門の利用が進んだことに起因する．また，化石燃料の取引

が大幅に縮小したことによって，海上輸送部門にも負の影響が出ている．これらの結果は，脱炭素化によって

経済の拡大を示唆しているが，当然のことながら，著しく生産を減らす部門が存在することも注意する必要が

ある．

表 4.11 BAUケースと比較したときの 2050年における主要部門の消費変化率と GDPにおけるシェア．

建設部門 石炭部門 機械部門 ガス部門 海上輸送部門

$50 7.3 (1.0) -76 (0.074) 1.8 (0.69) -44 (0.38) -4.3 (0.48)
$300 7.3 (1.1) -76 (0.073) 8.3 (0.70) -68 (0.16) -5.1 (0.47)
$300N 8.3 (1.1) -76 (0.073) 10 (0.70) -62 (0.20) -4.5 (0.48)

さらに重要なこととして，GDPの増加が国民の生活に効用をもたらしているかはまた別問題であることが
挙げられる．図 4.29は BAUケースの初期時点の効用を 1としたときの各ケースの効用を示す．CO2 1 tあた
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り$300 と非常に高い炭素税は，4.28 に示したとおり GDP の成長に貢献したが，各家庭の効用は初期時点と
比べて約 25%減少している．効用の 25%の減少は，それが具体的に意味するところは議論し難いが，ここで
重要なのは，少なくとも経済成長が効用と正比例しないという事実であり，特に本分析では，人々の生活の幸

福度に焦点を当てると，高い炭素税の導入には慎重にならざるを得ないとの示唆を得た．また，省エネ技術の

活用によって，二酸化炭素税導入に伴うエネルギー消費の削減が期待されるが，先に述べたように，現状のモ

デルでは省エネ技術を考慮していないため，二酸化炭素税の効果について正確に議論することは難しい．さら

に，二酸化炭素税収をその他の税金や補助金に還元することも考えられるが，本モデルにおける税金の扱いで

はそこまで議論を及ぼすことが困難であり今後の課題である．また本モデルは，税金による効用損失を単純化

して効用関数から直接控除しているが，税金が効用に及ぼす影響は未検討であり，今後の課題として認識して

いる．また，労働力の投入量の増加による効用損失も同様である．極端に言えば，労働が 24時間フル稼働す
れば GDPは増加するが，余暇の減少による効用損失も考慮すべきである．文献 [4-9]，[4-10]のように一般均
衡モデルで余暇の効用関数を考慮したモデリングも検討する必要がある．

図 4.29 各ケースの効用の変化．BAUケースの 2015年の値を 1として規格化．

4.4 第 4章の結論

本章は，第 3章で説明を行った DMSEEにおける電力部門における技術選択の議論を可能にした．また，技
術選択において太陽光発電と風力発電のより現実的な運用を議論可能にすべく，電力部門の時間解像度を 1時
間刻みと高時間解像度でのモデリングを行った．そしていくつかの二酸化炭素排出税を課した際の最適電源構

成の変化および CO2 排出削減量の可能性について計算と分析を行った．結果として，排出税課税下において

は，原子力発電および太陽光発電の重要性が示唆され，同時に高い排出税によって投資が促進され，GDP増加
を招くという示唆を得た．他方，高い排出税は家計の効用減少も誘発するため，排出税の課税の是非を GDP
の観点のみで議論すべきではないという示唆を得た．
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第 5章

素材部門と非電力エネルギー部門を詳細化
した DMSEE拡張モデル

前章では，多部門の応用一般均衡モデルを電力部門に焦点を当てて，工学データに基づいて技術

選択を議論可能にした．その他の部門についても各種工学データを用いることで，同様に技術選択

を議論することが可能であり，本章ではまずエネルギー多消費産業である素材部門に着眼し技術を

詳細化した．そして，エネルギーフローをより詳細に追跡できるように，非電力エネルギー部門に

ついても財の細分化を行った．本章ではまず 5.1節で素材部門と非電力エネルギー部門の概要につ
いて説明した後，5.2節，5.3節でそれぞれ素材部門，非電力エネルギー部門の定式化の説明を行う．
そして，計算のシナリオおよびケース設定について 5.4節で言及した後，5.5節で結果とその分析に
ついて論ずる．最後に 5.6節で本章を締めくくる．

5.1 概要

図 5.1 2016年度における素材部
門のエネルギー消費．文献 [5-1]
より抜粋．

素材部門は，鉄鋼部門，セメント部門，石油化学部門，紙・パルプ

部門に分類される．素材部門はエネルギー多消費産業として知られて

いるが，実際にどれほどのエネルギーを消費しているのだろうか．日

本のエネルギー消費内訳をエネルギー白書 2018[5-1] によると，2016年
度，日本全体のエネルギー消費は 13.32 × 103 PJ である．そのうち約
62.2%が企業・事務所等で消費されたエネルギーであり，さらにそのう
ち 69.7%にあたる 5.771 × 103 PJが製造業で消費されたエネルギーで
ある (図 5.1)．素材部門はこれの 80.9% を占めるので，2016 年度に素
材部門で消費されたエネルギーは 4.669 × 103 PJであり，実に全消費
エネルギーの約 35.0% を占めることになる．したがって，素材部門に
おける省エネルギー化およびよりクリーンな技術選択を考えることは，

日本の温室効果ガス削減に向けて必須の課題と言える．GTAP の部門
分類でも，鉄鋼部門，セメント部門，石油化学部門，紙・パルプ部門は

それぞれ用意されており，工学データを用いてこれらの部門を細分化す

ることで，政策実行下における技術選択の考慮の余地を DMSEE に与えるのが本章の主な目的である．加え
て，より詳細なエネルギーの消費フローを追跡可能にするためにも，GTAPでは大雑把な分類に留まる石油，
石炭，ガス等といった非電力のエネルギー部門について，細かな財を設定を行った．
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5.2 素材部門の定式化

先にも述べた通り，素材部門は，鉄鋼部門，セメント部門，石油化学部門，紙・パルプ部門に分けられる．以

下，主に文献 [5-2]に基づいて定式化した．素材部門の制約条件は??項で説明した BU部門の制約条件に従う．
物量単位はすべて [Mt]とした．また，中間投入係数は図 5.5に示すように設定した．

5.2.1 鉄鋼部門

(a)アクティビティと財
GTAPにおいて鉄鋼部門は i_sで定義されている．i_sには粗鋼の生産から鉄鋼製品の生産まで，鉄鋼製品が

生産されるまでの全プロセスが含まれているので，これを工学データを用いて分解する．具体的には，高炉・

転炉法，電気炉法，直接還元法によってそれぞれ高炉・転炉鋼，電気炉鋼が生産され，鉄鋼製品へと加工され

る．各技術は効率や付加技術，コストによって差別化される．表 5.1に DMSEEが扱う鉄鋼部門のアクティビ
ティを示した．鉄鋼製品製造業は高価格鉄鋼製品を作るアクティビティと低価格鉄鋼製品を作るアクティビ

ティの 2つを用意したが，詳細は後に述べる．表 5.1のコストは，文献 [5-2]の表 2.3-1に記載されているコス
トを引用した．各アクティビティの初期設備容量は，文献 [5-2]の図 2.5-3から引用した．そして，鉄鋼部門が
扱う財を 5.2に示す．スクラップやスラグはモデル内で考慮できるように整備しているが，簡単のため現状で
は特にモデリングしておらず，特に鉄スクラップは市場から無制限に供給されるものとしている．その他，特

筆すべき制約条件として，電気炉による粗鋼の生産に上下限を設定している．文献 [5-2]の図 2.4-3に世界の
電気炉由来の粗鋼 (電気炉鋼)の上下限値が設定されている．この値に日本と世界の電気炉鋼の比率をかけて日
本の電気炉鋼の生産に上下限制約を設定した (図 5.2)．表 5.1に示すとおり，本モデルでは直接還元法による
鉄源生産もアクティビティとして考慮している．現状，直接還元法によって作られた還元鉄は主に電気炉を通

して粗鋼へと姿を変える [5-3] が，工学的には直接還元法で作られた還元鉄も高炉・転炉法で粗鋼へと変えるこ

とができる [5-4]．しかし本研究においては，現状の直接還元法に関する十分なデータを得ることができなかっ

たため，直接還元法による鉄源の生産は行われないものとしている．直接還元法のアクティビティを残してい

るのは，将来，直接還元法の利用が現実的となり十分なデータが得られた際にはモデルで考慮可能にするため

である．

図 5.2 電気炉法による粗鋼生産量の上下限．
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表 5.1 鉄鋼部門のアクティビティ．

名称 説明 設備費 [Mt / million USD] 初期設備容量 [Mt]
i_sBFL 高炉・転炉法低効率 276.20 1.5105
i_sBFM 高炉・転炉法中効率 295.43 0
i_sBFMCOG 高炉・転炉法中効率 COG回収 304.75 0
i_sBFMLDG 高炉・転炉法中効率 LDG回収 311.66 0
i_sBFMCDQ 高炉・転炉法中効率 CDQ技術 311.49 0
i_sBFMTRT 高炉・転炉法中効率 TRT技術 309.07 23.161
i_sBFMALL 高炉・転炉法中効率すべて 350.68 0
i_sBFH 高炉・転炉法高効率 386.51 68.979
i_sBFN 高炉・転炉法次世代 377.14 0
i_sEFL 電気炉法低効率 143.00 0
i_sEFM 電気炉法中効率 173.92 19.636
i_sEFH 電気炉法高効率 183.68 13.594
i_sDRM 直接還元法中効率 - 0
i_sDRH 直接還元法高効率 - 0
i_sRMPH 高価格鉄鋼製品製造 - 120.72
i_sRMPL 低価格鉄鋼製品製造 - 14.296

表 5.2 鉄鋼部門の財．

名称 説明

scrap 鉄スクラップ

slag スラグ

crudeSteelB 高炉・転炉鋼

crudeSteelE 電気炉鋼

ironProductH 高価格鉄鋼製品

ironProductL 低価格鉄鋼製品

(b)高価格鉄鋼製品と低価格鉄鋼製品
図 5.3に示すとおり，鉄鋼製品の価格はその品種によって価格差が目立つ．当然，鉄鋼製品の質によっても
価格は上下する．したがって本モデルでも高価格鉄鋼財と低価格鉄鋼財の 2 種類の鉄鋼財を用意した．スク
ラップを利用する電気炉鋼は純粋な鉄鉱石から作る高炉・転炉鋼より質が劣ると考え本モデルでは，高炉・転

炉鋼から高価格鉄鋼製品が，電気炉鋼から低価格鉄鋼製品が生産されるものとして扱った．そして，生産され

たこれら 2種類の鉄鋼財はその他産業のアクティビティに中間投入される．あるアクティビティ nが高価格鉄

鋼財を xn の割合で購入するとき，xn は以下の式によって与えられる．

Mn · xn · PH + Mn · (1 − xn) · PL = V DFMn (5.1)

∴ xn =
V DFMn − Mn · PL

Mn(PH − PL)
. (5.2)

Mn: n アクティビティによる鉄鋼製品の消費量, PH: 高価格鉄鋼財の価格，PL: 低価格鉄鋼財の価格，
V DFMn: nアクティビティの GTAPに記載されている鉄鋼財の中間消費額

しかし，Mn の値は，年間の鉄鋼製品の生産量を GTAPのデータで按分しているので，xn はアクティビティに
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よらず同じ値になる．現状の課題点ではあるが，逆に言えば，観測データとして各アクティビティがどの鉄鋼

財をどれだけ消費したかのデータを入力すれば，より現実的に鉄鋼製品の生産について論ずることが可能であ

る．実際，図 5.3から，PH = 112905円 /t，PL = 61065円 /tと設定し xn を求めると，xn ≈ 0.894と求まる．
つまり各アクティビティは高価格鉄鋼財と低価格鉄鋼財をおよそ 9 : 1の割合で消費する．

図 5.3 鋼材品種別の価格推移．文献 [5-5]より抜粋．

5.2.2 セメント部門

(a)アクティビティと財
GTAPの部門部類においてセメント部門は nmmに属す．nmmは非金属鉱物全般を含むので，nmmからセメ

ント部門を抽出する必要がある (次項)．セメント部門で定義したアクティビティは表 5.3，財は表 5.2である．
設備費は文献 [5-2]の表 3.3-1の値を用いた．初期の設備容量は同じく文献 [5-2]の図 3.5-3の値を引用した．

表 5.3 セメント部門のアクティビティ．

名称 説明 設備費 [Mt / million USD] 初期設備容量 [Mt]
cemSS 小規模シャフトキルン 354.42 0
cemSW 小規模湿式ロータリーキルン 478.39 0
cemSD 小規模乾式ロータリーキルン 574.81 0
cemSDS 小規模乾式ロータリーキルン

(SP/NSP)
547.25 0

cemSDSN 新型小規模乾式ロータリーキルン 516.28 0
cemLW 大規模湿式ロータリーキルン 446.25 0
cemLD 大規模乾式ロータリーキルン 592.17 0
cemLDS 大規模乾式ロータリーキルン

(SP/NSP)
292.25 60.862

cemLDSN 大規模乾式ロータリーキルン

(SP/NSP BAT)
335.82 17.582
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表 5.4 セメント部門の財．

名称 説明

cement セメント

(b) GTAPの部門分解
GTAPではセメント部門は nmm の中にまとめられているので，セメント部門をそこから抽出する必要があ

る．セメント部門以外を新たに tnm とおき，セメント部門以外の非金属鉱物部門は TD 部門として扱ってい
る．以下，具体的な抽出方法について説明する．

まず生産量は，一般社団法人セメント協会が発表しているセメントハンドブック [5-6] のデータを用いた．

2007年度のセメントの生産量は 70.6 Mtなので，
∑

n∈AAR
XpBn = 70.6 Mtである．同じく文献 [5-6]のセメン

トの 2007年の生産者価格を ProductionPriceBcement を用いると，tnmの初期生産量 XpT′tnm′ は，

XpTtnm = VOMnmm − ProductionPriceBcement ·
∑

n∈AAR
XpBn (5.3)

で与えられる*1．同様に，tnmの輸出入も以下の用に設定した．

XtTtnm,r ,s = V X MDnmm,r ,s − E xportPriceBcement · XtBcement ,r ,s , (5.4)
XtTtnm,s,r = V IMSnmm,s,r − ImportPriceBcement · XtBcement ,s,r . (5.5)
(r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s)

5.2.3 石油化学部門

(a)アクティビティと財
石油化学部門は，GTAPでは p_cに含まれる．したがって，セメント部門と同様に石油化学部門を p_cから

抽出する必要がある (次項)．石油化学部門で定義したアクティビティと財はそれぞれ表 5.5，表 5.6である．エ
チレン生産プラントはエタン原料とナフサ原料に分かれ，それぞれ効率を 3つずつ設定している．コストは文
献 [5-2]の表 5.4-1および表 5.4-2の値を，初期設備容量は図 5.5-7および 5.5-8の値を用いている．ただしエ
タン原料，ナフサ原料ともに日本において低効率プラントの利用は現状なく，今後も中効率，高効率から代替

する余地はないので，設備の新設はないものとして設備費を設定していない．

表 5.5 石油化学部門のアクティビティ．

名称 説明 設備費 [Mt / million USD] 初期設備容量 [Mt]
ethyEL エタン原料プラント低効率 - 0
ethyEM エタン原料プラント中効率 17.808 0.25817
ethyEH エタン原料プラント高効率 68.329 0.11065
ethyNL ナフサ原料プラント低効率 - 0.15982
ethyNM ナフサ原料プラント中効率 24.658 4.3889
ethyNH ナフサ原料プラント高効率 95.726 2.5571

*1 地域を表す添字 r は省略．
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表 5.6 石油化学部門の財．

名称 説明

ethylene エチレン

(b) GTAPの部門分解
以下で GTAPの p_c部門から石油化学部門を抽出した手順を説明する．p_cは石油石炭製品部門であり，石

油化学部門を除いた残りの部門も BUで表現している．すなわち，GTAPの p_cは石油化学部門，石油製品部

門，石炭製品部門の 3つの BU部門に分解されるので，生産量や輸出入量は GTAPの金額データを用いずすべ
て実際の物量データで設定した．具体的には，∑

n∈AAR
XpBn = 7.385 Mt , (5.6)

XtTethylene,r ,s = 2.391 Mt , (5.7)
XtTethylene,s,r = 0.3940 Mt , (5.8)
(r ∈ RR, s ∈ RR2, r , s)

である．生産量は文献 [5-2]の図 5.5-7を引用，輸出入量は石油化学工業協会のエチレン換算輸出入バランス
[5-7] を引用した．石油製品部門，石炭製品部門に関しては 5.3節で言及する．

5.2.4 紙・パルプ部門

(a)アクティビティと財
紙・パルプ部門は GTAP上では ppp部門として扱われている．これを工学データを用いて分解する．設定

したアクティビティと財はそれぞれ表 5.7，表 5.8である．図 5.4に示されるように，紙の原料となるパルプの
製造は，木材チップを原料とする化学，半化学，機械パルプ製造工程と，古紙を原料とする古紙再生工程が存

在する．前者はその約 9割が化学パルプ製造工程であるので，本モデルで木材チップからパルプを製造するア
クティビティは化学パルプ製造工程のみを考えている．そして効率の差で 3つのアクティビティを設定してい
る．加えて，古紙再生製造工程も効率の差で 3つのアクティビティを設定している．これらのアクティビティ
によって製造されたパルプは抄紙工程において紙製品へと姿を変える．鉄鋼部門と同様に，紙製品も一定の価

格差が存在するので，高価格紙製品と低価格紙製品の 2つの財を用意した．これらも効率によってそれぞれ 3
つのアクティビティを考えている．設備費，初期設備容量はそれぞれ文献 [5-2]の表 4.4-1，図 4.4-4から引用
した．紙の輸出入のデータは，文献 [5-8]から設定した．
各アクティビティが消費する高価格紙製品と低価格紙製品の比率は，鉄鋼部門のそれと同じように計算され

る．文献 [5-9]に記載されている各紙製品の価格を参考に，PH = 126 円 /kg，PL = 96 円 /kgと設定し xn を

求めると，xn ≈ 0.305と求まる．つまり，各アクティビティは高価格紙製品と低価格紙製品をおよそ 3:7の割
合で消費する．

5.3 非電力エネルギー部門の定式化

本節では非電力部門の定式化について説明する．非電力エネルギー部門は石炭を採掘する石炭採掘部門，原

油を採掘する原油採掘部門，ガスを採掘しガス製品を製造するガス部門，石炭から石炭製品を製造する石炭製

品製造部門，原油から石油製品を製造する原油製品製造部門に分けられる．それぞれ以下に説明する．ただし，

本モデルでは，非電力エネルギー部門において技術選択は考慮しておらず，あくまで物量単位の導入に留めて

いる．文献 [5-10]で指摘されているような付加技術や効率化技術，あるいは SCOPE21[5-11]のような次世代
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図 5.4 紙の製造工程．文献 [5-2]より抜粋．

表 5.7 紙・パルプ部門のアクティビティ．

名称 説明 設備費 [Mt / million USD] 初期設備容量 [Mt]
pppCPPL 化学パルプ製造工程低効率 216.44 0
pppCPPM 化学パルプ製造工程中効率 221.92 0
pppCPPH 化学パルプ製造工程高効率 232.88 11.907
pppOPRL 古紙再生パルプ製造工程低効率 37.808 0
pppOPRM 古紙再生パルプ製造工程中効率 39.726 0
pppOPRH 古紙再生パルプ製造工程高効率 43.836 18.000
pppPPMLH 高価格抄紙工程低効率 58.904 0
pppPPMMH 高価格抄紙工程中効率 65.753 0
pppPPMHH 高価格抄紙工程高効率 79.452 10.453
pppPPMLL 低価格抄紙工程低効率 58.904 0
pppPPMML 低価格抄紙工程中効率 65.753 0
pppPPMHL 低価格抄紙工程高効率 79.452 23.823

表 5.8 紙・パルプ部門の財．

名称 説明

pulp パルプ

opp 古紙

pppH 高価格紙製品

pppL 低価格紙製品

コークス炉への技術選択*2をモデル計算に入れることは今後の課題として認識している．

非電力エネルギー部門の生産量や中間投入量，輸出入量のデータはすべて資源エネルギー庁の総合エネル

ギー統計 [5-12] の値を引用した (図 5.5)．物量単位はすべて [TJ]である．素材部門と同様に，制約条件は??項
で説明した BU部門の制約条件に従う．

*2 例えば鉄鋼部門における技術選択で，次世代コークス炉の活用による効率化が含まれているので，実質次世代コークス炉を考慮し
ている場合もある．
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表 5.9，表 5.10はそれぞれ非電力エネルギー部門のアクティビティと財を示している．初期設備容量は生産
能力として，初期生産量を稼働率で割った値を設定した．稼働率は一律 90%とした．設備費は文献 [5-13]に
記載されている 2007年度のガス製造部門，石油・石炭製品製造部門の投資額に基づいて設定した．ただし石
炭採掘，石油採掘に関しては，日本では行われないものとして設備投資に関する式から除外しているため値を

設定していない．

表 5.9 非電力エネルギー部門のアクティビティ．

名称 説明 設備費 [10−3 TJ / million USD] 初期設備容量 [106 TJ]
coa 石炭採掘 - -
oil 原油採掘 - -
gas ガス採掘・製造 14.74
coaP 石炭製品製造 3.568 0.405
oilP 石油製品製造 3.568 9.95

表 5.10 非電力エネルギー部門の財．

生産するアクティビティ 名称 説明

coa coa 石炭

oil oil 原油

gas naturalGas 天然ガス

cityGas 都市ガス

ethane エタン

coaP cokes コークス

cog コークス炉ガス

bfg 高炉ガス

ldg 転炉ガス

oilP naphtha ナフサ

gasoline ガソリン

jetOil ジェット燃料

kerosene 灯油

dieselOil 軽油

heavyOil 重油

otherOil その他オイル

5.4 シナリオおよびケース設定

5.4.1 シナリオ

前章と同様に家計消費および政府消費をシナリオ化した．本章では，家計消費を年率 1.5%で消費増すると
し，政府消費は初期時点から一定とした．
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図 5.5 各部門ごとの中間投入係数の値．行が財，列がアクティビティ．

5.4.2 ケース

本章では以下のケースを設定した．

• BAU(Business As Usual)ケース: 先で記述した基本的な制約条件以外に制約を課さないケース．
• $10ケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$10の排出税を課すケース．
• $10_Nケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$10の排出税を課し，全時点において原子力発電所の
新設を禁止するケース．

• $50ケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$50の排出税を課すケース．
• $50_Nケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$50の排出税を課し，全時点において原子力発電所の
新設を禁止するケース．

• $150ケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$150の排出税を課すケース．
• $150_Nケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$150の排出税を課し，全時点において原子力発電所
の新設を禁止するケース．

• RAMPケース：2025年，CO2 単位トン当たり$20の排出税を課し，毎年単位トン当たり$4の排出税を
上乗せするケース (すなわち 2050年時点で$120/t-CO2)．

• RAMP_Nケース：2025年，CO2 単位トン当たり$20の排出税を課し，毎年単位トン当たり$4の排出税
を上乗せするケース．加えて全時点において原子力発電所の新設を禁止するケース．

5.5 結果とその分析

本節では上記で説明した DMSEE の計算結果とその分析を行う．まず 5.5.1 項で各時点の最適電源構成と
CO2 排出量について述べた後，5.5.2項において，素材部門における技術選択について言及する．そして，政
策実行下において経済はどのように変化するのか 5.5.3項で述べる．最後に 5.5.4項で一次ネルギー供給と各
部門における最終エネルギー消費について言及する．

5.5.1 最適電源構成と CO2 排出量

まずは電力部門の技術選択，すなわち最適電源構成の結果を図 5.16～5.24に示し，図 5.25～5.33に最適電
源容量の結果を示す．そして BU部門では電力部門の技術選択が最も CO2 排出量に影響するので，本項で各

ケースの CO2 排出量について言及する (図 5.6，5.7)．最適電源パターンに関しては，本章では議論の対象外と
するが，付録 Gに掲載した．以下，それぞれの結果について特徴を述べた後にいくつか考察を行う．
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(a) $10，$10_Nケース
• 建設単価が他の電源より低く，原材料 (天然ガス)が安いガス火力発電が支配的．2050年においては全
体の約 97%を占める．

• 原子力発電の再稼働も見られるが，高い固定費から導入は進まず．最大で 9.6%程度．原子力発電の制
限の有無に関わらずこの程度の導入量なので，Nケースとの差はほぼ皆無．

• CO2 排出量は共に 2020年と比べて 2025年は若干の減少 (約-6%)が見られるが，その後上昇する．

(b) $50，$50_Nケース
• $50ケースでは，原子力発電の再稼働に加え新設が活発化．2030年では，約 45%を占めた．
• Nケースでは，原子力発電の再稼働は進むが，2030年時点では新設できない分をガス火力発電が代替

(約 49%)．2035 年以降は太陽光発電の低価格化により，2050 年で全体の約 16% を占めるまでに成長
する．

• 両ケース共に 2025 年以降，水力発電および風力発電が台頭 (N ケースでは 2030 年時点でそれぞれ
5.5%，8.2%)．その後，間欠性再エネ (風力及び太陽光)の低価格化により水力発電はそれらに代替され
る (2050年時点で水力発電は約 1.9%)．

• 発電パターンを見ると，$50 ケースでは，夜間に原子力発電によって発電した電力を蓄電し，昼間の
ピーク時に供給していることが確認できる．例えば春の 8-16時では，供給の 4.7%程を NAS電池で賄
う．Nケース程度の間欠性再エネ導入では，蓄電池の積極利用は見られなかった．

• $50ケースの CO2 排出量は 2020年と比べて最大約 32%の減少 (2030年)，Nケースは最大約 20%の
減少 (2030年)が見込める．

(c) $150，$150_Nケース
• $150ケースでは 2050年にゼロ・エミッション電源のみでの運用が実現する．
• 原子力の新設が禁止されると，2025年以降，間欠性再エネおよび水力，その他発電が台頭し，2050年
では再エネ合計 49%程度に及ぶ．特に太陽光発電の成長は著しい (約 33%)．

• 最適電源パターンも，太陽光発電の大量導入により，余剰電力を蓄電池に溜め，その他の時間帯の供給
に利用している．例えば春の 16-24時のうち，約 6.4%の電力需要は NAS電池で賄う．

• CO2 排出量はそれぞれ最大約 40%，31%の削減を見込める (2030年)．その後上昇に転じる．

(d) RAMP，RAMP_Nケース
• 両ケース共に$60/t-CO2 を超える 2035年から太陽光発電の発電量の増加が目立つ．それぞれ 2050年時
点で約 5.6%，20%を占める．

• Nケースは 2050年でガス火力が約 49%を占める．
• 排出税が$120/t-CO2 に達する 2050年にはほとんどゼロ・エミッション電源のみでの運用が実現する．
• CO2 排出量はそれぞれ最大約 31%(2040年)，18%(2040年)の削減を見込める．

上記の結果を踏まえ考察を行う．まずは原子力発電の重要性である．$10ケースでは，ガス火力発電が支配
的であり，原子力発電の重要度は低いが，CO2 排出量はほとんど減少せず，2030年以降は上昇を続ける．加
えて，電源構成のほとんどをガス火力発電が占めるので，エネルギー自給率は著しく低下する．排出量削減が

見込める他のケースを見ると，殊原子力発電については，現状の再稼働に加え新設が可能であれば新設を行う

方が経済合理的であるとの結果を得た．また，高い排出税において，図 5.6の CO2 排出量が示すように，原子

力発電を新設したケースの方が，化石燃料を再生可能エネルギーに代替するよりも CO2 削減効果が得られる
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との示唆を得た．特に$150ケースでは 2050年にゼロ・エミッション電源のみで電力供給を行う．
続いて CO2 排出削減量についてである．前章や文献 [5-14]で示した結果よりも，より削減効果が顕著に現
れている．理由としては，文献 [5-14]では電力部門における脱炭素化の議論のみであったが，本モデルでは，
電力部門に加えエネルギー多消費産業である素材部門における技術選択も議論可能にしている点が挙げられ

る．排出税によって，より CO2 を排出しない高効率あるいは次世代型の技術を選択することで，素材部門に

おける排出量を削減し，全体の削減に貢献している．図 5.6 に示すとおり，電力部門と素材部門の脱炭素化
によって$50，$150ケースではそれぞれ 2030年時点で 2020年比約 32%，40%の削減が見込める．これらの
ケースであれば，2030年に 1.0 Gt-CO2 まで排出量を下げたい第五次環境基本計画 [5-15] を満足可能である．し

かし，RAMPケースを除く全ケース共通して，2035年以降で排出量が増加していることが分かる．部門ごと
の排出量を示した図 5.7を見れば明らかだが，現在のモデルでは，脱炭素化の余地があるのは電力部門と素材
部門のみであり，増える家計需要や TD部門の生産に対する温室効果ガス削減技術，例えば電化や燃料電池等
を考慮できていない点が原因として考えられる．本モデルの次の課題点として認識している．

この課題点に加えて，現状のモデルのその他の課題点が結果から浮き彫りになる．2点に言及する．まず 1
点目は，発電電力量が現実と比べて低い点である．エネルギー白書 2018[5-1] によると，2016年度の日本の発
電電力量合計は 1.04 PWh であった．本計算結果で算出される発電電力量はそれより 15% 程低い．原因とし
て，BU部門の電力の中間消費量と実際のエネルギー収支表との間に乖離があるためだと考えられる．先の説
明で，TD部門による BU財の中間投入係数は，総合エネルギー統計で与えられるエネルギー消費量を GTAP
の生産量で除したものだと説明した．一方，BU部門による BU財の中間投入係数は，工学データの理論値を
用いている．例えば，紙パルプ部門は，総合エネルギー統計によると 2007年度で 12.7 TWhの電力を消費して
いるが，文献 [5-2]に基づいて設定した，電力のエネルギー原単位と 2007年における紙の生産量から算出した
電力消費量は 2.33 TWhと，大きな乖離がある．また，厳密に考える場合，紙パルプ部門は製造工程以外にも，
紙を販売する会社の電力消費も考慮に入れる必要がある．以上のことから，各部門毎に基準としているデータ

を見比べ，チューニングを行う必要があるが，本モデルは非常に大規模なモデルであり，現状のモデルでは実

現できておらず，今後の課題として認識している．

2点目は，排出税導入によって電力需要が低下しない点である．排出税の導入による電気料金の上昇で需要
は下がるのが一般的だが，前章や文献 [5-14]でも指摘しているように，家計の電力消費量をシナリオとして与
えている点や需要側の省エネ技術を考慮していない点からこのような結果を得ていると考えられる．今後，省

エネ技術や電化技術を考慮可能なモデルに発展させることで，排出税による電力需要の減少とともに，電源構

成における再生可能エネルギーの割合の増加も予測される．この結果を得て，再度適切な排出税の価格を検討

する必要があるが，現状のモデルでは，適正価格や実施時期等，様々な自由度をはらむ排出税のマクロ的な感

度分析として，電源構成の変化や GDP変化，排出量の削減可能性について示唆を与えている．

図 5.6 各ケースの CO2 排出量．
図 5.7 各ケースの部門別の CO2 排出量．
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5.5.2 素材部門の技術選択

本モデルは素材部門の最適な技術選択も最適化計算で求めることが可能である．図 5.34～図 5.42は各ケー
スの各時点における生産量構成，図 5.70～図 5.78．は各ケースの各時点における最適設備容量を示す．BAU
ケースでは，化石燃料の消費を減らすインセンティブがはたらかないため，i_sBFHは，より設備単価が安価
で電力のエネルギー原単位が低い i_sBFMALLに代替されていく．$10ケースでは i_sBFHと i_sBFMALLは
i_sBFN に徐々に代替されていくのに対し，$50，$150 ケースでは排出税が開始される 2025 年に急激に代替
が発生する．例えば$150ケースの 2020年における鉄鋼部門への投資額合計を見ると，およそ 53億 USドル
である．法人企業統計によると，近年の鉄鋼部門における全投資額の合計は 5,000 億円程度の水準であるの
で，非現実的な運用ではないとも言える．加えて，日本では次世代型のコークス炉を備えた SCOPE21(Super
Coke Oven for Productivity and Environmental enhancement toward the 21st Century)[5-16] プロジェクトが開発

され，2008年に大分製鉄所で初号機が稼働している実績がある．続いて RAMPケースを見ると，2030年以降
はほとんどすべて次世代型の高炉・転炉法によって代替されるという計算結果である．一方電炉鋼は，高効率

の i_sEFHに単調に代替され，2050年にはすべての電炉鋼が i_sEFHによる生産となる．排出税が高くなれば
なるほど電気炉法による生産は増加し，$50ケース以上のケースではおおよそ電気炉法の生産上限の頭打ちに
あう．

続いて，技術選択の変化による CO2 削減効果について検証する．それぞれの技術ごとにエネルギー原単位

が決まっており，(生産量) × (エネルギー原単位) × (CO2 排出係数)によって CO2 排出量が求められるわけで

あるが，技術選択によって具体的にどれだけの CO2 削減が見込めるのだろうか．BAU，$10，$50各ケースに
おける 2030年および 2050年の CO2 排出量を表にしたものが下表 5.11である．2020年における BAUケース
の CO2 排出量 (約 200 Mt-CO2)を 1とした．

表 5.11 2030年，2050年における BAU，$10，$50各ケースの CO2 排出量．2020年の BAUケースのそ
れを 1として規格化．

BAU $10 $50
2030 1.04 0.969 0.917
2050 1.11 0.934 0.939

$10ケースでは徐々に次世代型の高炉・転炉法に代替されるので，2030年から 2050年にかけて排出量の削
減が望まれるが，$50ケースでは 2030年も 2050年も技術構成は同じであり，鉄鋼需要に合わせて排出量も増
加している．すなわち，鉄鋼部門において CO2 排出量を根本的に減らすためには，既存の高炉・転炉法の運用

では限界があり，新しい技術の普及や電炉鋼のシェア拡大が望まれるということが示唆された．

5.5.3 GDPと TD部門の経済活動

本モデルは各時点において産業連関表や投資マトリックスを作成可能である．各ケースの GDP推移を図 5.8
で与える．簡単の為，BAU ケースの 2020 年の値を 1 とした．また，図 5.9 に 2020 年～2030 年の間におけ
る各ケースの TD部門の生産量推移を示す．このように，政策によって各産業の生産行動がどのように変化す
るのかも詳細に見ることができる．すべてのケースの 2020年から 2050年までの生産量推移と価格推移を図
5.106～図 5.123に示す．

2020 年，多部門で生産量が増加しており，表 6 に挙げた 3 つの部門に関しても生産量が増加している (表
??)．特に建設部門は，2025年の生産量を約 14%増やしている．また，風力発電，太陽光発電が中間投入財お
よび投資財として消費する一般機械・金属・電子装置製造 (fme)財も 7%程生産を伸ばしている．そして排出
税が導入される 2025年以降，特に$150_Nケースでは各財の価格が急騰しており，その結果，例えば農業部門
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の生産量は減少する (表??)．全体で見ると，$150ケースでは，高い排出税が各経済活動を活発化させ GDPの
増加を招くが，将来的にはケース間で GDPに大差はない．ここから導かれる一つ示唆として，排出税は経済
の投資行動を促進させ，GDPの一時的な増加を招くものの，将来的には大差ないが，急激な排出税導入は短期
的な価格の急騰を招く恐れがある．本モデルは家計消費をシナリオとして与えており，価格の高騰が家計に及

ぼす影響を考慮できていないが，一般的に価格の急騰は家計にも悪影響を及ぼす．加えて，GDPが向上する一
方で家計の効用は減少する．以上から，高い排出税の導入には慎重な検討が必要であり，GDPの観点のみで議
論すべきではない．

図 5.8 各ケースの GDP 推移．BAU ケースの 2020
年の値を 1として規格化．

図 5.9 2020 年～2030 年における各ケースの TD 部
門別実質生産量推移．

表 5.12 2025年，2030年における$50_N，$150_Nケースの生産量比率．2020年の BAUケースの値を 1
として規格化．

Agriculture Machinery Construction
$10_N $150_N $10_N $150_N $10_N $150_N

2025 1.03 0.865 1.01 1.07 1.09 1.07
2030 1.09 0.905 0.990 0.918 1.14 1.09

表 5.13 2025年，2030年における$50_N，$150_Nケースの価格比率．2020年の BAUケースの値を 1として規格化．

Agriculture Machinery Construction
$10_N $150_N $10_N $150_N $10_N $150_N

2025 1.30 2.90 1.12 2.14 1.12 1.96
2030 1.35 3.16 1.14 2.11 1.13 2.00

5.5.4 一次エネルギー供給と最終エネルギー消費

本モデルでは電力部門を含むエネルギー部門も BU化し一次ネルギー供給から最終エネルギー消費まで細か
く観察することが可能である．以下，図 5.10～図 5.15に，一次ネルギー供給量から部門ごとの最終エネルギー
消費を示す．一次エネルギー供給量は，排出税をかけると BAU ケースと比べて全ケースにおいて減少する．
それに伴い，最終エネルギー消費も減少し排出税が高ければ高いほどエネルギー消費量は抑制され，CO2 排出

量の減少に貢献する．一次エネルギー供給では，原子力発電および再生可能エネルギーが天然ガスの輸入に代

替されている．一定量の天然ガス供給が存在しているのは，業務部門および家庭部門における都市ガス生産用
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である．都市ガスは電化代替の余地が十分にあるが本モデルではその代替を考慮できておらず課題点として認

識している．石炭も同様である．石炭火力は先の電源構成で示した通り，高い排出税下ではその運用は行われ

ないが，産業部門における石炭の利用を代替する技術を本モデルでは考慮していないため，一定量の石炭エネ

ルギーの供給が必要である．

図 5.10 2020，2030，2050年における各ケースの一
次エネルギー供給量．

図 5.11 2020，2030，2050年における各ケースの業
務部門の最終エネルギー消費量．

図 5.12 2020，2030，2050年における各ケースの産
業部門の最終エネルギー消費量．

図 5.13 2020，2030，2050年における各ケースの運
輸部門の最終エネルギー消費量．

図 5.14 2020，2030，2050年における各ケースの家
庭・政府部門の最終エネルギー消費量．

図 5.15 2020，2030，2050年における各ケースの部
門別最終エネルギー消費量．
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5.6 第 5章の結論

前章で説明した電力部門を BU式に詳細化したモデルを更に改良し，エネルギー多消費産業である鉄鋼，セ
メント，石油化学，紙・パルプ部門における技術選択を考慮可能にすることで，CO2 排出税の効果をより広範

囲まで議論可能にした．また，非電力エネルギー部門も財を細かく分解することで，一次エネルギー消費から

各部門の最終エネルギー消費まで，詳細に観察可能になった．結果として，電源構成は前章の結論と同様，再

生可能エネルギーの拡大を目指しながらも原子力発電の重要性の高さが示唆された．素材部門においては，よ

りエネルギー消費の少ない高効率技術への代替が確認されたが，今回考慮している技術は排出量削減に決定的

な貢献をするとは言い難い技術ばかりであるので，大幅な CO2 削減効果を望むのは難しいという示唆を得た．

一方，これらの技術普及による他産業への影響も論じた．前章同様，高い排出税によって GDP増加が見られ
たが，同時に価格の急騰も示唆された．加えて，排出税の課税によって効用の損失は免れず，経済の正負の影

響を GDPの観点のみで論ずるべきではないとの立場を示した．
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図 5.16 BAUケースの最適電源構成．

図 5.17 $10ケースの最適電源構成． 図 5.18 $10_Nケースの最適電源構成．

図 5.19 $50ケースの最適電源構成． 図 5.20 $50_Nケースの最適電源構成．
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図 5.21 $150ケースの最適電源構成． 図 5.22 $150_Nケースの最適電源構成．

図 5.23 RAMPケースの最適電源構成． 図 5.24 RAMP_Nケースの最適電源構成．
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図 5.25 BAUケースの最適電源容量．

図 5.26 $10ケースの最適電源容量． 図 5.27 $10_Nケースの最適電源容量．

図 5.28 $50ケースの最適電源容量． 図 5.29 $50_Nケースの最適電源容量．
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図 5.30 $150ケースの最適電源容量． 図 5.31 $150_Nケースの最適電源容量．

図 5.32 RAMPケースの最適電源容量． 図 5.33 RAMP_Nケースの最適電源容量．
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図 5.34 BAUケースの鉄鋼部門の技術選択．

図 5.35 $10ケースの鉄鋼部門の技術選択． 図 5.36 $10_Nケースの鉄鋼部門の技術選択．
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図 5.37 $50ケースの鉄鋼部門の技術選択． 図 5.38 $50_Nケースの鉄鋼部門の技術選択．

図 5.39 $150ケースの鉄鋼部門の技術選択． 図 5.40 $150_Nケースの鉄鋼部門の技術選択．

図 5.41 RAMPケースの鉄鋼部門の技術選択． 図 5.42 RAMP_Nケースの鉄鋼部門の技術選択．
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図 5.43 BAUケースのセメント部門の技術選択．

図 5.44 $10ケースのセメント部門の技術選択． 図 5.45 $10_Nケースのセメント部門の技術選択．
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図 5.46 $50ケースのセメント部門の技術選択． 図 5.47 $50_Nケースのセメント部門の技術選択．

図 5.48 $150ケースのセメント部門の技術選択． 図 5.49 $150_Nケースのセメント部門の技術選択．

図 5.50 RAMPケースのセメント部門の技術選択． 図 5.51 RAMP_Nケースのセメント部門の技術選択．
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図 5.52 BAUケースの石油化学部門の技術選択．

図 5.53 $10ケースの石油化学部門の技術選択． 図 5.54 $10_Nケースの石油化学部門の技術選択．
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図 5.55 $50ケースの石油化学部門の技術選択． 図 5.56 $50_Nケースの石油化学部門の技術選択．

図 5.57 $150ケースの石油化学部門の技術選択． 図 5.58 $150_Nケースの石油化学部門の技術選択．

図 5.59 RAMPケースの石油化学部門の技術選択． 図 5.60 RAMP_Nケースの石油化学部門の技術選択．
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図 5.61 BAUケースの紙・パルプ部門の技術選択．

図 5.62 $10ケースの紙・パルプ部門の技術選択． 図 5.63 $10_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択．
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図 5.64 $50ケースの紙・パルプ部門の技術選択． 図 5.65 $50_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択．

図 5.66 $150ケースの紙・パルプ部門の技術選択． 図 5.67 $150_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択．

図 5.68 RAMPケースの紙・パルプ部門の技術選択． 図 5.69 RAMP_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択．
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図 5.70 BAUケースの鉄鋼部門の最適設備容量．

図 5.71 $10ケースの鉄鋼部門の最適設備容量． 図 5.72 $10_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量．
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図 5.73 $50ケースの鉄鋼部門の最適設備容量． 図 5.74 $50_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量．

図 5.75 $150ケースの鉄鋼部門の最適設備容量． 図 5.76 $150_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量．

図 5.77 RAMPケースの鉄鋼部門の最適設備容量． 図 5.78 RAMP_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量．
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図 5.79 BAUケースのセメント部門の最適設備容量．

図 5.80 $10ケースのセメント部門の最適設備容量． 図 5.81 $10_Nケースのセメント部門の最適設備容量．
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図 5.82 $50ケースのセメント部門の最適設備容量． 図 5.83 $50_Nケースのセメント部門の最適設備容量．

図 5.84 $150ケースのセメント部門の最適設備容量． 図 5.85 $150_Nケースのセメント部門の最適設備容量．

図 5.86 RAMPケースのセメント部門の最適設備容量． 図 5.87 RAMP_Nケースのセメント部門の最適設備容量．
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図 5.88 BAUケースの石油化学部門の最適設備容量．

図 5.89 $10ケースの石油化学部門の最適設備容量． 図 5.90 $10_Nケースの石油化学部門の最適設備容量．
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図 5.91 $50ケースの石油化学部門の最適設備容量． 図 5.92 $50_Nケースの石油化学部門の最適設備容量．

図 5.93 $150ケースの石油化学部門の最適設備容量． 図 5.94 $150_Nケースの石油化学部門の最適設備容量．

図 5.95 RAMPケースの石油化学部門の最適設備容量． 図 5.96 RAMP_Nケースの石油化学部門の最適設備容量．
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図 5.97 BAUケースの紙・パルプ部門の最適設備容量．

図 5.98 $10ケースの紙・パルプ部門の最適設備容量． 図 5.99 $10_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備容量．
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図 5.100 $50ケースの紙・パルプ部門の最適設備容量． 図 5.101 $50_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備容量．

図 5.102 $150ケースの紙・パルプ部門の最適設備容量．
図 5.103 $150_N ケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量．

図 5.104 RAMPケースの紙・パルプ部門の最適設備容量．
図 5.105 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の最適
設備容量．
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図 5.106 BAU ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.107 $10 ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.108 $10_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．
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図 5.109 $50 ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.110 $50_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.111 $150 ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.112 $150_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.113 RAMP ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.114 RAMP_N ケースの各 TD 部門の生産量推
移 (2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．
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図 5.115 BAUケースの各 TD部門の価格推移 (2020
年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.116 $10 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.117 $10_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

123



図 5.118 $50 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.119 $50_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.120 $150ケースの各 TD部門の価格推移 (2020
年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.121 $150_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.122 RAMP ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．

図 5.123 RAMP_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年)．2020年の値を 1に規格化．
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第 6章

温室効果ガス削減技術考慮した DMSEE拡
張モデル

前章では，電力部門に加えて非電力エネルギー部門の財を細かく分け，エネルギーフローをより

詳細に追跡できるようにし，素材部門に技術選択の余地を与え，エネルギー多消費産業における

CO2 排出削減について議論を行った．本章ではさらに次世代の温室効果ガス削減技術，具体的に

は二酸化炭素回収・貯留 (CO2 Capture & Storage; CCS)技術を加え，これが二酸化炭素排出量削減
にどれだけ貢献するか，議論可能にした．本章ではまず 6.1節で CCSの概要について説明した後，
6.2節で CCSの定式化の説明を行う．そして，計算のシナリオおよびケース設定について 6.3節で
言及した後，6.4節で結果とその分析について論ずる．そして 6.5節で本章を締める．

6.1 概要

脱炭素化に向けた次世代技術として，CO2 回収・貯留技術 (CO2 Capture and Storage; CCS) と水素利
用が挙げられる．CCS とは工場や発電所で排出される CO2 を回収し，地下に貯留する技術である．

IPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change; 気候変動に関する政府間パネル) の第 5 次報告書および
「CCSに関する特別報告書」等をまとめた文献 [6-1]によると，世界の CCS技術ポテンシャルは約 2兆トンに
も及ぶ．2016年の世界の CO2 排出量が約 323億トン [6-2] であったことからも，非常に大きなポテンシャルを

有していると言える．IPCCも「CCS技術は，化石燃料発電プラントの温室効果ガス排出を削減できる可能性
がある」と評価している．我が国においても，そのポテンシャルは約 1,461億 t-CO2 と推計されている [6-3]．

現在．北海道の苫小牧市で実証実験が進んでおり，調査，試験，研究，開発を重ねて，早期の CCS設置に向
けて尽力している*1．水素についても同様に，日本は水素を重要なエネルギー源として捉えており，水素基本

戦略 [6-5] を作成している．利用時に温室効果ガスを全く排出しないことや，多様なエネルギー源から製造，貯

蔵，輸送可能なので安定供給を実現できる点等が水素利用のメリットである．特に日本の場合，先に述べたよ

うに，低炭素化と安定供給のどちらも同時に遂行できる点から，その研究開発および実現に向けて尽力してい

る．しかし，図 6.1にもあるように，高いコストとプレイチェーンの未構築の問題がある．政府はこのシナリ
オをベースとして，技術開発や市場のスケールアップによるコストの低減を目指すとともに，サプライチェー

ンの確保にも努めていく方針である．本モデルでは，まず CCSを考慮できるようモデルを開発した．

*1 詳しくは文献 [6-1]の 7ページ以降を参照されたい．
*2 水素基本戦略の概要資料

[6-4] から引用．
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図 6.1 水素基本戦略のシナリオ*2．

6.2 CCSの定式化

6.2.1 アクティビティの設定

GTAPの各種データには CCSを扱う部門が存在しないので，独自に文献調査を行い各種物量データや金額
データを設定する必要があり，文献 [6-6, 6-7]を参考した．
まずアクティビティの設定である．アクティビティは表 6.1 のように設定した．主な CCS の技術は，燃
料をボイラーで燃焼し除塵・脱硫処理後に CO2 を分離回収する Post-Combustion 方式と，燃料を酸素を用い
てガス化し，洗浄・水性ガスシフト反応および脱硫処理した後に CO2 を分離回収する Pre-Combustion 方式
の 2つの技術である．しかし Pre-Combustion方式の技術は一般に発電所の建設前から付属させる必要があり
(IGCC/IGFC等)，Post-Combustion方式に比べ技術的困難を伴う．したがって本モデルでは，示したアクティ
ビティの通り，Post-Combustion方式のみを考慮することとしている．将来的に Pre-Combustion方式の運用の
現実性が増せばモデルでも考慮可能である．これらの技術が石炭火力発電，ガス火力発電，あるいは鉄鋼部門

の工場に設置され，それぞれで発生する CO2 を回収する．上記の回収アクティビティに加えて，CO2 を貯留

する貯留アクティビティを考えている．設備費は文献 [6-6]の表 3に記載されている分離回収コストで設定し
た．文献 [6-6]の表 1および 2に主要機器リストとその価格，および必要電力が掲載されている．機器はすべ
て f me部門からの中間投入であるとしてモデル内では考慮している．また文献 [6-6]の表 3には工事費も記載
れているので，この工事費は cns 部門からの投資として考慮している．加えて，文献 [6-8]において，船舶に
よる輸送コストを約 4,000円/tと試算しているので，この値を用いて CO2 の輸送コストも wtp部門*3からの中

間投入によって考慮している．ただし，電力部門とその他産業部門との間でこれらの値は同じとして設定して

いる．

*3 海上輸送．
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表 6.1 CCS部門のアクティビティ．

名称 説明 設備費 [104 Gt-CO2 / million USD] 初期設備能力 [Gt-CO2/year]
ccsELY_coa Post-Combusion 方

式 (石炭火力)
41507 0

ccsELY_gas Post-Combusion 方

式 (ガス火力)
79390 0

ccsROE_i_s Post-Combusion 方

式 (鉄鋼部門)
47903 0

ccsSTO 貯蔵設備 174942 0

6.2.2 制約条件

(a)基本式

xpCn,r ,y ≤ 0 , (6.1)

−xpCn,r ,y ≤ OperationRateCn,r · xeF
Cn,r ,y , (6.2)

xpCccsSTO,r ,y =
∑

n∈CCSR\{”ccsSTO”}
xpCn,r ,y . (6.3)

CCS部門の生産量 xpは CO2 削減量を意味する．したがって負の値として設定している ((6.1)式)．そして他
の部門の設備容量に当たる xe は，年間の CO2 削減可能量として設定しており，稼働率 OperationRateC に

よって xpと結びつく ((6.2)式)．そして各産業で回収された CO2 はそのまますべて貯留施設へと運ばれると

して (6.3)式を設けている．

(b)設備と投資

xeF
Cn,r ,y = XeF

Cn,r +

t∑
t′=0

FCy,y′,rη
I
Cn′,r ,y xiCn,r ,y′ , (6.4)

s.t. FCy,y′,r =

{
τ (if τ (y − y′) ≤ LTCn,r )
0 (else)

(y ≥ y′) (6.5)

FCy,y′,r : 地域 r の時点 y, y′ に依存する投資と設備を接続する係数, ηI
Cn,r ,y

: 時点 y，地域 r における単

位投資当たりに得られる設備量, τ: 時点間隔, LTCn,r : 地域 r における BUアクティビティ nの耐用年数

(全アクティビティ 40年)

BU部門のそれと同じ形式で設定した．ただし，
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(c)需要供給バランス
CCS部門を加えたことによって以下のように需要供給バランス式を変更した．

xhTm,r ,y + xgTm,r ,y +
∑

n∈T AR

ATTm,n,r ,y xpTn,r ,y +
∑

n∈BAR

ATBm,n,r ,y xpBn,r ,y +
∑

n∈CCSR

ATCm,n,r ,y(−xpCn,r ,y)

+
∑

n∈T AR

CTTm,n,r ,y xiTn,r ,y +
∑

n∈BAR

CTBm,n,r ,y xiBn,r ,y +
∑

n∈CCSR

CTCm,n,r ,y xiCn,r ,y ≤ xcTm,r ,y ,

(6.6)

xhBm,r ,y + xgBm,r ,y +
∑

n∈T AR

ABTm,n,r ,y xpTn,r ,y +
∑

n∈BAR

ABBm,n,r ,y xpBn,r ,y +
∑

n∈BAR

ABCm,n,r ,y(−xpCn,r ,y)

+
∑

n∈T AR

CBTm,n,r ,y xiTn,r ,y +
∑

n∈BAR

CBBm,n,r ,y xiBn,r ,y +
∑

n∈BAR

CBCm,n,r ,y xiCn,r ,y = xcBm,r ,y .

(6.7)

6.3 シナリオおよびケース設定

6.3.1 シナリオ

前章と同様に家計消費および政府消費をシナリオ化した．本章では 5章と同様に，家計消費を年率 1.5%で
消費増するとし，政府消費は初期時点から一定とした．

CCS部門に関して，3つの上限シナリオを用意した．6.1節で述べた通り，文献 [6-3]によると日本の CCS
ポテンシャルは 1,461億 t-CO2 と見積もられている．また文献 [6-9]のように 2050年のポテンシャルを 9,100
万 t-CO2 と設定している例もある．本研究ではこれらを参考に，各時点におけるポテンシャルを図 6.2のよう
に 3つの上限シナリオを用意した (SuperHigh，High，Lowシナリオ)．ただし，電力部門とその他産業部門そ
れぞれのポテンシャルは未知であるため，このポテンシャルを 1:1で分け合うものとしている．いずれそれぞ
れの部門における信憑性の高いポテンシャルのデータが入手できればすぐに再設定可能である．

図 6.2 6各ケースの CCS貯留ポテンシャルの上限値．

6.3.2 ケース

本章では以下のケースを設定した．5章のケースと同じである．
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• BAU(Business As Usual)ケース: 先で記述した基本的な制約条件以外に制約を課さないケース．
• $10ケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$10の排出税を課すケース．
• $10_Nケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$10の排出税を課し，全時点において原子力発電所の
新設を禁止するケース．

• $50ケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$50の排出税を課すケース．
• $50_Nケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$50の排出税を課し，全時点において原子力発電所の
新設を禁止するケース．

• $150ケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$150の排出税を課すケース．
• $150_Nケース: 2025年以降，CO2 単位トン当たり$150の排出税を課し，全時点において原子力発電所
の新設を禁止するケース．

• RAMPケース：2025年，CO2 単位トン当たり$20の排出税を課し，毎年単位トン当たり$4の排出税を
上乗せするケース (すなわち 2050年時点で$120/t-CO2)．

• RAMP_Nケース：2025年，CO2 単位トン当たり$20の排出税を課し，毎年単位トン当たり$4の排出税
を上乗せするケース．加えて全時点において原子力発電所の新設を禁止するケース．

6.4 結果とその分析

ここではまず 6.4.1項で CCS導入による最適電源構成の変化を見る．次に CCS導入による CO2 排出量の変

化を 6.4.2項で，そして 6.4.3項でどの部門に CCSを導入しその投資額がどれほどになるのかを示す．本文に
載せていない結果は付録 Gを参照されたい．

6.4.1 最適電源構成

図 6.3～図 6.50 に各シナリオ各ケースの最適電源構成および最適電源容量を示した．特に SuperHigh シナ
リオでは，$150ケースでも原子力発電よりも CCS設備を付したガス火力発電での運用に代替された．また，
$10_Nケースにおいてもガス火力発電に加え，石炭火力発電の運用も 2050年時点で全体の約 15%を占める結
果となった．CCSの導入量によっては最適電源構成の変化が認められる結果である．

6.4.2 CO2 排出量

図 6.51～図 6.53に各シナリオの排出量推移，図 6.54～図 6.56に各シナリオの部門別 CO2 排出量推移を示

す．CCSの導入量が増えれば触れるほど削減効果が望め，SuperHighシナリオの$150ケースでは，2040年の
CO2 排出量が 2020年比で約 41%の削減を可能にしている．Highシナリオでは，$150ケースで 2020年比最
大約 29%の削減が可能 (2040年)であり，CCSを導入しない場合に比べて 4%程排出量の削減効果が望める．
Low シナリオでは CCS を導入しない場合とほとんど変わらず，排出量削減効果は薄いと言わざるを得ない．
6.4.1項で述べたとおり，CCSの導入によって SuperHighシナリオではガス火力発電や石炭火力発電の運用が
行われるため，図 6.51に示されるように，発電部門からの CO2 排出量が顕著である．Highケースになると，
発電部門から回収できる CO2 の量に限界があるため，原子力発電等のゼロ・エミッション電源へと代替がす

すむ．ほとんどすべてのシナリオおよびケースにおいて，CCSの上限シナリオを目一杯満たしていることから
も，現状のモデリングやパラメータの設定下では，CCSの CO2 排出量削減における経済性は非常に高いと言

える．
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6.4.3 CCSの技術選択と投資

図 6.60～図 6.83 に CCS がどの部門に導入されるのが経済合理的かを示した．シナリオで設定した上限は
すべての CCS 導入量の合計であるので，その中でどの部門に CCS を導入すべきか選択が行われる．例えば
6.4.1で述べたように，SuperHighシナリオの$150ケースにおいて，CCSの導入によって原子力発電からガス
火力発電へと大幅に代替が行われたので，図 6.64が示すとおり，ガス火力発電に設置される CCSが多量を占
める．石炭火力発電の運用がほとんどないので，上限までの残りは鉄鋼部門に設置される CCSが占めている．
また図 6.61にあるように，石炭火力発電に設置される CCSの導入によって石炭火力発電の運用が 2050年時
点でも行われる．経済性の観点からはこれ以上の排出税下では石炭火力発電の出る幕はないが，エネルギー源

の多様性を模索するのであれば，CCS技術の普及とともに石炭火力発電の運用が考えられるかもしれない．
次に投資額を見る．SuperHighシナリオではどのケースに置いても毎年約 5～10億 USドルの投資が行われ
ている．2006年から 2015年まで，世界全体で CCSに投資された額は約 200億 USドル [6-10]であることを
考えると非現実的な投資額ではないと言える．

6.5 第 6章の結論

本章では，前章までで解説した拡張版の DMSEEをさらに拡張させて，温室効果ガス削減技術の 1つとして
期待されている CCSを考慮可能にするとともに，代表的な結果について分析を行った．CCSは将来技術であ
り，データの信憑性も乏しいと言わざるを得ないため本章の拡張モデルでも簡易的なモデリングに留めている

が，将来，より CCSが現実的な技術になった際にも十分に余力を残す．主な結果として，CCSを考慮した際
の最適電源構成，CO2 排出量，CCSの技術選択と投資が示された．CCSの導入によって，原子力発電がガス
火力発電に代替する可能性が示唆され，CO2 排出量も CCSを導入した方が抑制できるとの結果であるが，い
ずれも CCSの効果を望むためには，野心的な CCSの導入量が必要になるとの示唆を得た．しかし，野心的な
CCSの導入を実現するための投資額を見ると，非現実的な話ではないとの示唆を得た．
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図 6.3 $10ケースの最適電源構成 (SuperHigh)． 図 6.4 $10_Nケースの最適電源構成 (SuperHigh)．

図 6.5 $50ケースの最適電源構成 (SuperHigh)． 図 6.6 $50_Nケースの最適電源構成 (SuperHigh)．

図 6.7 $150ケースの最適電源構成 (SuperHigh)． 図 6.8 $150_Nケースの最適電源構成 (SuperHigh)．
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図 6.9 RAMPケースの最適電源構成 (SuperHigh)． 図 6.10 RAMP_Nケースの最適電源構成 (SuperHigh)．

図 6.11 $10ケースの最適電源容量 (SuperHigh)． 図 6.12 $10_Nケースの最適電源容量 (SuperHigh)．

図 6.13 $50ケースの最適電源容量 (SuperHigh)． 図 6.14 $50_Nケースの最適電源容量 (SuperHigh)．
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図 6.15 $150ケースの最適電源容量 (SuperHigh)． 図 6.16 $150_Nケースの最適電源容量 (SuperHigh)．

図 6.17 RAMPケースの最適電源容量 (SuperHigh)． 図 6.18 RAMP_Nケースの最適電源容量 (SuperHigh)．
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図 6.19 $10ケースの最適電源構成 (High)． 図 6.20 $10_Nケースの最適電源構成 (High)．

図 6.21 $50ケースの最適電源構成 (High)． 図 6.22 $50_Nケースの最適電源構成 (High)．

図 6.23 $150ケースの最適電源構成 (High)． 図 6.24 $150_Nケースの最適電源構成 (High)．
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図 6.25 RAMPケースの最適電源構成 (High)． 図 6.26 RAMP_Nケースの最適電源構成 (High)．

図 6.27 $10ケースの最適電源容量 (High)． 図 6.28 $10_Nケースの最適電源容量 (High)．

図 6.29 $50ケースの最適電源容量 (High)． 図 6.30 $50_Nケースの最適電源容量 (High)．

136



図 6.31 $150ケースの最適電源容量 (High)． 図 6.32 $150_Nケースの最適電源容量 (High)．

図 6.33 RAMPケースの最適電源容量 (High)． 図 6.34 RAMP_Nケースの最適電源容量 (High)．
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図 6.35 $10ケースの最適電源構成 (Low)． 図 6.36 $10_Nケースの最適電源構成 (Low)．

図 6.37 $50ケースの最適電源構成 (Low)． 図 6.38 $50_Nケースの最適電源構成 (Low)．

図 6.39 $150ケースの最適電源構成 (Low)． 図 6.40 $150_Nケースの最適電源構成 (Low)．
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図 6.41 RAMPケースの最適電源構成 (Low)． 図 6.42 RAMP_Nケースの最適電源構成 (Low)．

図 6.43 $10ケースの最適電源容量 (Low)． 図 6.44 $10_Nケースの最適電源容量 (Low)．

図 6.45 $50ケースの最適電源容量 (Low)． 図 6.46 $50_Nケースの最適電源容量 (Low)．

139



図 6.47 $150ケースの最適電源容量 (Low)． 図 6.48 $150_Nケースの最適電源容量 (Low)．

図 6.49 RAMPケースの最適電源容量 (Low)． 図 6.50 RAMP_Nケースの最適電源容量 (Low)．
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図 6.51 SuperHighシナリオの各ケースの CO2 排出量．

図 6.52 Highシナリオの各ケースの CO2 排出量．
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図 6.53 Lowシナリオの各ケースの CO2 排出量．

図 6.54 SuperHighシナリオの各ケースの部門別 CO2 排出量．

図 6.55 Highシナリオの各ケースの部門別 CO2 排出量．
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図 6.56 Lowシナリオの各ケースの部門別 CO2 排出量．

図 6.57 各ケースの GDP推移 (SuperHigh)．BAUケースの 2020年の値を 1として規格化．

図 6.58 各ケースの GDP推移 (High)．BAUケースの 2020年の値を 1として規格化．
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図 6.59 各ケースの GDP推移 (Low)．BAUケースの 2020年の値を 1として規格化．
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図 6.60 $10ケースの CCS技術選択 (SuperHigh)． 図 6.61 $10_Nケースの CCS技術選択 (SuperHigh)．

図 6.62 $50ケースの CCS技術選択 (SuperHigh)． 図 6.63 $50_Nケースの CCS技術選択 (SuperHigh)．
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図 6.64 $150ケースの CCS技術選択 (SuperHigh)． 図 6.65 $150_Nケースの CCS技術選択 (SuperHigh)．

図 6.66 RAMPケースの CCS技術選択 (SuperHigh)． 図 6.67 RAMP_Nケースの CCS技術選択 (SuperHigh)．

図 6.68 $10ケースの CCS技術選択 (High)． 図 6.69 $10_Nケースの CCS技術選択 (High)．
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図 6.70 $50ケースの CCS技術選択 (High)． 図 6.71 $50_Nケースの CCS技術選択 (High)．

図 6.72 $150ケースの CCS技術選択 (High)． 図 6.73 $150_Nケースの CCS技術選択 (High)．

図 6.74 RAMPケースの CCS技術選択 (High)． 図 6.75 RAMP_Nケースの CCS技術選択 (High)．
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図 6.76 $10ケースの CCS技術選択 (Low)． 図 6.77 $10_Nケースの CCS技術選択 (Low)．

図 6.78 $50ケースの CCS技術選択 (Low)． 図 6.79 $50_Nケースの CCS技術選択 (Low)．

図 6.80 $150ケースの CCS技術選択 (Low)． 図 6.81 $150_Nケースの CCS技術選択 (Low)．
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図 6.82 RAMPケースの CCS技術選択 (Low)． 図 6.83 RAMP_Nケースの CCS技術選択 (Low)．
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第 7章

結論

前章までをもって，独自のエネルギー経済モデルの開発とその計算結果が示す CO2 排出削減対策

の評価について行ってきた．本章では結論として，7.1節でこれまで各章で示してきた主な内容に
ついて述べた後，7.2節で本モデルが現在抱える今後の課題について言及する．

7.1 これまでのまとめ

まず第 1章では本研究の背景となる，世界のエネルギー情勢，日本のエネルギー情勢の概要について言及し
た．特に我が国においては，低いエネルギー自給率や原子力発電再稼働の問題，先進国としての CO2 排出削減

への責務等，混沌としたエネルギー情勢を抱えていることに触れるとともに，電気料金を引き合いに出し，こ

れらエネルギー問題と経済とは切っても切り離せない関係にあることを強調した．この背景に基づき，日本の

エネルギー政策を定量評価するモデルの中でも，エネルギーシステムそのものだけではなく，経済全体を俯瞰

して，エネルギーシステムを含む産業連関構造を詳細に考慮可能なモデルの意義について触れ，本研究がこの

ようなモデルの開発に従事するものであることを示した．そして本研究が開発するモデルは，経済全体を俯瞰

しながらも，エネルギー部門や素材部門における技術選択を論ずることが可能なモデルであること，電力部門

における再生可能エネルギーの現実的な導入量を議論すべく高時間解像度化に成功していること，独自の計算

手法を用いて，大規模な連立方程式を線形計画問題へと帰着させ，計算機に依る計算時間の大幅な抑制とモデ

ルの発展性の向上を担保していることなどを新規性として示し，本研究がいかに画期的で学術的に価値のある

ものかを示した．

第 2章では，エネルギー・経済モデルの概要について説明した．エネルギー・経済モデルは大きく分けて，
「最適化型かシミュレーション型か」，「トップダウンモデルかボトムアップモデルかハイブリッドモデルか」な

る分類があることを説明し，それぞれの分類の著名なモデルを紹介した．加えて，その中でも本研究の基礎と

なる，応用一般均衡モデルおよび GTAP モデルについての概要を解説した．そして，トップダウン，ボトム
アップ，双方のアプローチを可能にするハイブリッドモデルの種類について説明し，本モデルの立ち位置がひ

とつのモデル内で完結する Integrated型ハイブリッドモデルであることを示した．
第 3章から，本研究で開発した動学的多部門エネルギー経済モデル (DMSEE)の具体的な定式化を開始した．

DMSEEは CGEに基づいて構築されたエネルギー経済モデルであるが，一般的な CGEが連立方程式の求解を
行うのに対し，DMSEEは独自の線形近似手法を用いることで大規模な連立方程式を，消費の効用関数を目的
関数とする線形計画問題に帰着させて求解している．これによって計算時間の大幅な抑制と，モデルの発展性

の向上を可能にした．そして，ある部門ある生産過程における非線形生産関数の真値と近似値とを実際に比較

し，誤差率が 0.1%以内に抑えられることを示した．
第 4章からは，第 3章で説明した DMSEEにおいて，いくつかの部門に着目し，その部門を詳細化すること
で技術選択を議論可能にした．第 4章ではまず電力部門に着眼し，電力部門における技術選択によってどれだ
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け経済が変化するか，CO2 排出削減が望めるかについて議論した．再生可能エネルギーのより現実的な運用を

考えるため，年間を 8,760分割し 1時間毎の電力の需給バランスを考えた．計算結果では原子力発電，太陽光
発電の重要性が示唆され，また，高い排出税が GDP増加に繋がるとの示唆も得た．他方，高い排出税は家計
の効用を下げる結果となり，GDPだけで議論を行うべきではないという示唆も得た．
第 5章では，電力部門に加え，非電力エネルギー部門およびエネルギー多消費産業である素材部門のボトム
アップ化を行った．素材部門に関しては，鉄鋼部門，セメント部門，石油化学部門，紙・パルプ部門それぞれ

に詳細が技術選択の余地を与えて，排出税下における CO2 排出削減効果について論じた．計算の結果，鉄鋼

部門において，高い排出税をかけると次世代型コークス炉を備えた高炉・転炉法がシェアを拡大させたが，石

炭を用いた製鉄法では排出量削減効果に限界があり，新しい技術や電気炉法の普及が望まれるという示唆を得

た．その他素材部門においては，排出税下において，よりエネルギー原単位の少ない高効率の技術が選択され

る結果を得た．また，本章の拡張モデルから行った非電力エネルギー部門のボトムアップ化により，一次エネ

ルギー供給から最終エネルギー消費まで詳細に追跡可能になった．計算結果から，高い排出税によってエネル

ギー消費全体が抑制されるが，本モデルで考慮している省エネ技術は限られており，例えば家計部門や運輸部

門における省エネ技術の考慮が早急なモデルの改善点として浮き彫りになった．加えて，本章でも経済的観点

からの分析を行った．結果として，投資の促進により GDPの一時的な増加は招くものの，急激な排出税の課
税は短期的な価格の急騰を引き起こす可能性が示唆された．また前章と同様に，GDPが増加する一方で消費の
効用は減少するという点に対する慎重な議論は必要であるとの示唆を得た．

第 6では，更に CCSを導入することでどれほど CO2 削減効果が望めるかを議論可能にした．CCSは次世代
技術であり，その実際の運用は未知な側面が大きいが，モデルの拡張性を示すことに成功した．実際には CCS
のポテンシャル別に 3つのシナリオを設定したが，特に超高位ケースでは，ガス火力発電における CCSが重
要な役割を担う結果となった．排出量を見ると，特に高排出税ケースでは CCSを導入しない場合に比べて最
大で 4%程排出量が減るという結果を得た．今後，技術開発が進み，信憑性の高い各種パラメータの値が入手
可能になれば本モデルでも更に CCSの可能性について議論可能である．

7.2 今後の課題・展望

本研究は新規性の高いモデル開発に従事したものであるが，多くの課題を抱えている．

まず BU部門と TD部門のより整合的な接続である．第 5章でも指摘したとおり，実測値である産業連関表
の値と，各技術ごとの理論的な工学データとの間に一定の隔たりがあることである．この課題の克服には各部

門の投入係数や投資係数等すべての外生データを細かく見ていく必要があり，膨大な時間と労力を要する．し

かし，より現実的な分析のためには必須の作業であり，今後の課題である．

続いて GDP および効用の取り扱いである．第 4 章で指摘したとおり，本モデルにおける効用の扱いをよ
り明瞭にする必要がある．現状では排出税をかければかけるほど技術が出尽くさな限り GDP は増加するが，
GDPの増加には労働の余暇等の他の経済におけるパラメータも重要な鍵を握るため，経済サイドの議論をより
現実的なものとするためには，GDPおよび効用の取り扱いについて，検討を重ねていく必要があると言える．

TD部門，家庭部門における省エネ，CO2 削減についても議論可能に発展させたい．実社会においても省エ

ネ対策は進んでおり，TD部門並びに家庭部門においても CO2 削減効果の議論が可能なモデルに発展させるべ

きである．また，現状，CCSは第 6章で扱っているが，今後のさらなる運用が期待される水素についても考え
ていきたい．

最後に，世界モデルへの拡張である．現状，対象地域は日本のみとしているが，本モデルでは貿易も考慮可

能であるので，対象地域を世界へと広げることが可能である．貿易価格や効用の取り扱い，あるいは工学デー

タの入手等，抱える課題は多いが，今後の展望としたい．
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付録

A GTAP-POWERで定義される部門一覧

GTAP-POWERでは部門が 65部門用意されている．以下にそれぞれの説明を与える．

表 A.1 : GTAP-POWERで定義される部門一覧

番号 部門 説明

1 pdr 稲作生産業: 玄米，白米
2 wht 小麦生産業: 小麦，メスリン
3 gro その他穀物生産業: トウモロコシ，大麦，ライ麦，燕麦,その他穀物
4 v_ f 野菜 &フルーツ生産業: 野菜，果菜類，果物，ナッツ，ジャガイモ，キャッサバ，

トリュフ

5 osd 脂肪種子生産業: 脂肪種子，油性果物;大豆，コプラ
6 c_b 食用茎 &食用根生産業: サトウキビ，テンサイ
7 p f b 食物繊維生産業: コットン，アマ，タイマ，サイザル麻，繊維製品に使用される生

果菜材料

8 ocr その他穀物生産業: 生きた植物;切花，花芽;花や果実の種;野菜の種，喫飲料作物，
香辛料作物，未加工のタバコ，穀物の藁，殻，殺虫剤，かび防止剤，類似品，テン

サイの種と飼料植物（他の生植物性材料）の種，スウェーデンカブ，トウヂシャ．

飼料ルーツ，干し草，アルファルファ，クローバー，イガマメ，飼料ケール，ルピ

ナス，ソラマメ類と類似した飼料製品（香水で主に使われる植物の植物の一部）

9 ctl 畜牛業: 牛，羊，ヤギ，馬，ロバ，ラバ，ケッテイ，それらの精液
10 oap その他家畜業: 豚，家禽，その他の生き物;生卵，加工卵，はちみつ，生のあるいは

保存されたカタツムリ (海産巻貝を除く);食用カエルの足，その他食用動物，皮膚，
皮，毛皮，虫白蝋，鯨蝋 (加工有無に関わらず)

11 rmk 生乳生産業: 生乳
12 wol 羊毛生産業: 羊毛，絹，その他織元して使われる動物の毛
13 f rs 林業: 木材伐採業，木材の搬出業，その他関連業
14 f sh 漁業: 捕獲，養魚，繁殖，その他漁業関連業
15 coa 石炭業: 採鉱業，亜炭，泥炭，無煙炭の凝集
16 oil 製油業 (原油と天然ガスの抽出)，測量を除くその他の関連業
17 gas 製ガス業 (原油と天然ガスの抽出)，測量を除くその他の関連業
18 omn その他鉱業 (その他金属鉱物の採鉱，採石): ウラン，宝石
19 cmt 食用牛畜産業: 生あるいは冷凍の牛肉，食用の牛，羊，ヤギ，馬，ロバ，ラバ，ケッ

テイ，動物性油脂

20 omt その他肉に関する産業 (保存，準備): 豚肉，豚くず肉，血液
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番号 部門 説明

21 vol 植物性油生産業: 大豆，とうもろこし，オリーブ，ごま，ピーナッツ，ひまわりの
種，ベニバナ，綿の種子，セイヨウアブラナ，キャノーラ等の油，マスタード，コ

コ椰子，オイル椰子の実，ビーバー香，ホホバ油，羽状葉ヤシ，亜麻の種子 (一部，
あるいはすべて水素化，エステル化，最エステル化されたもの). マーガリン， and
類似物，動物あるいは植物の蜜蝋，脂肪，コットンリンター，油かす，その他植物

油の抽出で出てきた固体のかす

22 mil 牛乳生産業: 乳製品
23 pcr 精米されたお米

24 sgr 砂糖生産業: 砂糖
25 o f d その他食品業: 保存された魚，野菜，フルーツ，フルーツジュース，野菜ジュース，

木の実 ，すべての穀粉, 麦，小麦のペレット，その他穀粒製品 (コーンフレークを
含む)，その他植物粉，パンの生地，澱粉と澱粉製品，砂糖，砂糖シロップ,動物の
餌，パン製品，ココア，チョコレートおよび砂糖菓子類．マカロニ，麺類，クスク

スと類似した粉製の製品等

26 b_t 飲料，タバコ生産業: 飲料，タバコ
27 tex 織物生産業: 織物および人造繊維
28 wap 衣服業 (製造と仕上げ): 衣服，毛皮染め
29 lea 革物製造業 (製造と仕上げ): 旅行かばん，ハンドバッグ，馬具，履物類
30 lum 製材業: 家具を除く材木製品，コルク製品，わら製品，編み製品
31 ppp 製紙業 (出版，印刷，記録媒体の複製を含む)
32 p_c 石油 &コークス製造業: コークス炉製造物，精製された石油製品，加工された核燃

料

33 crp 化学ゴム製造業: 基礎化学製品，その他化学製品，ゴム，プラスチック製品
34 nmm 非金属鉱物製造業: セメント，石膏，石灰，砂利，コンクリート
35 i_s 鉄 &鋼製造業: 基礎製造物と鋳造
36 n f m 非鉄金属製造業: 銅，アルミ，亜鉛，鉛，金，銀製造物と鋳造
37 f mp 金属製造業: 機械装置を除く板金製品
38 mvh 自動車と部品製造業: 車，タンクローリー，トレーラー，セミトレーラー
39 otn その他輸送装置製造業: その他輸送装置
40 ele 電子装置製造業:オフィス，会計および計算機械、ラジオ、テレビ，通信機器，装置
41 ome その他機械と器材の製造業：電気機械と装置、医療機器、精密機器、光学機器、腕

時計，時計

42 om f その他製造業 (リサイクルも含む)
43 TnD 送電・配電

44 NuclearBL 原子力発電 (ベースロード)
45 CoalBL 石炭火力発電 (ベースロード)
46 GasBL ガス火力発電 (ベースロード)
47 WindBL 風力発電 (ベースロード)
48 HydroBL 水力発電 (ベースロード)
49 OilBL 石油火力発電 (ベースロード)
50 OtherBL その他発電 (ベースロード)
51 GasP ガス火力発電 (ピークロード)
52 HydroP 水力発電 (ピークロード)
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番号 部門 説明

53 OilP 石油火力発電 (ピークロード)
54 SolarP 太陽光発電 (ピークロード)
55 gdt ガス配給業: 配管を使ったガス燃料の配布;蒸気と湯の供給
56 wtr 水製造業: 採取，精製，配布
57 cns 建設業: 家，向上，オフィス，道路の建築
58 trd 取引業 (すべての小売販売，卸売業と委員会との取引，ホテルとレストラン，自動

車と家庭商品の修繕，自動車用燃料の小売販売)
59 otp その他の輸送業: 交通，鉄道 ;パイプライン，補助交通;旅行代理店
60 wtp 水上輸送業

61 atp 航空輸送業

62 cmn 通信業: 郵便，電話
63 o f i その他の財政的介在業 (保険，年金資金提供以外の補助活動を含む)
64 isr 保険業: 年金も含む (義務的な社会保障を除く)
65 obs その他の事業サービス業：不動産，レンタル事業活動

66 ros レクリエーション業，その他サービス業 (レクリエーション的、文化的、スポーツ
的な活動、他のサービス活動，使用人

67 osg その他のサービス業，政府活動 (行政と防御，必須な社会保障、教育、健康と社会
福祉、汚水とゴミ処分、公衆衛生と類似した活動)

68 dwe 住居業: オーナーの賃貸住宅の所有権
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B GTAP-POWERで定義される地域一覧

GTAP-POWERおよび GTAP 9では地域が 140地域に分類されている．以下にそれぞれの説明を与える．

表 B.2 : GTAP-POWERで定義される地域一覧

番号 部門 説明 番号 部門 説明

1 AUS オーストラリア 34 CHL チリ

2 N Z L ニュージーランド 35 COL コロンビア

3 XOC その他オセアニア 36 ECU エクアドル

4 CHN 中国 37 PRY パラグアイ

5 HKG 香港 38 PE R ペルー

6 JPN 日本 39 URY ウルグアイ

7 KOR 韓国 40 VEN ベネズエラ

8 MNG モンゴル 41 XSM その他南アメリカ

9 TW N 台湾 42 DOM ドミニカ共和国

10 XE A その他東アジア 43 J AM ジャマイカ

11 BRN ブルネイ 44 HND ホンジュラス

12 KHM カンボジア 45 NIC ニカラグア

13 IDN インドネシア 46 PAN パナマ

14 LAO ラオス 47 SLV エルサルバドル

15 MY S マレーシア 48 XCA その他中央アメリカ

16 PHL フィリピン 49 DOM ドミニカ共和国

17 SGP シンガポール 50 J AM ジャマイカ

18 TH A タイ 51 PRI プエルトリコ

19 V N M ベトナム 52 TTO トリニダード・トバゴ

20 XSE その他東南アジア 53 XCB カリブ

21 BGD バングラデシュ 54 AUT オーストリア

22 IND インド 55 BE L ベルギー

23 NPL ネパール 56 CY P キプロス

24 PAK パキスタン 57 CZE チェコ

25 LK A スリランカ 58 DNK デンマーク

26 XSA その他南アジア 59 EST エストニア

27 CAN カナダ 60 FIN フィンランド

28 USA アメリカ 61 FRA フランス

29 ME X メキシコ 62 DEU ドイツ

30 XN A その他北アメリカ 63 GRC ギリシャ

31 ARG アルゼンチン 64 HUN ハンガリー

32 BOL ボリビア 65 IRL アイルランド

33 BRA ブラジル 66 IT A イタリア

67 LV A ラトビア 105 TUR トルコ

68 LTU リトアニア 106 ARE アラブ首長国連邦

69 LUX ルクセンブルク 107 XWS その他西アジア
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番号 部門 説明 番号 部門 説明

70 MLT マルタ 108 EGY エジプト

71 N LD オランダ 109 M AR モロッコ

72 POL ポーランド 110 TUN チュニジア

73 PRT ポルトガル 111 XNF その他北アフリカ

74 SVK スロバキア 112 BEN ベナン

75 SV N スロベニア 113 BF A ブルキナファソ

76 ESP スペイン 114 CMR カメルーン

77 SWE スウェーデン 115 CIV コートジボワール

78 GBR イギリス 116 GH A ガーナ

79 CHE スイス 117 GIN ギニア

80 NOR ノルウェイ 118 NGA ナイジェリア

81 XEF その他欧州自由貿易連合 119 SEN セネガル

82 ALB アルバニア 120 TGO トーゴ

83 BGR ブルガリア 121 XWF その他西アフリカ

84 BLR ベラルーシ 122 XCF 中央アフリカ

85 HRV クロアチア 123 X AC 南中央アフリカ

86 ROU ルーマニア 124 ETH エチオピア

87 RUS ロシア 125 KEN ケニア

88 UKR ウクライナ 126 MDG マダガスカル

89 XEE その他東ヨーロッパ 127 MW I マラウィ

90 XE R その他ヨーロッパ 128 MUS モーリシャス

91 K AZ カザフスタン 129 MOZ モザンビーク

92 KGZ キルギス 130 RW A ルワンダ

93 XSU その他旧ソビエト 131 T Z A タンザニア

94 ARM アルメニア 132 UGA ウガンダ

95 AZE アゼルバイジャン 133 Z MB ザンビア

96 GEO ジョージア 134 ZWE ジンバブエ

97 BHR バーレーン 135 XEC その他東アフリカ

98 IRN イラン 136 BW A ボツワナ

99 ISR イスラエル 137 N AM ナミビア

100 JOR ヨルダン 138 Z AF 南アフリカ

101 KWT クウェート 139 XSC その他南アフリカ関税同盟

102 OMN オマーン 140 XTW その他地域

103 QAT カタール

104 SAU サウジアラビア
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C 本モデルで使用する GTAPデータベースの主要変数一覧

下表??は GTAPで使用されている主要変数一覧である．

表 C.3 : 本モデルで使用する GTAPデータベースの主要変数一覧．

変数名 正式名称 説明

VOMn,r Value of Output at Market prices 市場価格で表現された，r 地域における nア

クティビティの総額

VOAn,r Value of Output at Agent’ prices 当事者価格で表現された，r 地域における n

アクティビティの総額

V DFMm,n,r Value of Domestic Firm’s purchases at Market
prices

市場価格で表現された，r 地域における nア

クティビティおける企業による国内財 mの

総額

V DF Am,n,r Value of Domestic purchases by Firms at
Agents’ prices

当事者価格で表現された，r 地域におけるア

クティビティ nの国内財 mの中間投入額

V DPMm,r Value of Domestic Personal purchases at Mar-
ket prices

市場価格で表現された，r 地域における民間

による国内財 mの総額

V DPAm,r Value of Domestic Personal purchases at
Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における民

間による国内財 mの総額

V DGMm,r Value of Domestic Government purchases at
Market prices

市場価格で表現された，r 地域における政府

による国内財 mの総額

V DGAm,r Value of Domestic Government purchases at
Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における政

府による国内財 mの総額

V IFMm,n,r Value of Import Firm’s purchases at Market
prices

市場価格で表現された，r 地域における nア

クティビティおける企業による輸入財 mの

総額

V IF Am,n,r Value of Import Firm’s purchases at Agent
prices

当事者価格で表現された，r 地域における n

アクティビティおける企業による輸入財 m

の総額

V IPMm,r Value of Import Personal purchases at Market
prices

市場価格で表現された，r 地域における民間

による輸入財 mの総額

V IPAm,r Value of Import Personal purchases at Agent
prices

当事者価格で表現された，r 地域における民

間による輸入財 mの総額

V IGMm,r Value of Import Government purchases at
Market prices

市場価格で表現された，r 地域における政府

による輸入財 mの総額

V IGAm,r Value of Import Government purchases at
Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域における政

府による輸入財 mの総額

V X MDm,r ,s Value of eXports at Market prices by Desti-
nation

r 地域における市場価格で表現された，r 地

域から s地域へ輸送される財 mの総額

XT AXDm,r ,s tax on exports m 財を r 地域から s 地域へ輸送する際に発

生する輸出税の総額
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変数名 正式名称 説明

V XW Dm,r ,s Value of eXports at World prices by Destina-
tion

FOB 世界価格で表現された，r 地域から s

地域へ輸出される財 mの総額

VTW Rm,r ,s Value of Transportation at World prices by
Route

世界価格で表現された，r 地域から s地域へ

m 財を輸送する際に発生する輸送サービス

の供給総額

V IWSm,r ,s Value of Imports at World prices by Source CIF世界価格で表現された，r 地域から s地

域へ輸出される財 mの総額

MT AXm,r ,s tax on imports m 財を r 地域から s 地域へ輸送する際に発

生する輸入税の総額

V IMSm,r ,s Value of Imports at Market prices by Source s地域における市場価格で表現された，r 地

域から s地域へ輸出される m財の総額

VSTw,r exports of international transport service r 地域における市場価格で表現された，国際

輸送サービス w への輸出総額

DFT AXm,n,r TAX of Domestic Firms’ purchases r 地域におけるアクティビティ n の国内財

mの投入に要する税金

IFT AXm,n,r TAX of Import Firms’ purchases r 地域におけるアクティビティ n の輸入財

mの投入に要する税金

V IF Am,n,r Value of Import purchases by Firms at Agents’
prices

当事者価格で表現された，r 地域におけるア

クティビティ nの輸入財 mの中間投入額

V IFMm,n,r Value of Import purchases by Firms at Market
prices

市場価格で表現された，r 地域におけるアク

ティビティ nの輸入財 mの中間投入額

EVF Ae,n,r Value of Firms’ purchases of production Ele-
ments at Agent prices

当事者価格で表現された，r 地域におけるア

クティビティ nの e生産の総額

EVFMe,n,r Value of Firms’ purchases of production Ele-
ments at Agent prices

市場価格で表現された，r 地域におけるアク

ティビティ nの e生産の総額

FT AXn,r Fixed assets TAX r 地域におけるアクティビティ n の固定資

産税

LT AXn,r Labor TAX r 地域におけるアクティビティ nの労働税

GWHn,r Power Generation r 地域における電力アクティビティ n の発

電量

D CES型関数の様々な形

本節では，3.3.1項で扱った，CES型関数の特殊型 (Leontief型と Cobb-Douglas型)の導出を行う．簡単の
ため，ρ = (σ − 1) /σ を用いた，

y =

(∑
i

bi xiρ
) 1

ρ

(bi, xi ≥ 0, b∃
i , x

∃
i > 0) (D.1)

について考える．
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Leontief型

σ → 0の形を考えることは，(D.1)式において，ρ→ −∞を考えることと同値である．さて，(D.1)式の両
辺の logを取る*1と，

log y =

log

(∑
i

bi xiρ
)

ρ
(D.2)

となる．(D.3)式の右辺の分母と分子はそれぞれ ρ→ −∞において負の無限大に発散 (すなわち不定形)し，か
つそれぞれ微分可能であるため，l’Hôpitalの定理より，

lim
ρ→−∞

((D.3)式の右辺 ) = lim
ρ→−∞

d
dρ

(
log

(∑
i

bi xiρ
))

(D.3)

= lim
ρ→−∞

∑
i

bi xiρ log xi∑
i

bi xiρ
(D.4)

= lim
ρ→−∞

b1

(
x1

xj

)ρ
log x1 + b2

(
x2

xj

)ρ
log x2 + · · · + bj

(
xj
xj

)ρ
log xj + · · ·

b1

(
x1

xj

)ρ
+ b2

(
x2

xj

)ρ
+ · · · + bj

(
xj
xj

)ρ
+ · · ·

(D.5)

( j ∈ N,min {x1, x2, · · · , xj, · · · } = xj)

= lim
ρ→−∞

b1

(
x1

xj

)ρ
log x1 + b2

(
x2

xj

)ρ
log x2 + · · · + bj log xj + · · ·

b1

(
x1

xj

)ρ
+ b2

(
x2

xj

)ρ
+ · · · + bj + · · ·

(D.6)

=
bj log xj

bj
(D.7)

= log xj (D.8)

となる．したがって，

y =

(∑
i

bi xiρ
) 1

ρ
ρ→−∞−→ min {x1, x2, · · · } (D.9)

となり，Leontief関数が導出された．

Cobb-Douglas型

σ → 1の形を考えることは，(D.1)式において，ρ→ 0を考えることと同値である．先程と同様に，(D.1)式

*1 (D.1)式における βと x の条件から，両辺正であることは保証済み．
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の両辺の logを取り，l’Hôpitalの定理を適用して求める．

lim
ρ→0

((D.3)式の右辺 ) = lim
ρ→0

∑
i

bi xiρ log xi∑
i

bi xiρ
(D.10)

=

∑
i

bi log xi∑
i

bi
(D.11)

=

log
∏
i

xibi

∑
i

bi
(D.12)

= log

(∏
i

xibi

)1/∑i bi

(D.13)

と計算できるので，

y =

(∑
i

bi xiρ
) 1

ρ
ρ→0−→

(∏
i

xibi

)1/∑i bi

(D.14)

となり，Cobb-Douglas関数が導出された．

E 投入係数 βの導出

本節は，生産関数 Y が下式 (E.1 )式の CES型で与えられるとき，資本 K，労働 L それぞれの投入係数 βK，

βL を K，L，PK，PL の関数として求めることを目的とする．ただし，これ以降は一般化のため，変数の添字は

省略して表記する．

Y = (aKKρ + aLLρ)
1
ρ (E.1)

ρは定数，aK，aL は K，L，PK，PL の関数であり，後の計算過程で導出される．

ある生産アクティビティにおいて，コスト cの最小化を仮定する．すなわち，

minimize c = K · PK + L · PL (E.2)

s.t. Y = (aKKρ + aLLρ)
1
ρ (E.3)

を仮定する．包絡線定理より，上式のラグランジアン L を考えて，

L = K · PK + L · PL + λ (Yρ − aKKρ − aLLρ) (E.4)
∂L
∂K
= PK − λ · ρ · aKKρ−1 = 0 (E.5)

∴ PK = λ · ρ · aKKρ−1 ⇔ Kρ =

(
PK

λ · ρ · aK

) ρ
ρ−1

(E.6)

∂L
∂L
= PL − λ · ρ · aLLρ−1 = 0 (E.7)

∴ PL = λ · ρ · aLLρ−1 ⇔ Lρ =

(
PL

λ · ρ · aL

) ρ
ρ−1

(E.8)
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λは未定乗数であり，(E.1 )式に (E.6 )，(E.8 )を代入することで，

Y =
(

1
λ · ρ

) 1
ρ−1

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

) 1
ρ

(E.9)

λ =
1

ρ · Yρ−1

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

) ρ−1
ρ

(E.10)

と書ける．(E.10 )式を (E.6 )および (E.8 )式の第 1式に代入して価格を求め，(E.2 )に代入すると，

c = K · aKKρ−1

Yρ−1

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

) ρ−1
ρ

+ L · aLLρ−1

Yρ−1

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

) ρ−1
ρ

(E.11)

=
1

Yρ−1 (aKKρ + aLLρ)
(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

) ρ−1
ρ

(E.12)

= Y

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

) ρ−1
ρ

(E.13)

Shephardの補題より，コストを価格微分すると変数量に等しくなるので，

K =
∂c
∂PK

=

(
PK

aK

) 1
ρ−1

· Y
(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

)− 1
ρ

(E.14)

L =
∂c
∂PL

=

(
PL

aL

) 1
ρ−1

· Y
(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

)− 1
ρ

(E.15)

(E.16)

が成立する．よって，資本，労働の投入係数 βK，βL はそれぞれ

βK =

(
PK

aK

) 1
ρ−1

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

)− 1
ρ

(E.17)

βL =

(
PL

aL

) 1
ρ−1

(
aK

(
PK

aK

) ρ
ρ−1

+ aL

(
PL

aL

) ρ
ρ−1

)− 1
ρ

(E.18)

と求められる．

次に aK，aL を導出する．生産関数を K と L それぞれで偏微分すると価格が得られるので，

∂Y
∂K
= aK · Kρ−1 · Y1−ρ = PK (E.19)

∂Y
∂L
= aL · Lρ−1 · Y1−ρ = PL (E.20)

が成立する．それぞれに K と L を乗じ和を取ると，

aK · Kρ · Y1−ρ + aL · Lρ · Y1−ρ = LK · PK + L · PL (E.21)
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G 第 5章の結果

第 5章で論じたモデル計算の結果について，本文に掲載しなかった結果図を以下に示す．

図 F.1 BAUケースの最適発電パターン (2050年)．

図 F.2 $10ケースの最適発電パターン (2050年)．
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図 F.3 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年)．

図 F.4 $50ケースの最適発電パターン (2050年)．

図 F.5 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年)．
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図 F.6 $150ケースの最適発電パターン (2050年)．

図 F.7 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年)．

図 F.8 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年)．
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図 F.9 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年)．

図 F.10 BAUケースの最適発電パターン (2050年 7月)．

図 F.11 $10ケースの最適発電パターン (2050年 7月)．
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図 F.12 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月)．

図 F.13 $50ケースの最適発電パターン (2050年 7月)．

図 F.14 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月)．
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図 F.15 $150ケースの最適発電パターン (2050年 7月)．

図 F.16 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月)．

図 F.17 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年 7月)．
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図 F.18 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月)．
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G 第 6章の結果

第 6章で論じたモデル計算の結果について，本文に掲載しなかった結果図を以下に示す．

図 G.19 $10ケースの各 TD部門の生産量推移 (2020
年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.20 $10_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.21 $50ケースの各 TD部門の生産量推移 (2020
年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.22 $50_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．
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図 G.23 $150 ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.24 $150_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.25 RAMP ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.26 RAMP_Nケースの各 TD部門の生産量推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.27 $10 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.28 $10_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．
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図 G.29 $50 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.30 $50_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.31 $150ケースの各 TD部門の価格推移 (2020
年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.32 $150_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.33 RAMP ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．

図 G.34 RAMP_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，SuperHigh)．2020年の値を 1に
規格化．
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図 G.35 $10ケースの各 TD部門の生産量推移 (2020
年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.36 $10_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.37 $50ケースの各 TD部門の生産量推移 (2020
年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.38 $50_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.39 $150 ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.40 $150_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．
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図 G.41 RAMP ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.42 RAMP_N ケースの各 TD 部門の生産量推
移 (2020 年～2050 年，High)．2020 年の値を 1 に規
格化．

図 G.43 $10 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.44 $10_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.45 $50 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.46 $50_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．
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図 G.47 $150ケースの各 TD部門の価格推移 (2020
年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.48 $150_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.49 RAMP ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.50 RAMP_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，High)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.51 $10ケースの各 TD部門の生産量推移 (2020
年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.52 $10_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．
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図 G.53 $50ケースの各 TD部門の生産量推移 (2020
年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.54 $50_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.55 $150 ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.56 $150_N ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.57 RAMP ケースの各 TD 部門の生産量推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.58 RAMP_N ケースの各 TD 部門の生産量推
移 (2020 年～2050 年，Low)．2020 年の値を 1 に規
格化．
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図 G.59 $10 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.60 $10_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.61 $50 ケースの各 TD 部門の価格推移 (2020
年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.62 $50_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.63 $150ケースの各 TD部門の価格推移 (2020
年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.64 $150_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．
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図 G.65 RAMP ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．

図 G.66 RAMP_N ケースの各 TD 部門の価格推移
(2020年～2050年，Low)．2020年の値を 1に規格化．
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図 G.67 $10ケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．

図 G.68 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．
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図 G.69 $50ケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．

図 G.70 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．

図 G.71 $150ケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．
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図 G.72 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．

図 G.73 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．

図 G.74 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年，SuperHigh)．
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図 G.75 $10ケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．

図 G.76 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．

図 G.77 $50ケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．
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図 G.78 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．

図 G.79 $150ケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．

図 G.80 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．
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図 G.81 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．

図 G.82 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，SuperHigh)．

図 G.83 $10ケースの最適発電パターン (2050年，High)．
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図 G.84 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年，High)．

図 G.85 $50ケースの最適発電パターン (2050年，High)．

図 G.86 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年，High)．
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図 G.87 $150ケースの最適発電パターン (2050年，High)．

図 G.88 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年，High)．

図 G.89 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年，High)．
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図 G.90 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年，High)．

図 G.91 $10ケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．

図 G.92 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．
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図 G.93 $50ケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．

図 G.94 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．

図 G.95 $150ケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．
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図 G.96 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．

図 G.97 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．

図 G.98 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，High)．
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図 G.99 $10ケースの最適発電パターン (2050年，Low)．

図 G.100 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年，Low)．

図 G.101 $50ケースの最適発電パターン (2050年，Low)．
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図 G.102 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年，Low)．

図 G.103 $150ケースの最適発電パターン (2050年，Low)．

図 G.104 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年，Low)．
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図 G.105 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年，Low)．

図 G.106 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年，Low)．

図 G.107 $10ケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．
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図 G.108 $10_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．

図 G.109 $50ケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．

図 G.110 $50_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．
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図 G.111 $150ケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．

図 G.112 $150_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．

図 G.113 $RAMPケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．
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図 G.114 $RAMP_Nケースの最適発電パターン (2050年 7月，Low)．
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図 G.115 $10ケースの鉄鋼部門の技術選択 (SuperHigh)．
図 G.116 $10_N ケースの鉄鋼部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.117 $50ケースの鉄鋼部門の技術選択 (SuperHigh)．
図 G.118 $50_N ケースの鉄鋼部門の技術選択 (Su-
perHigh)．
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図 G.119 $150ケースの鉄鋼部門の技術選択 (SuperHigh)．
図 G.120 $150_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.121 RAMP ケースの鉄鋼部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.122 RAMP_N ケースの鉄鋼部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.123 $10ケースのセメント部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.124 $10_N ケースのセメント部門の技術選択
(SuperHigh)．
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図 G.125 $50ケースのセメント部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.126 $50_N ケースのセメント部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.127 $150 ケースのセメント部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.128 $150_Nケースのセメント部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.129 RAMP ケースのセメント部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.130 RAMP_N ケースのセメント部門の技術選
択 (SuperHigh)．
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図 G.131 $10ケースの石油化学部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.132 $10_N ケースの石油化学部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.133 $50ケースの石油化学部門の技術選択 (Su-
perHigh)．

図 G.134 $50_N ケースの石油化学部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.135 $150 ケースの石油化学部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.136 $150_Nケースの石油化学部門の技術選択
(SuperHigh)．
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図 G.137 RAMP ケースの石油化学部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.138 RAMP_N ケースの石油化学部門の技術選
択 (SuperHigh)．

図 G.139 $10 ケースの紙・パルプ部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.140 $10_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.141 $50 ケースの紙・パルプ部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.142 $50_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択
(SuperHigh)．
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図 G.143 $150 ケースの紙・パルプ部門の技術選択
(SuperHigh)．

図 G.144 $150_Nケースの紙・パルプ部門の技術選
択 (SuperHigh)．

図 G.145 RAMP ケースの紙・パルプ部門の技術選
択 (SuperHigh)．

図 G.146 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の技術
選択 (SuperHigh)．

図 G.147 $10ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Su-
perHigh)．

図 G.148 $10_N ケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(SuperHigh)．
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図 G.149 $50ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Su-
perHigh)．

図 G.150 $50_N ケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.151 $150 ケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.152 $150_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.153 RAMP ケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.154 RAMP_N ケースの鉄鋼部門の最適設備容
量 (SuperHigh)．
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図 G.155 $10ケースのセメント部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.156 $10_N ケースのセメント部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.157 $50ケースのセメント部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.158 $50_N ケースのセメント部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.159 $150 ケースのセメント部門の最適設備容
量 (SuperHigh)．

図 G.160 $150_Nケースのセメント部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．
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図 G.161 RAMP ケースのセメント部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.162 RAMP_N ケースのセメント部門の最適設
備容量 (SuperHigh)．

図 G.163 $10ケースの石油化学部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.164 $10_N ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.165 $50ケースの石油化学部門の最適設備容量
(SuperHigh)．

図 G.166 $50_N ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．
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図 G.167 $150 ケースの石油化学部門の最適設備容
量 (SuperHigh)．

図 G.168 $150_Nケースの石油化学部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.169 RAMP ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.170 RAMP_N ケースの石油化学部門の最適設
備容量 (SuperHigh)．

図 G.171 $10ケースの紙・パルプ部門の最適設備容
量 (SuperHigh)．

図 G.172 $10_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．
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図 G.173 $50ケースの紙・パルプ部門の最適設備容
量 (SuperHigh)．

図 G.174 $50_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.175 $150 ケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (SuperHigh)．

図 G.176 $150_Nケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量 (SuperHigh)．

図 G.177 RAMP ケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量 (SuperHigh)．

図 G.178 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の最適
設備容量 (SuperHigh)．
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図 G.179 $10ケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)． 図 G.180 $10_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)．

図 G.181 $50ケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)． 図 G.182 $50_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)．
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図 G.183 $150ケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)． 図 G.184 $150_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)．

図 G.185 RAMPケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)． 図 G.186 RAMP_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (High)．

図 G.187 $10ケースのセメント部門の技術選択 (High)． 図 G.188 $10_Nケースのセメント部門の技術選択 (High)．
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図 G.189 $50ケースのセメント部門の技術選択 (High)． 図 G.190 $50_Nケースのセメント部門の技術選択 (High)．

図 G.191 $150ケースのセメント部門の技術選択 (High)．
図 G.192 $150_Nケースのセメント部門の技術選択
(High)．

図 G.193 RAMP ケースのセメント部門の技術選択
(High)．

図 G.194 RAMP_N ケースのセメント部門の技術選
択 (High)．

211



図 G.195 $10ケースの石油化学部門の技術選択 (High)． 図 G.196 $10_Nケースの石油化学部門の技術選択 (High)．

図 G.197 $50ケースの石油化学部門の技術選択 (High)． 図 G.198 $50_Nケースの石油化学部門の技術選択 (High)．

図 G.199 $150ケースの石油化学部門の技術選択 (High)．
図 G.200 $150_Nケースの石油化学部門の技術選択
(High)．
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図 G.201 RAMP ケースの石油化学部門の技術選択
(High)．

図 G.202 RAMP_N ケースの石油化学部門の技術選
択 (High)．

図 G.203 $10ケースの紙・パルプ部門の技術選択 (High)．
図 G.204 $10_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択
(High)．

図 G.205 $50ケースの紙・パルプ部門の技術選択 (High)．
図 G.206 $50_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択
(High)．
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図 G.207 $150 ケースの紙・パルプ部門の技術選択
(High)．

図 G.208 $150_Nケースの紙・パルプ部門の技術選
択 (High)．

図 G.209 RAMP ケースの紙・パルプ部門の技術選
択 (High)．

図 G.210 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の技術
選択 (High)．

図 G.211 $10ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (High)． 図 G.212 $10_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (High)．
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図 G.213 $50ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (High)． 図 G.214 $50_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (High)．

図 G.215 $150ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (High)．
図 G.216 $150_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(High)．

図 G.217 RAMP ケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(High)．

図 G.218 RAMP_N ケースの鉄鋼部門の最適設備容
量 (High)．
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図 G.219 $10ケースのセメント部門の最適設備容量
(High)．

図 G.220 $10_N ケースのセメント部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.221 $50ケースのセメント部門の最適設備容量
(High)．

図 G.222 $50_N ケースのセメント部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.223 $150 ケースのセメント部門の最適設備容
量 (High)．

図 G.224 $150_Nケースのセメント部門の最適設備
容量 (High)．
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図 G.225 RAMP ケースのセメント部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.226 RAMP_N ケースのセメント部門の最適設
備容量 (High)．

図 G.227 $10ケースの石油化学部門の最適設備容量
(High)．

図 G.228 $10_N ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.229 $50ケースの石油化学部門の最適設備容量
(High)．

図 G.230 $50_N ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (High)．
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図 G.231 $150 ケースの石油化学部門の最適設備容
量 (High)．

図 G.232 $150_Nケースの石油化学部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.233 RAMP ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.234 RAMP_N ケースの石油化学部門の最適設
備容量 (High)．

図 G.235 $10ケースの紙・パルプ部門の最適設備容
量 (High)．

図 G.236 $10_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (High)．
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図 G.237 $50ケースの紙・パルプ部門の最適設備容
量 (High)．

図 G.238 $50_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.239 $150 ケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (High)．

図 G.240 $150_Nケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量 (High)．

図 G.241 RAMP ケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量 (High)．

図 G.242 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の最適
設備容量 (High)．
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図 G.243 $10ケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)． 図 G.244 $10_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)．

図 G.245 $50ケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)． 図 G.246 $50_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)．
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図 G.247 $150ケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)． 図 G.248 $150_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)．

図 G.249 RAMPケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)． 図 G.250 RAMP_Nケースの鉄鋼部門の技術選択 (Low)．

図 G.251 $10ケースのセメント部門の技術選択 (Low)． 図 G.252 $10_Nケースのセメント部門の技術選択 (Low)．
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図 G.253 $50ケースのセメント部門の技術選択 (Low)． 図 G.254 $50_Nケースのセメント部門の技術選択 (Low)．

図 G.255 $150ケースのセメント部門の技術選択 (Low)．
図 G.256 $150_Nケースのセメント部門の技術選択
(Low)．

図 G.257 RAMPケースのセメント部門の技術選択 (Low)．
図 G.258 RAMP_N ケースのセメント部門の技術選
択 (Low)．
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図 G.259 $10ケースの石油化学部門の技術選択 (Low)． 図 G.260 $10_Nケースの石油化学部門の技術選択 (Low)．

図 G.261 $50ケースの石油化学部門の技術選択 (Low)． 図 G.262 $50_Nケースの石油化学部門の技術選択 (Low)．

図 G.263 $150ケースの石油化学部門の技術選択 (Low)．
図 G.264 $150_Nケースの石油化学部門の技術選択
(Low)．
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図 G.265 RAMPケースの石油化学部門の技術選択 (Low)．
図 G.266 RAMP_N ケースの石油化学部門の技術選
択 (Low)．

図 G.267 $10ケースの紙・パルプ部門の技術選択 (Low)．
図 G.268 $10_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択
(Low)．

図 G.269 $50ケースの紙・パルプ部門の技術選択 (Low)．
図 G.270 $50_Nケースの紙・パルプ部門の技術選択
(Low)．
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図 G.271 $150ケースの紙・パルプ部門の技術選択 (Low)．
図 G.272 $150_Nケースの紙・パルプ部門の技術選
択 (Low)．

図 G.273 RAMP ケースの紙・パルプ部門の技術選
択 (Low)．

図 G.274 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の技術
選択 (Low)．

図 G.275 $10ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)． 図 G.276 $10_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)．
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図 G.277 $50ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)． 図 G.278 $50_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)．

図 G.279 $150ケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)．
図 G.280 $150_Nケースの鉄鋼部門の最適設備容量
(Low)．

図 G.281 RAMPケースの鉄鋼部門の最適設備容量 (Low)．
図 G.282 RAMP_N ケースの鉄鋼部門の最適設備容
量 (Low)．
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図 G.283 $10ケースのセメント部門の最適設備容量
(Low)．

図 G.284 $10_N ケースのセメント部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.285 $50ケースのセメント部門の最適設備容量
(Low)．

図 G.286 $50_N ケースのセメント部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.287 $150 ケースのセメント部門の最適設備容
量 (Low)．

図 G.288 $150_Nケースのセメント部門の最適設備
容量 (Low)．
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図 G.289 RAMP ケースのセメント部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.290 RAMP_N ケースのセメント部門の最適設
備容量 (Low)．

図 G.291 $10ケースの石油化学部門の最適設備容量
(Low)．

図 G.292 $10_N ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.293 $50ケースの石油化学部門の最適設備容量
(Low)．

図 G.294 $50_N ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (Low)．
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図 G.295 $150 ケースの石油化学部門の最適設備容
量 (Low)．

図 G.296 $150_Nケースの石油化学部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.297 RAMP ケースの石油化学部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.298 RAMP_N ケースの石油化学部門の最適設
備容量 (Low)．

図 G.299 $10ケースの紙・パルプ部門の最適設備容
量 (Low)．

図 G.300 $10_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (Low)．
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図 G.301 $50ケースの紙・パルプ部門の最適設備容
量 (Low)．

図 G.302 $50_Nケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.303 $150 ケースの紙・パルプ部門の最適設備
容量 (Low)．

図 G.304 $150_Nケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量 (Low)．

図 G.305 RAMP ケースの紙・パルプ部門の最適設
備容量 (Low)．

図 G.306 RAMP_N ケースの紙・パルプ部門の最適
設備容量 (Low)．
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図 G.307 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの一次エネルギー供給量 (SuperHigh)．

図 G.308 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの業務部門の最終エネルギー消費量 (SuperHigh)．

図 G.309 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの産業部門の最終エネルギー消費量 (SuperHigh)．

図 G.310 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの運輸部門の最終エネルギー消費量 (SuperHigh)．
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図 G.311 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの家庭・政府部門の最終エネルギー消費量 (Super-
High)．

図 G.312 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの部門別最終エネルギー消費量 (SuperHigh)．

図 G.313 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの一次エネルギー供給量 (High)．

図 G.314 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの業務部門の最終エネルギー消費量 (High)．

図 G.315 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの産業部門の最終エネルギー消費量 (High)．

図 G.316 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの運輸部門の最終エネルギー消費量 (High)．
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図 G.317 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの家庭・政府部門の最終エネルギー消費量 (High)．

図 G.318 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの部門別最終エネルギー消費量 (High)．

図 G.319 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの一次エネルギー供給量 (Low)．

図 G.320 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの業務部門の最終エネルギー消費量 (Low)．

図 G.321 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの産業部門の最終エネルギー消費量 (Low)．

図 G.322 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの運輸部門の最終エネルギー消費量 (Low)．
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図 G.323 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの家庭・政府部門の最終エネルギー消費量 (Low)．

図 G.324 2020年，2030年，2050年における各ケー
スの部門別最終エネルギー消費量 (Low)．
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